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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 道路網の現状と課題 

「パ」国の 2003-04 年時点の道路網の総延長は 255,856km（推定値）で、その内、高規格道路（主として

舗装道路）に属する道路延長は 157,975km、低規格道路（主として砂利道・土道）に属する道路は 97,881km

である。「パ」国では旅客や貨物の輸送の 90％以上が道路を通じて行われている。図 1-1 に「パ」国の道路

延長の推移を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          出所：Pakistan ECONOMIC SURVEY 2003-04 

図 1-1 道路延長の推移 

 

「パ」国の国道を管理しているのは通信省（Ministry of Communications: MOC）の下部組織である国道公

団（National Highway Authority: NHA）と戦略的な道路建設組織としての辺境建設公社（Frontier Works 

Organization: FWO）がある。それ以外の地方道や農道は地方政府・農村開発省（Ministry of Local Government 

and Rural Development）の管轄で、実際の建設工事は各州政府の運輸・工事局（Communication and Works 

Department）が担当している。 

国道公団（NHA)は表 1-1 に示す 18 路線の国道を管理している。これらの国道の総延長は 8,885kmで道路網

全体の 3.5％に過ぎないが、旅客・貨物の輸送交通量の 80％を支えている。ただし、これら国道の道路状態

は、優良 28％、良 8％、不良 17％、非常に不良が 47％と半分以上の道路で補修工事が必要な状況である。 

表 1-1 NHA 管理下の道路 

No. 区  間 延長 (km) 

N-5 Karachi –Lahore –Peshawar –Torkham 1,819 

N-10 Liari–Ormara –Pasni–Gwadar–Gabd 653 

N-15 Mansehra–Naran–Jalkhad–Chilas 240 

N-25 Karachi –Kalat–Quetta –Chaman 813 

N-35 Hassanabdal–Abbottabad–Khunjrab 806 

N-40 Lakpass–Dalbandin–Nokundi–Taftan 610 
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N-45 Nowshera–Malakand–Dir –Chitral 309 

N-50 Kuchlak–Zhob–Mughalkot–D.I. Khan 531 

N-55 Kotri–Ratodero–D.I. Khan –Peshawar 1264 

N-65 Sukkur–Sibi–Saryab (Quetta) 385 

N-70 Qila Saifullah–D.G Khan –Multan 447 

N-75 Islamabad –Kohala 90 

M-1 Islamabad –Peshawar Motorway 155 

M-2 Lahore –Islamabad Motorway 367 

M-3 PindiBhattian–Faisalabad Motorway 53 

M-9 Karachi –Hyderabad Motorway 136 

S-1 Gilgit–Skardu Road 167 

S-2 Kohala–Muzaffarabad Road 40 

 TOTAL: 8,885 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 パキスタン国の主要道路網 
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1-1-1-2 道路インフラ整備工事に係る機材と人材の現状 

「パ」国における道路インフラ整備事業は、高規格(アスファルト舗装)道路建設の増加と共に多くの建設

機材が投入される機械施工化が進み、道路整備事業の実施主体であるパキスタン道路公団（NHA）や辺境建設

公社（FWO）においても道路建設機材の整備（調達）は急速的に進んだが、それら機材の運転操作業務や、維

持管理業務に携わる技術者／技能者の確保が追いつかず、この抜本的な問題を緩和し解決する目的で設立さ

れたのが CMTI（設立当時は CMTC と称した）である。建設機械に特化した若手の技術者／技能者（現場での

実務者）を養成するための訓練機関は、現在のところ本件対象の CMTI とカラチで主に大型トラックなどの輸

送機材に関する運転操作や維持管理技術者／技能者の訓練を行っている国家輸送公社(National Logistics 

Cell: NLC)の訓練校のみとなっており、CMTI が設立以来世に送り出してきた卒業生はオペレータコースで約

3,300 名、メカニックⅡ、メカニックⅢ合計で約 2,900 名となっている。これに対し調査団の行った試算で

は、既存の道路の維持管理や新設工事に要する建設機材は、ブルドーザやローラーなどの建設機械が 18,200

台、ダンプトラックや散水車等の建設車両が 13,800 台、合計で 32,000 台と算出されており、CMTI とカラチ

の NLC の訓練修了者（年間 100 名程度）を合わせても到底必要数の技術者／技能者を供給することは出来て

いない状況である。 

 

1-1-1-3 CMTI における訓練の現状と課題 

CMTI の前身である「建設機械訓練センター：Construction Machinery Training Center (CMTC)」は 1986

年から実質的な訓練を開始した。1986 年から 1992 年の 7 年間は、テクニシャン（技能者）の養成を目的と

して建設機械オペレータコース、メカニック III コース、メカニック IIエンジンコース、メカニック IIシ

ャーシコースの 4 コースの訓練が実施された。1993 年からは建設機械に関する総合的なマネジメントを行う

人材の養成を目的として建設機械計画・運用コース、建設機械監理コースが開設された。また、1993 年から

は 3 年間の訓練である技師補資格コースも開設され、これまでの職業訓練校としての位置付けに加え専門学

校あるいは工業高校としての役割も兼ねるようになった。その後、市場のニーズに応じる形で 1997 年に鉄筋

工コース及びコンピュータコース、1999 年に旋盤工コースが開設された。 

CMTI は 1986 年の設立以来、2003 年までに計 8,854 人に対して訓練を実施している。この中には 148名の

南アジア、中近東、アフリカ諸国からの訓練員も含まれている。現在、常設されているコースは次の 13 コー

スで、これら以外にも特定の機関を対象とした訓練プログラムも行っている。 

1. 建設機械オペレータコース（Operator Course）：年 3 回 3ヶ月/回 

2. メカニック III コース（Mechanic-III Course）：年 3 回 3ヶ月/回 

3. メカニック IIエンジンコース（Mechanic-II Engine Course）：年 2回 5ヶ月/回 

4. メカニック IIシャーシコース（Mechanic-II Chassis Course）：年 2 回 5ヶ月/回 

5. 鉄筋工コース（Steel Fixer Course）：年 3 回 3ヶ月/回 

6. 旋盤工コース（Turner Machinist Course）：年 3回 3ヶ月/回 

7. コンピュータコース（Computer Course）ソフトウェア：年 3回 3ヶ月/回 

8. コンピュータコース（Computer Course）ハードウェア：年 2回 1.5ヶ月/回 
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9. コンピュータコース（Computer Course）Auto CAD：年 2 回 2ヶ月/回 

10. 技師補資格コース（Diploma of Associate Engineering: DAE）：36ヶ月/回 

11. 建設機械計画・運用コース（Construction Machinery Planning and Employment Course: CMPE）：

年 1 回 1ヶ月/回 

12. 建設機械監理コース（Construction Machinery Supervision Course: CMSC）：年 1回 1ヶ月/回 

13. 国際コース（International Course under Third Country Training Programme）：1ヶ月/回 

 

図 1-3 に 1986 年からの訓練者数の推移を示す。近年では、建設機械オペレータコース及びメカニックコー

スの訓練者数はほぼ横ばいであるが、1997 年のコンピュータコースと鉄筋工コース、1999 年の旋盤工コース

の開設に伴い総訓練者数は増加している。ただし、2002 年はコンピュータコースや鉄筋工コース、特定機関

向けのプログラムの訓練者数が減少したため、総訓練者数は大きく落ち込んだ。 

訓練修了者の主な就職先は、国立輸送公社（NLC）や国境建設会社（FWO）、国道公団（NHA)、地方政府など

の公的機関及び民間の建設会社である。 

熟練した建設機械オペレータ及びメカニック、コンピュータ技術者の需要が年々増加しているのに伴い、

CMTI には多くの訓練希望者から訓練の申込が寄せられているが、施設の収容能力不足や機材の数量不足によ

り、ここ 1、2 年は訓練申込者の 70%以上を拒否しなければならない状況が続いている。また、訓練で使用し

ている主要建設機械の大部分は 1980 年代、90 年代に製造されたものであり、近年の電子制御された建設機

械に対応した訓練の実施が困難な状況である。更に、CMTI の既存訓練コースでは、建設工事市場でニーズの

高いトラック・ピックアップなどの建設車両の維持管理技術や溶接・板金技術、CAD 技術に十分、対応しき

れていないのが現状である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 訓練者数の推移 
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1-1-2 道路セクター開発計画 

「パ」国の道路網整備計画の基本戦略及び主要な道路整備計画は次の通りである。NHA は、Gwadar 港と内

陸部及び西部のアフガニスタン国境の街 Chamanを経由したアフガニスタン間の道路整備（南北交通）及び東

西交通の道路整備に重点を置いている。 

 

道路網整備基本戦略： 

1. 道路網の拡張 

2. 道路維持管理の近代化 

3. 通行税制度の整備 

4. 道路維持管理基金を通じた継続的な維持管理 

5. 厳格な交通法規と軸荷重制限の執行 

6. 貧困削減につながる円滑な物資の輸送 

表 1-2 主要道路整備計画 

計画名、路線、場所 予定工事価格（百万 Rs.）

実施中の道路整備計画  

1. Makran Coastal Road Balochistan 15,010.0 

2. Islamabad Peshawar Motorway (M-1) 26,862.3 

3. Pindi Bhattian – Faisalabad (M-3) 6,876.5 

4. Karachi Northern By-pass 2,928.0 

5. Layari Express Way 5,081.0 

6. Islamabad – Muzaffarabad Road 4,815.4 

7. Kohat Tunnel Access Roads 6,626.7 

8. Indus Highway Project, 445km (N-55) 10,000.0 

9. Manehra Naran – Jalkahad Road 3,821.0 

10. Kara Moro (N-5) 2,583.0 

11. Rahim Yar Khan – TMP – Bahawalpur (N-5) 7,283.0 

12. Okara Lahore (N-5) 3,911.8 

13. Kharian Rawalpindi (N-5) 5,174.0 

14. Chablat Nowshera (N-5) 3,600.0 

15. Lowari Tunnel 7,983.0 

16. Bridge on River Jhelum at Azad Pattan, AJK 71.0 

17. Improvement of N-65, Dera Allah Yar – Nutal – Sibi 771.0 

18. Improvement of N-65, Nutal – Sibi – Dhadar 1,710.0 

19. Improvement of KKH (N-35) NWFP 552.0 

20. Ratodero/Shahadadkot Khuzdar Road 1,421.0 

21. N-50 Quetta – Qilla Saifullah – Zhob – DI Khan Road 1,903.0 

22. Improvement of N-70, Qilla Saifullah – Multan 2,841.2 

23. Feasibility Studies & Design 700.0 

24. Gwadar – Hoshab – Ratodero Road, 143km 16,640.0 

25. Khori – Quba Saeed Khan Section 4,000.0 

26. Kalat Quetta – Chaman Section of N-25, 247km 6,671.0 

27. Realignment of N-65 near Jaccobabad & Dera Allah Yar 495.0 

28. Interchange on M-2 (Khangah) 148.2 

29. Interchange on M-2 (Sial Mor) 74.0 

30. Peshawar – Torkham Expressway, 44km 4,390.0 
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新規計画（承認済み）  

31. N-5 Highway Rehabilitation Project 15,108.0 

32. Improvement of Quetta Western Bypass 225.5 

33. Bridge over River Chenab 696.6 

34. Lakpass Tunnel (N-25) 313.7 

新規計画（未承認）  

35. Improvement of N-65 from Jaccobabad Bypass to Sukkur 1,500.0 

36. Improvement of N-65 Quetta – Balochistan 2,000.0 

37. Sibi-Nari Bank River, Balochistan, 18km 1,000.0 

38. Multan – Bewata (N-70), Muzafargarth Bypass, 200km 5,000.0 

39. 5 Bridge on Gilgit – Skardu Road, Northern Areas 190.0 

40. Jalkahad – Chillas Road, 63km, NWFP & Northern Areas 1,300.0 

41. KKH Skardu Road, Northern Areas 1,200.0 

42. Sindh Coastal Highway 5,330.0 

43. Rehabilitation & Widening, of Lala Musa – Thotha Rai 60.0 

44. Interchange at Kot Sarwar for Hafizabad, Punjab 75.0 

45. Widening & Improvement of Kararo – Wad (N-25), 96km 1,300.0 

46. Kuchlac – Zhob, 306km, Balochistan 3,556.0 

47. Noshk – Dalbadin (N-40), 165km, Balochistan 4,200.0 

48. Larkana Bridge, Sindh 2,500.0 

49. 2nd Bridge on Indus at Ghazi Ghat, Sindh 500.0 

50. Chenab Bridge at Shershah, Punjab 750.0 

51. Peshawar Northern Bypass, 25km, Peshawar 2,547.0 

52. Rawalpindi Bypass, 28km, Punjab 3,088.0 

53. Ghaggar Phatak Bridge to Kotri (N-5), Sindh 2,850.0 

54. Improvement/Upgradation of Kohala Muzafarabad, 40km 800.0 

55. Dualization of Hassanabdal – Mansehra (N-35), 90km 1,900.0 

56. Additional Carriageway for Lodhran – Khanewal, 90km 1,500.0 

57. Khushalgarh Bridge (N-80), Punjab 500.0 

58. Nowshera – Chitral, (N-45), 309km, NWFP 3,090.0 

59. Karachi – Kakar, Sindh & Balochistan 10,000.0 

出所：PUBLIC SECTOR DEVELOPMENT PROGRAMME 2004-05 

 

1-1-3 社会経済状況 

人口の半分以上（約 56％、7,260 万人余）は、国土面積で 1/4 しか占めないパンジャブ州に集中する。一

方で国土面積の 44％を占めるバロチスタン州にはわずか 5％の人口（650 万人余）が居住しているだけで、

人口の偏在が著しい。バロチスタン州の人口密度は非常に低く 19 人/km2 であるのに対し、他の 3 州はその

10 倍以上の密度である（表 1-3 参照）。国民は大きく 4 民族から構成されており、その構成比はパンジャブ

人が約 60%を占め、パシュトゥーン人とシンド人が各 12～13％、バルチ人が 3％と続き、その他にもモハジ

ール人などの民族がいる。国語は北部インド地域に由来するウルドゥー語である（公用語はウルドゥー語と

英語）が、各民族は独自の言語も用いており、パンジャブ語、シンド語、パシュトゥーン語、バルチ語、ブ

ラフイ語などが使われている。 

「パ」国は、現在までに 9次にわたる経済開発 5ヶ年計画を策定しており、バングラデシュ独立（1971 年

3 月）、第 3 次印パ戦争ならびに政治的混乱の間（1970 年代）は 4％程度の GDP 成長率にとどまったものの、

湾岸戦争までは平均 6.5%程度の勢いで成長した。しかし、湾岸戦争以降は政治的混乱等のため、第 8次 5ヶ



 

- 7 - 

年計画（1994～99）では 4.3％の GDP 成長率にとどまり、第 9 次計画は計画作成のみで実施されることなく

終わっている。 

表 1-3 「パ」国の自然・社会・経済的特徴 

項目 

＼ 

州名 

国土 

面積比

(%) 

人口比 

(%) 

耕地比 

(%) 

灌漑 

面積比 

(%) 

主要農産品

生産比* 

(%) 

道路 

密度 

（km/km2） 

人口 

密度 

(人/km2) 

地 形

特 徴

Punjab 26 56 56 76.8 62.3 0.48 353 平原 

Sindh 17 23 27 13.7 16.5 0.55 213 平原 

NWFP 13 13 9 4.9 16.0 0.28 236 山岳地

Balochistan 44 5 8 4.5 5.3 0.12 19 台地 

全 国 803,943

km2 

131.7 

million 

21.5 

million ha

18.3 

million ha

*:主要12品

目生産高比

0.32 164  

出典）「パ」国統計年鑑 2003 年 

 

その後、国際協調路線の選択とともに再開された IMFの援助を受け、ムシャラフ大統領は 2001 年から始ま

る「10ヶ年開発計画」(2001～2011：Ten Year Perspective Development Plan)および「3ヶ年開発計画」(2001

～2004：Three Year Development Plan)を策定するとともに、「地方分権計画」（Devolution Plan, 2000年 3

月発表）および「貧困削減戦略文書」（PRSP：Poverty Reduction Strategy Paper, 2003 年 12 月）を公布し、

GDP成長率 6.3%（10ヶ年開発計画最終年）を目標として経済的発展に取り組んでいる。 

大局的には名目 GDPは、1990年が 1980年の約 3.7倍、2000年には約 13.6倍となっている。ここ 10年間

をみると、比較的順調な経済成長を達成しているが、財政収支は厳しい状況が続いている。貿易収支も継続

的に輸入超過状況にあり、諸外国からの援助によってこれらの慢性的な赤字を補う苦しい状況が続いている。 

表 1-4 経済開発計画における実績 

経済開発計画 期  間 年平均 GDP成長率 備   考 

第 1次 5ヶ年計画 1955～1959 3.0%（実績）  

第 2次 5ヶ年計画 1960～1964 6.8 %（実績）  

第 3次 5ヶ年計画 1965～1969 6.6 %（実績） 第 2次印パ戦争(‘65) 

第 4次 5ヶ年計画 

～非計画期 

1970～1977 ﾊﾞﾝｸﾞﾗ独立のため廃棄

4.4%（実績） 

第 3次印パ戦争 

社会主義政策化 

第 5次 5ヶ年計画 1978～1982 6.6 %（実績） 社会主義政策撤回 

第 6次 5ヶ年計画 1983～1987 6.2 %（実績）  

第 7次 5ヶ年計画 1988～1993 4.8 %（実績） 湾岸戦争・政局混乱 

第 8次 5ヶ年計画 1994～1999 4.3%（中間実績） 政局混乱 

第 9次 5ヶ年計画 1999～2003 3.4%（同期間推計） 計画作成のみで実施されず 

10ヶ年開発計画 2001～2011 6.3%（最終目標） 長期的ﾏｸﾛ経済・分野別成長 

3ヶ年開発計画 2001～2004  （７項目の目標） 

地方分権計画 ‘00 年 3 月策定  (Devolution Plan) 

貧困削減戦略文書 ‘03 年 12 月策定  （PRSP） 

 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

本調査の対象である建設機械技術訓練所（CMTI: Construction Machinery Training Institute、1993 年

以前の名称は CMTC: Construction Machinery Training Center）は、道路建設機械等の熟練技術者の育成を
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目的として 1984 年に設立された機関で、1984 年と 1995 年に日本国政府の無償資金協力により訓練に必要と

なる建設機械や訓練用補助機材の調達や訓練棟･管理棟、食堂棟、宿泊棟の建設が行われ、ほぼ同時に 1985

～90年の 5年間で訓練組織の運営や訓練を実施するために必要となる技術の移転を目的としたプロジェクト

方式技術協力が実施された。 

「パ」国では道路整備への需要の高まりから建設機械オペレータ、メカニック、施工監理技術者、技師等

の人材育成が急務となっており、訓練機関である CMTIへの期待も大きく、これまでに約 9,200人の研修生を

受け入れている。更に、2001 年には復興が進むアフガニスタンからの研修員も受け入れるなど、訓練機関と

しての役割を広げている。 

「パ」国内では、1980年代に調達した建設機械のみならず、1990年代初期の機械も含め機械の耐用年数を

越えたものが多くなり、2000年頃を境に NHA のみならず民間会社保有の建設機械においても機械の入れ替え

が盛んになってきている。これらの機械は全てが新車ではなく、推測でその 7 割強が日本からの中古車で占

められている。しかしながら調査団の調査結果では、これら中古車も 1990年代後半以降に製造されたものが

殆どであり、1990年代後半から急速に進んだ建設機械に対する電気・電子制御技術が取り込まれている。 

これらの機械は故障が発生した場合、電気・電子制御に関する知識を持っているメカニックが居ないため

修理作業が行えないとか、各種スイッチ類を操作して適切なモード設定を行い、効率的且つ機械にダメージ

を与えない運転操作が出来るオペレータが不足しているなどの理由で本来機械が持っている能力を充分に発

揮できていない。そのため、従来の機械要素主体で構成されていた機械とは取り扱い方において異なる知識

や技能を修得している技術者/技能者の育成が新たな課題としてクローズアップされてきている。 

その一方で、CMTI の既存機材の 68％が 1980 年代に、残り 32％が 1990 年代前半に製造されたものであり

実際の工事現場で利用されている建設機械との操作方法に格差が生じ、また、建設機械の電子制御技術や CAD

等 IT 関連機材の不足により建設市場が求める研修ニーズに十分対応できていない状況である。こうした状況

の解決を図るため、「パ」国政府は新設予定の 3 訓練コースおよび既存訓練コースのレベルアップを図るため

の研修施設建設（増設）と研修機材の調達について無償資金協力を要請した。 

 

1-3 我が国の援助動向 

CMTI に対してこれまでに次の援助が実施された。 

1. 建設機械技術訓練センター建設計画（無償資金協力） 

実施年度：1984 年度 

E/N 額：29.70億円 

案件概要：道路建設機材 15車種 35台、施設建設(訓練棟､食堂棟､宿泊棟､他）、ﾒｶﾆｯｸ訓練用機材及び

訓練生輸送機材 

2. 建設機械技術訓練センター（プロジェクト方式技術協力） 

協力期間：1985 年 4 月～1990年 4 月 

案件概要：機械を使った道路維持管理に従事する技術者･技能者を養成するための建設機械オペレー

タコース、メカニックコースの開設に伴う技術移転 
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3. 建設機械訓練研究所拡張計画（無償資金協力） 

実施年度：1995 年度 

E/N 額：11.51億円 

案件概要：道路建設機材 17車種 34台、メカニック訓練用機材、訓練補助機材、輸送車両 

1991 年から 2001 年までの無償資金協力実績（E/N 額）は 45,648百万円で、その 13％に相当する 5,936百

万円が道路セクターに係る資金協力である。 

 

1-4 他ドナーとの関連 

CMTI に対して、他の援助国、援助機関よる援助は行われていない 



 

 

 

 

 

 

第２章 プロジェクトを取り巻く状況 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

CMTI は通信省傘下の独立機関であり、その運営方針などの重要事項は理事会によって決定される。 

ただし、理事会には通信省以外の機関に所属する委員も含まれている。理事会の構成は次の通り。 

理事長：通信省大臣 

理 事：Frontier Works Organization 長官 

National Highway Authority 局長 

National Training Bureau 局長 

通信省 次官 

通信省 財務審議官 

Planning Division 運輸交通課長 

National Logistic Cell 技術課長 

CMTI 所長 

All Pakistan Contractor Association 代表 

 

現在の CMTI の職員数は、インストラクター10 名、補助インストラクター65名、事務員 14名、管理部門の

職員 55名の合計 144名である。図 2-1 に通信省関連機関、図 2-2 に CMTI の組織図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 通信省関連機関 

通信省 

建設機械技術

訓練所（CMTI）

郵政局 国道公団 高速道路警察 

パキスタン

電話公社 

カシム 

港湾局 

カラチ

港湾局

国家物流

委員会 
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図 2-2 CMTI 組織図 

 

2-1-2 財政・予算 

表 2-1 に CMTI の過去 6 年間の運営予算と支出及び 2004 年度の運営予算を示す。通常の運営費用は通信省

から経常出資金でまかなわれている。CMTI の支出の約 80%は人件費に割り充てられ、機械・施設の維持管理

に割り充てられるのは数%程度である。 

表 2-1 CMTI の予算と支出の推移 

単位：百万 Rs. 

年度 1998/1999 1999/2000 2000/2001 2001/2002 2002/2003 2003/2004 2004/2005

予算申請額 13.345 12.658 15.385 21.370 26.538 28.649 31.653 

最終承認額 

（収入） 
12.175 10.646 10.646 12.406 15.539 18.740 21.148 

支出 

人件費 
9.198 

76% 

9.006 

85% 

9.006 

85% 

9.940 

80% 

13.939 

90% 

14.540 

78% 
- 

施設の維持管

理費 

0.414 

3% 

0.146 

1% 

0.150 

1% 

0.150 

1% 

0.152 

1% 

1.800 

10% 
- 

燃料代 
0.423 

3% 

0.214 

2% 

0.209 

2% 

0.216 

2% 

1.009 

6% 

0.450 

2% 
- 

車両・機械の

維持管理費 

0.410 

3% 

0.150 

1% 

0.150 

1% 

0.150 

1% 

0.150 

1% 

1.880 

10% 
- 

その他 
1.730 

14% 

1.130 

11% 

1.131 

11% 

1.950 

16% 

0.289 

2% 

0.070 

0% 
- 

支出計 12.175 10.646 10.646 12.406 15.539 18.740 - 

 

所  長 

管理部門 

（管理部門長）

会計部 管理部

給与支払課 年間訓練助成金課

訓練部門 

（チーフインストラクター） 

管理課 機械輸送課

機材運用・維持管理局 機械ワークショップ局 技師補資格局

運用ｾｸｼｮﾝ 計画・運用ｾｸｼｮﾝ 監理技師ｾｸｼｮﾝ 1 年 2 年 3 年

メカニック III

ｾｸｼｮﾝ 

メカニック II

ｴﾝｼﾞﾝ ｾｸｼｮﾝ

メカニック II

ｼｬｰｼ ｾｸｼｮﾝ

鉄筋工 

ｾｸｼｮﾝ 

溶接工

ｾｸｼｮﾝ 
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訓練生から徴収した学費や寮費は、CMTI と通信省の間で表 2-2 のように分配されている。CMTI では通常の

予算とは別会計でこの分配金を既存施設の大規模な修繕に要する費用や職員の訓練費用など特別な場合の出

費に充てている。 

表 2-2 学費・寮費総額及び配分額の推移 

単位：百万 Rs. 

年度 学費 寮費 計 通信省配分額 CMTI 配分額 

1996/97 0.535 0.178 0.713 0.178 0.535 

1997/98 0.442 0.163 0.605 0.165 0.440 

1998/99 0.509 0.194 0.703 0.188 0.515 

1999/00 0.515 0.203 0.718 0.178 0.540 

2000/01 0.528 0.206 0.734 0.261 0.473 

2001/02 0.565 0.25 0.815 0.202 0.613 

2002/03 0.669 0.283 0.952 0.211 0.741 

2003/04 0.845 0.325 1.170 0.188 0.982 

2004/05* 1.071 0.463 1.534 0.191 1.343 

2005/06* 1.071 0.463 1.534 0.191 1.343 

2006/07* 1.611 0.778 2.389 0.391 1.998 

*：おおよその予測額   

 

2-1-3 技術水準 

前述の通り CMTI は通信省傘下の機関で、理事会は国家道路プロジェクトと深く関係している機関の上級ス

タッフから構成されており、道路建設事業に関して豊富な経験を有した人材によって運営、管理が行われて

いる。また、インストラクター等訓練部門のスタッフの技術レベルは高く、施設や訓練機材の維持管理は入

念に行われている。 

 

2-1-4 既存の施設・機材 

2-1-4-1 既存施設 

CMTI の施設群は、カヤバニ-サイード道路に面した 300m x 720m(約 21.6ha)の広大な長方形の敷地に整然

と配置されている。1986 年に我が国の無償資金協力で建設された施設群（表 2-3参照）と「パ」国側が独自

に建設した職員宿舎を中心とする施設群（表 2-4参照）を合わせて「第１期施設」という。 

表 2-3 無償資金協力（1986 年）で建設された建屋（第 1期施設） 

項 目 

建屋名 
構 造 階 数 延床面積 

管理棟 鉄筋コンクリート造 2 階建 1,589m2 

訓練棟 鉄筋コンクリート造 2 階建（一部平屋） 3,471m2 

訓練生宿泊棟 鉄筋コンクリート造 2 階建 1,772m2 

食堂棟 鉄筋コンクリート造 平屋 347m2 

屋外付帯施設 鉄筋コンクリート造/鉄骨造 平屋 785m2 

合計 7,964m2 
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表 2-4 「パ」国側（1986 年）独自に建設した建屋（第 1期施設） 

項 目 

建屋名 
構  造 階 数 延床面積 

職員用宿舎 鉄筋コンクリート造 2 階建 5,929m2 

独身者用宿舎 鉄筋コンクリート造 2 階建 1,584m2 

モスク 鉄筋コンクリート造 平屋 225m2 

倉庫 鉄筋コンクリート造 平屋 292m2 

合計 8,030m2 

 

この「第 1 期施設」完成後の訓練生年間輩出能力は 360人/年であった。 

その後、1995 年に 2度目の我が国無償資金協力である「建設機械訓練研究所拡充計画」において訓練コー

スの新規開設や既設コースの定員増を見込んだ機材の更新と新規調達が実施された。その際「パ」国側は自

助努力により訓練棟、訓練生宿泊棟及び食堂棟を建設したが、契約上の問題や品質上の問題もあり 2005 年 1

月の時点においても初期の目的通りに使用できる状態に無く、今後の問題解決の目処も立っていない状況に

ある。そのため本来は食堂としては使用する予定であった施設は、現在は製図室と土質資料のラボラトリー

として使用されており、「パ」国側も可能な範囲で施設を生かすための努力は行っている。この影響もあり「第

１期施設」として我が国無償で建設された食堂棟は大混雑状態となっている。 

また、CMTI はこの「第 2 期施設」拡張時に同サイトの南側に接する土地約 24ha を建設機械オペレータコ

ースの実習用フィールドとして確保して基盤整備を図っている。 

表 2-5 「パ」国側が（1995 年）独自に建設した建屋（第 2 期施設） 

項目 

建屋名 
構 造 階 数 延床面積 

訓練棟 鉄筋コンクリート造 2 階建 1,932m2 

訓練生宿泊棟 鉄筋コンクリート造 2 階建 1,785m2 

食堂棟（製図室、他） 鉄筋コンクリート造 平屋 347m2 

合計 4,064m2 

 

この「第 2 期施設」完成後の訓練生年間輩出能力は 840人/年であった。 

CMTI には教育訓練用として Phase-Ⅰ（1986）44台、Phase-Ⅱ（1996）41台、合計 85台の道路建設機材が

維持･管理されており、機械の運転操作訓練や維持管理･修理作業の訓練用機材として使用されている。これ

らの機材は教育訓練北側のエリアに、「パ」国側の自助努力によって建設された屋根付きの簡易駐機場の内部

に整然と保管され、直射日光や雨水が機材に直接当たることによる劣化を防止出来るようになっている。 

 

2-1-4-2 既存訓練用機材 

訓練用機械は、運転操作訓練だけでなく維持管理作業訓練にも使用されていることもあり、調達以来 19 年

または 9 年経過している割には、機械の破損も少なく良好な状態を維持している。またエンジンが回転して

いる場合だけ累積時間として計測される稼働時間は、通常の工事現場で使用される機械に比べてかなり少な

いと言える。（Phase-1 で平均 1,700 時間、Phase-2 で約 400 時間）。ただし、Phase-1 の機材はホース等のゴ

ム製品に劣化が見られ、中には破損したものも見受けられた。 
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スペアパーツついては、実習場の一角に 99m2 の部品庫があり部品の保管状態及び帳票類もしっかりしてお

り、問題は無い。また、工具類については、メカニカルツールセットは実習場に置かれ、インストラクター

がキーを保管し厳密に管理されている。他の専用工具類は 99m2 のツールクリブに保管されている。 

CMTI が所有する 85台の道路建設機材の内、73台の状況を表 2-6 に示す。 

表 2-6 CMTI 現有機材の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機材名 メーカー モデル シリアルNo. エンジンNo. 年 稼動時間 稼動期間 状態 使用コース

PHASE-I
1 Bulldozer Komatsu D-155 A-1 28382 46605 1986 1,746 July86.-june 04 Good オペレータ
2 Bulldozer Komatsu D-85A-18 30884 26191946 1986 2,855 Apr.86.-june 04 Good 〃
3 Bulldozer Komatsu D-65A-8 45294 15557 1986 2,060 Apr86.-june 04 Need Repair 〃
4 Bulldozer Komatsu D-50 A-17 80588 15183 1986 2,439 July86.-june 04 Good 〃
5 dozer Shovel Komatsu D-53 S-17 20114 28822 1985 1,882 July86.-june 04 Good 〃
6 dozer Shovel Komatsu D-65 S-8 45160 15674 1986 557    Apr86.-june 04 Good 〃
7 Wheel Loader Komatsu WA-450-1 10203 14333 1986 2,990 Apr86.-june 04 Good 〃
8 Wheel Loader Komatsu WA-200-1 10326 74329 1986 3,724 Jun86.-june 04 Good 〃
9 Motor Grader Mitsubishi MG-200 2G000186 380848 1986 3,062 July86.-june 04 Good 〃

10 Motor Grader Komatsu GD-605A 54104 15751 1986 4,074 JUn86.-june 04 Good 〃
11 Dump Truck Komatsu HD-200-2 1676 28186127 1986 1,415 Jun86.-june 04 Good 〃
12 Dump Truck Isuzu 6-RBI CXZ-184 6RB1105300 1986 4,670 Apr86.-june 04 Good 〃
13 Road Stabilizer Komatsu GS-360-1 10033 26176757 1986 1,203 Apr86.-june 04 Good 〃
14 Crane 10 Ton Tadano TS-100L 211668 6QA-1-113543 1986 1,610 Apr86.-june 04 Good 〃
15 Crane 10 Ton Tadano TS-100L 211669 6QA-1-113542 1986 1,633 Apr86.-june 04 Good 〃
16 Excavator Komatsu PC-200-3 24856 66505 1986 2,489 Jun86.-june 04 Good 〃
17 Excavator Komatsu PC-150-1 1769 66006 1985 2,706 Jun86.-june 04 Good 〃
18 Excavator Komatsu PC-120-2 14062 1985 1,917 Jun86.-june 0 Good
19 Motor Scraper Komatsu WS-16S-2 2139 26188912 1986 1,276 Apr86.-june 04 Good 〃
20 Motor Scraper Komatsu WS-16S-2 2138 26188911 1986 1,143 Apr86.-june 04 Need Repair 〃
21 Vibratory Roller Sakai SV-70 30057 506784 2986 1,056 Jun86.-june 04 Good 〃
22 Vibratory Roller Komatsu JV-100A-1 10145 73944 1986 1,324 Jun86.-june 04 Good 〃
23 Road Roller Pneumatic TS-150 41542 545789 1986 757    Apr86.-june 04 Good 〃
24 Air Compressor Komatsu EC-35VS-II 4231 18387 1986 153    Mar86.-june 04Need Repair 〃
25 Generator Komatsu EG15-S-2 2037 21373 1986 2,186 Feb86.-june 04 Good 〃
26 Asphalt Distributor Isuzu DS-30 3518003 6BD1-413760 1985 792    jan86.-june 04 Good 〃
27 Asphalt Distributor Hanta DS-30DADT 11244 11244 1985 42      Oct86.-june 04 Good 〃
28 Asphalt Finisher Niigata NF-220AV 1030 135133 1985 601    Apr86.-june 04 Good 〃
29 Fork Lifter Komatsu FD25-8 148543 85319 1986 412    Jujn86.-june 04 Good 〃
30 Excavator Komatsu PC-30 12603 33603 1986 305    Jun86.-june 04 Good 〃
31 Motor Grader Komatsu GD-405A 50041 21661 1986 1,667 Jun86.-june 04 Need Repair メカニック
32 Bulldozer Komatsu D-60A 32121 26149853 1986 215    May86.-june 04 Good 〃
33 Shovel Bulldozer Komatsu D-53S-16 68309 68309 1986 2,830 Feb86.-june 04 Good 〃
34 Pay Loader Komatsu 520B 10322 52676 1986 1,321 Apr86.-june 04 Good 〃
35 Dump Truck Isuzu 10P81 80107 303779 1986 194    Jun86.-june 04 Good 〃

PHASE-II
36 Bulldozer Komatsu D-155A-3 60501 23608 1996 196    Feb97-Jun04 Good オペレータ
37 Bulldozer Komatsu D-85 A-21 36993 68707 1996 614    Jan97-Jun04 Good 〃
38 Bulldozer Komatsu D-85 A-21 36994 68708 1996 485    Feb97-Jun04 Good 〃
39 Bulldozer Komatsu D-85 A-21 36995 68709 1996 426    Mar97-Jun04 Good メカニック
40 Bulldozer Komatsu D-85 A-21 36996 68710 1996 442    Feb97-Jun04 Good 〃
41 Bulldozer Komatsu D-85 A-21 36997 68711 1996 609    Apr97-Jun04 Good オペレータ
42 Pipe Layer Komatsu D-155C-1 31474 57469 1996 35      Feb97-Jun04 Good 〃
43 Dump Truck Nissan CW-450 - PF6-117696-T 1996 546    Feb97-Jun04 Good 〃
44 Dump Truck Komatsu HD-205-3 2264 68269 1996 234    Feb97-Jun04 Good 〃
45 Crane 30 ton Tadano 560357 808965 1996 109    Feb97-Jun04 Good 〃
46 Motor Grader Mitsubishi MG-330 00756 856753 1996 811    Jan97-Jun04 Good 〃
47 Motor Grader Komatsu MG-330 757 863708 1996 684    -
48 Motor Grader Komatsu MG-430 00591 863708 1996 684    Mar97-Jun04 Good 〃
49 Excavator Komatsu PC-30-7 29914 12084 1996 40      Fab97-Jun04 Good 〃
50 Excavator Komatsu PC-120-6Z 54684 203483 1996 775    Mar97-Jun04 Good 〃
51 Excavator Pile Drive Komatsu PC-200-6 95505 160944 1996 98      Jan97-Jun04 Good 〃
52 Excavator Komatsu PC-200-6 95506 160940 1996 760    Feb97-Jun04 Good 〃
53 Excavator (Mobile Hammer Komatsu PC-200 95508 160942 1996 97      Jan97-Jun04 Good 〃
54 Excavator Super Long BoomKomatsu PC-200 95509 160943 1996 214    Apr97-Jun04 Good 〃
55 Excavator Komatsu PC-200-6 95507 160941 1996 664    Apr97-Jun04 Good 〃
56 Excavator Komatsu PC-120-6 54649 203484 1996 961    Mar97-Jun04 Good 〃
57 Road Roller Dynapac CA-251 8328266 81234805 1996 158    May97-Jun04 Good 〃
58 Tire Roller Dynapac LP-650 9611201 E-60-2254001 1996 5        Jun98-Jun04 Good 〃
59 Road Roller Pneumatic Dynapac CP-201 55006 A-26928 1996 313    Feb97-Jun04 Good 〃
60 Excavator Power Splitter Caterpillar 322-B 00138 11253 1996 102    Apr97-Jun04 Good 〃
61 Land Fill Compactor Caterpillar 816F 00300 94479 1996 55      Jan97-Jun04 Good 〃
62 Asphalt Finisher Niigata NF-6WV 10469 257946 1996 121    Jan97-Jun04 Good 〃
63 Auto Curber Honda GC05 SAC9H 2578098 1996 - Good 〃
64 Wheel Loader Caterpillar 966F 03101 10Z-33817 1996 944    Jan97-Jun04 Good 〃
65 Wheel Loader Caterpillar 966F 03100 10Z-33816 1996 486    Feb97-Jun04 Good 〃
66 Wheel Loader Caterpillar 966F 03099 10Z-33815 1996 639    Jan97-Jun04 Good 〃
67 Wheel Loader Caterpillar 928F 00216 1CK-11330 1996 817    Jan97-Jun04 Good 〃
68 Air Compressor Airman PDS-125 SA-10147 2275933CDI 1996 212    Jun96-Jun04 Good メカニック
69 Air Compressor Airman PDS-125S 4180062 175450 1996 208    May96-Jun04 Good 〃
70 Air Compressor Komatsu EC-35Z1 1113 3D94-2-13917 1996 249    Feb96-Jun04 Good 〃
71 Generator Komatsu EG15-S-3 3260 33735 1986 201    Apr96-Jun04 Good 〃
72 Generator Set Denyo DCA-27PT-II 3642051 765488 1996 216    Feb96-Jun04 Good オペレータ
73 Generator  Honda KVA output 220 2324759 2324759 1996 28      Jul96-Jun04 Good 〃
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2-1-4-3 CMTI 側が独自に調達した資機材費用 

CMTI 設立以降「パ」国側が自助努力の一環として独自に調達・整備した資機材、施設等の費用を表 2-7, 8

に示す。 

表 2-7 財源別費用 

財 源 金額 (Million Rs.) 

CMTI 拡充計画フェーズ I、1992/1993、労働・人材・海外パキスタン人省開発予算 19.0 

CMTI 拡充計画フェーズ II、1993/1994、労働・人材・海外パキスタン人省開発予算 12.8 

合計 31.8 

 

表 2-8 項目別費用 

  項  目 金額 （Million Rs.） 

1 工作機械 6.086 

2 コンピュータ、その他関連機器 0.200 

4 試験室器材 0.810 

４ 器具、家具、文具等 1.100 

1
9

9
2

/3
年

実
施

分
 

5 施設建設 10.810 

6 工作機械（旋盤機など） 2.000 

7 コンピュータ、その他関連機器 0.960 

8 製図器械、測量器械（ドラフラーなど） 1.140 

9 器具、家具、文具等 0.489 

10 書籍 0.200 1
9

9
3

/4
年

実
施

分
 

11 施設建設 8.004 

合計 31.800 

 

 

2-2 プロジェクト･サイト及び周辺状況 

2-2-1 関連インフラ整備状況 

CMTI は、「パ」国の首都であるイスラマバード市の中心部から南西（ラワルピンジ）方向に約 18kmのサン

ジャニ村にあり、車で約 30 分の地点に位置している。CMTI はイスラマバード市とラワルピンジ市との中間

にあり、パキスタン国営鉄道のイスラマバード市内からペシャワール市方向とカラチ市方向へ向かう分岐点

近くのカヤバニ-サイード道路に面している。そのため、CMTI周辺は、交通の便がよく、電気、水道、通信、

排水などのインフラも十分に整っている。 

 

2-2-2 自然条件 

CMTI のあるイスラマバードは温帯気候に属し、年間降水量は 500～1,000 mm、平均気温は 10℃～30℃であ
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るものの、6 月～8 月の日中の最高気温は毎日 40℃を超える酷暑となる。図 2-3 にイスラマバードおよびカ

ラチ、クエッタの月別降水量・平均気温を示す。 

また、「パ」国内ではアフガニスタン国境に近いバロチスタン州は地震が頻発するが、イスラマバード市周

辺では小規模の地震しか発生しておりおらず、地震応答加速度は 15～20gal でゾーン分けとしてはグレード

III（マイナー地域）に指定されている。 

また、イスラマバードは内陸奥深い位置にあるためインド洋で発生するサイクロンは到達せず強風は吹か

ない。低気圧による最大風速は V=35m/sec であり日本の台風の半分程度であるため、風圧力による災害は殆

ど発生しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 パキスタンの気候 

 

2-2-3 その他 

本プロジェクトは訓練用機材の供与及び CMTI敷地内における建設工事を対象とするものであり、工事予定

地に隣接した地帯に住宅地などが無いことから、環境に与える影響は極めて軽微であると考えられる。しか

し、「パ」国において一定規模の公共事業を実施する場合は、「PAKISTAN ENVIRONMENTAL PROTECTION AGENCY 

(REVIEW OF IEE AND EIA) REGULATIONS, 2000」を遵守して初期環境調査（IEE）または環境影響評価（EIA）

を行うことになっており、本プロジェクトは IEEの手続きが必要となる。IEEについては CMTI が手続きを開

始しており、建設工事の実施には影響ないと考えられる。 
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第３章 プロジェクトの内容 
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

「パ」国においては、近代化された建設機械の導入割合が近年特に増加しており、これらの機材を有効に

使用し且つ維持管理していくにはその内容に合致した運転操作訓練や維持管理技術の修得が必要である。 

第 1章で述べたとおり、電気･電子制御機構が組込まれた近代的な機械では、従来の機械では発生していな

かった制御回路に関係する故障が発生するが、これにきちんと対処できる技術者/技能者の数は大幅に不足し

ている。 

1985 年に建設機械に関する運転操作や維持管理技術／技能の訓練機関として設立された CMTI が保有する

機材や教材は 1996 年に調達した建設機械が最新のものであり、近代的な建設機械とは技術レベルが相当異な

っている。そのため CMTI では、本来実施すべき訓練の一部が実施できない状況が生じていており、これが近

代的な建設機械の運転操作や維持管理技術に長けた人材の不足に繋がっている。 

CMTI はこれまでに、訓練シラバスの改善や機材や施設の維持管理について最大限の努力を行い現時点でも

設立当初の意気込みを充分に感じさせる状態を維持しているが、「パ」国として新規機材の調達を自力で行え

るまでの財務状況にはなっていない。 

本プロジェクトは、近代化された建設機械の運転操作や維持管理に関する技術／技能訓練を行うために必

要となる近代的な建設機械と、既存の訓練コースでは対応できていなかった分野に関する訓練を目的とする

新規訓練コース開設用の訓練機材、更には既存の技師補資格（DAE）コースの内容強化を目的としたコンピュ

ータ及び関連資器材等の調達と、新規訓練コース設置に伴う訓練棟、宿泊棟、食堂棟の建設を行い、「パ」国

内で使用されている建設機械に適合した訓練内容に改善することにより、結果として「パ」国の道路やダム

等のインフラ整備が促進され、国民の生活水準の向上に貢献できることを目的としている。 

 

3-2 協力対象事業の基本設計 

基本設計に当たっては、CMTI にとって本計画が 3度目の無償資金協力である点や、CMTI の機能が建設機械

に関する技術／技能の訓練機関であること、更には「パ」国内でどのようなレベルの技術者や技能者が道路

インフラ整備に関連する分野で求められているのかを充分に調査検討した上で、設計することとした。 

従って、CMTI の保有機材の状況を充分調査し「パ」国内で使用されている建設機械の技術レベル（どの程

度近代化された機材か）との比較を行い新規機材の調達の必要性有無と必要数量を計画する。 

また、CMTI が開設を予定している新設 3 コースについては、建設機材の維持管理を行うために新規訓練コ

ースを設けることの必要性について、道路インフラ整備に繋がるか否かの観点を考慮し検討を行った後、要

請された機材一点ごとに必要性と効果を確認し適切な機材内容を計画する。既存のメカニックコース用とし

て要請された機材についても同様の方針で臨む。 

技師補資格（DAE）コースのカリキュラム強化用に要請されたコンピュータ関連機材については、現状のシ

ラバスを充分検討し、同時に「パ」国における技師補クラスの技術者が修得すべき技術レベルを基に、どの

程度・内容の教育･訓練が必要であるかを判断すると共に、日本における技術者教育におけるコンピュータと
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の関わりや教育実態を参考にしながら、機材の内容や数量を計画する。 

また、施設計画に関しては、機材計画の検討結果を参考に訓練生の増員予定数を明確にしたのち、既存の

施設では賄えない教育訓練棟、宿泊棟、食堂棟の適正規模を設定し、既存施設との整合性やこれまでの方針

をベースに設計･施工計画を策定することとする。 

既存コースと新設予定コースを含む CMTI 訓練コースの年間訓練計画の基本案を表 3-1 に示す。 

表 3-1 訓練計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の基本方針を、機材計画と施設計画に分け箇条書きにすると以下の通りである。 

 

1. 機材計画 

1) 市場で使用されている建設機械の技術レベルに近似した機材の選定、仕様の決定、数量を決定する。 

2) 既存の機械を最大限に活用した上で、最小限必要となる近代的建設機械数量の数量を設定する。 

3) 新コース用訓練機材については、訓練生の技術レベルを充分に考慮した上で必要となる訓練機材の内

容や効率的な訓練実施のために必要となる数量を設定する。 

4) 「パ」国内での維持管理がどの程度可能であるかを考慮し、維持管理上の問題が生じにくい機材を優

先させる。 

 

CMTIの年間コース 定員 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

建設機械オペレータ 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70

メカニックIII 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

メカニックIIエンジン 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

メカニックIIシャーシ 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

旋盤コース 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

技師補資格1年次 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

技師補資格2年次 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

技師補資格3年次 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

第三国トレーニング 20  JICAから依頼があった場合に、一ヶ月間実施する

建設機械計画・運用 20 20

建設機械監理 25 25

鉄筋工 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

PCソフトウェア 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16

PCハードウェア 16 16 16 16 16

176 356 356 356 256 216 181 352 356 340 356 336 156

2．新規開設コース

建設車両メカニック 50  50 50 50 50 50 50 50 50 50

建設機械電気工 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

溶接・組立て 50 50 50 50 50 50 50

150 150 150 0 0 0 150 150 150 100 100 100

176 506 506 506 256 216 181 502 506 490 456 436 256

3．既存コースの科目に新規導入

コンピュータ基礎 20

CAD 20

注：DAE；Diploma of Associate Engineering（技師補資格コース）

　　CAD；Computer Aided Design(コンピュータ援用設計）

１．既存のコース

月別新規コース開設後の
研修生数　(1)+(2)

月別新規コース
研修生数(2)

月別既存コース
研修生数(1)

CADコースは、既存のDAEコースの授業科目製図の時間
にDAEの生徒を対象として行われる予定
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2．施設計画 

1) 現地の建築実情、技術水準及び気候・風土等の環境に合った施工計画とする。 

2) 維持管理が容易で、かつ安全な施設を計画する。 

3) 既存施設と整合性のとれた施設を計画する。 

4) 現地の設計基準に準拠した設計とする。 

5) 現地の工法を活用した構造とする。 

6) 訓練計画と整合した施設規模とする。 

 

3-2-1 機材に関する設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

これまでの検討結果をもとに、より実践的な技術者･技能者を育成するために有効に活用出来る機材構成と

なるよう、既存機材や既存コースとの関連を充分考慮して機材設計を行うこととした。 

新規導入計画機材は、1)訓練用建設機材，2)新規訓練用機材，3)操作シミュレータ，4)コンピュータ/CAD

実習関連機材，5)管理部門用機材の 5 種類に大きく分類される。これらの設計方針は機材の種類ごとに異な

るため機材別に設計方針を下記に示す。 

 

(1) 訓練用建設機械 

① 電気･電子制御機能の導入により、運転操作や維持管理作業内容に大きな違いが生じた機械を優先的

に検討する。 

② 近代的建設機械の必要数量については、既存の機械を使って訓練が可能な部分が多くあるため、どう

しても近代的な機械でなければ訓練が出来ないものについて導入する前提で検討する。 

③ 機械に装着するオプションは、出来る限り一般的なものとする。 

④ スペアパーツは 2,000 時間 (2 年間)の稼動期間中に必要となる定期交換部品、初期消耗部品とする。 

⑤ 付属品として、機械故障診断装置のハードとソフトを組み入れることを検討する。 

 

(2) 新規訓練コース機材 

① 建設車両メカニックコースの訓練機材については、ダンプトラックを基準に置き、既存のメカニック

コースと相違点が明確になるような機材内容とする。 

② 建設機械電気工コースの訓練機材については、電気、電子の基礎から応用制御回路まで理解できる機

材内容とする。 

③ 溶接・組立コースの訓練機材については、訓練により充分な機械的強度を要する溶接作業が実行でき

るレベルまでの訓練が可能な機材とする。 

④ 建設車両メカニックコースを主に対象とし、修理作業が完了した後に満足な修理が出来ているか否か

の確認ができる検査機材についても導入を検討する。 
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(3) 操作シミュレータ 

① CMTI がシミュレータに期待する機能･目的を的確に把握する。 

② 導入した場合のその後の故障発生の可能性や維持管理条件について検討する。 

③ 特注製品となる可能性が高く高価になることが予想されるので、費用対効果について検討する。 

 

(4) コンピュータ/CAD実習関連機材 

① 最新の視聴覚機器を導入して訓練の効率化を図る。 

② 視聴覚教育関係資料がフィルム(8mm、16mm、35mm)、OHP、ビデオテープからコンピュータ利用のメモ

リ、メディア、CD、DVDに変わってきたことに対応できるデジタル機器を導入する。 

③ コンピュータに関する基礎知識の授業用及び CAD ソフト操作に対応出来るコンピュータ機器を導入

する。 

④ 研修用資料製作の効率化を図るため、レーザープリンタを導入する。 

⑤ コンピュータ、プロジェクタなどの IT 機器および LAN の構築機材は、「パ」国内で広く使用されてい

る機種を導入する。 

 

(5) 管理部門用機材 

① 送迎用車両：訓練者送迎用を目的としており 23シート以上のディーゼルエンジン車種を基本とする。 

② 機材運搬用車両：シングルキャビンタイプ 4輪駆動の車種を基本とする。 

 

3-2-1-2 現地特殊事情に対する方針 

対象となる機材は教育･訓練用の機材であるため、稼働時間の少なさと故障発生頻度の少なさは留意する

必要があり、従来建設プロジェクトの実施期間等を考慮して設定していたスペアパーツについては、工事

中の機材の磨耗や損傷よりも、維持管理訓練に必要な部品に焦点をおいて検討する。例えば部品取替え訓

練を行う際に再使用が出来ない部品については、訓練計画との整合性を考慮して必要数量の割増し設定を

行う。 

また、各機材に付帯する作業装置については、「パ」国における道路整備工事の内容を把握した上で、汎

用性のある作業装置を計画する。 

その他の機材については特に現地の特殊事情として考慮すべきものは無いが、日本国の現行輸出管理制

度で大量破壊兵器の拡散防止に向けたリスト規制及びキャッチオール規制の対象として、「パ」国のユーザ

ーが 44 組織リストアップされていることもあり、調達予定機材すべてについて規制に触れないものである

ことを確認する。また、機材の保管については「パ」国側負担事業によって既存の駐機エリアに簡易駐機

場が増設されるため直接降雨に晒される可能性は小さいものの、運転席周りの操作盤や計器盤に対する雨

水の浸入は避けられないため、盤周りに対するバンダリズムプロテクターの組み込みを検討する。 

また、夏季期間中の炎天下での訓練を考慮しオペレータを直射日光から保護するキャノピートップの装

着が必要である。 
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一方コンピュータ関連機材については、夏季の訓練棟内の気温上昇を考慮し、冷却方式を検討する。 

 

3-2-1-3 実施機関の維持・管理能力に対する方針 

CMTI は、建設機械の運転操作や維持管理に関する訓練を行っている機関であるため、機材の維持管理に

関する技術的能力は非常に高い。つまり、定期整備や故障修理の際に必要となるスペアパーツの管理から、

これら部品を使っての修理技術まで建設機械の大手ディーラーに匹敵する能力を持っている。 

さらに、定期整備時に必要となる油脂類や手持ち在庫が無い部品を調達するための費用についても必要

な手持ち予算があり対応可能である。 

ただし、CMTI には 1986 年の時点で調達された機材が多数保管されており、モデルの陳腐化のみでなく

油圧回路のラバーホースやブレーキラインのラバーホース等の経時変化による著しい劣化が進んでいる。 

CMTI も日本の無償資金協力で調達した機材は勝手に処分できないことを充分理解しており、モータープ

ールの簡易駐機場の下に保管している。これは CMTI の維持管理能力に関わる問題ではないが、本プロジェ

クトの中で進むべき方向を示す必要があると考える。 

一方、調達機材は一般の建設機械ユーザーが機材を使うために必要な資料（運転操作マニュアル等）を

入手して機材の運転操作が出来るようになれば良いわけではなく、インストラクターがまず機材の構造や

運転操作要領を完全にマスターし、場合によっては訓練に必要な教材を自分で作成する必要がある。 

従って、運転操作手順書だけでなく、故障修理に必要な部品を特定するために必要な部品カタログと具

体的な機材修理方法を詳細に記述したワークショップマニュアルの数量を、機材の台数分プラス 2 を基本

的な考え方として機材仕様に含めるものとする。 

新設コース用教育･訓練機材については、既存コース用機材の管理が整然と行われていることを考えると

管理能力上の問題は無いといえるが、今回要請されている機材が 118 アイテム、275 点にもおよぶ為、不

使用時の保管を機材調達時点(最初)から適切に行う必要がある。そのため、これら機材を保管/収納/設置

を行うためのスチールラックやワークテーブルについても調達対象機材として計画する。 

 

3-2-1-4 機材のグレード設定に対する方針 

機材のグレードについては、対象となる機材によりその方針が異なってくる。まず建設機械については

電気･電子制御に関する運転操作や維持管理の訓練を行うことが主たる目的であるため、現在日本で市販さ

れている一般的な機材とし、特殊なアタッチメント（オプション機能）については考慮しないこととする。 

次に新規コースの訓練用機材については、機能部品の内部構造が目視確認できるカットモデルや実際に

車両に組込まれている電気･電子制御関連部品をパネル上に組み込み配置し、機能の理解や故障診断訓練に

使用するトレーニングボードといった特殊な機材が多く含まれているが、出来る限り広範囲の車両や機械

の維持管理技術修得に応用できる内容となるよう検討する。またブレーキテスター等、修理作業完了後の

結果を確認する検査機材については、「パ」国内の修理工場でも使用されているものを優先的に考慮する。 

CAD用および一般用のコンピューターと関連機材については、「パ」国内での保守が可能な標準的なハー

ドとソフトとし、必要以上に高性能な仕様とならないよう配慮する。 
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3-2-1-5 建設機材調達先についての方針 

建設機材については、下記理由により日本製を基本として計画するが、日本製に限定することで入札時

の競争性や公平性が確保出来ないと判断される機材については日本製又は EU製を調達先として検討する。 

(1) CMTI から発足当初から日本製の機材を使用し、日本からの技術協力を得てこれまで歩んできた経緯を

考慮し、建設機材については日本製を強く希望する旨の Technical Noteが正式に発出された。 

(2) CMTI において今後必要となることが予想される短期専門家派遣をベースとする技術協力を想定した場

合、教育訓練用の資料入手が容易な日本製にすることのメリットが大きい。 

(3) 現在「パ」国内で使用されている建設機材の 8 割以上は日本製であり（イスラマバード近郊にある大

手の建設会社数社について調査を行った結果に基づく）、日本製の機材を使って行う訓練が実際の建

設工事現場でそのまま流用出来る可能性が高い。 

(4) 日本の建設機材適用メーカーは世界の建設機材業界の中でもリーダー的地位にあり、電子制御方式の

導入等、機械の改良に関しても世界の最先端を走っている。従って日本製機材を使って教育訓練を

受けていればどの様な近代的な機材にも対処できる可能性が高くなる。 

(5) 「パ」国内における、日本製建設機材のアフターサービスを受け持つディーラーもよく整備されてお

り、機材調達時の作業装置の組立作業や故障発生時の故障診断などのサービス業務が確実に行われ

る。 

 

3-2-2 施設に関する設計方針 

3-2-2-1 建設事情/調達事情もしくは業界の特殊事情/商習慣に対する方針 

(1) 建設事情 

1) 設計基準 

「パ」国は永く英国の統治下にあったため、英国の建築法規、設計基準を基に各設計基準が制定されて

いる。設計基準については「パ」国の基準に準拠して設定する。ただし構造設計における耐震設計法だけ

は英国が地震国でなくその規定がない為にアメリカの UBC を採用している。 

 

2) 都市計画指定および建築確認申請 

CMTIの所在地一帯は工業地帯の指定を受けているが隣接する地域に建物は立っておらず農地となってい

る。建築確認申請については、地元コンサルタントで「パ」国の技術者協会に登録している者が申請代行

者となり CMTI が申請者として首都開発庁(Capital Development Authority: CDA)建築審査局に申請する。

申請書類、図面等の確認に必要な書類は、CDA の建築審査担当者に着工前に提出する必要がある。 

 

3) 現地工法の活用 

「パ」国では鉄骨構造よりも低価格で材料の入手も容易な鉄筋コンクリート構造(RC造)が一般的である。

本計画施設の中、訓練棟と訓練生宿泊棟は 2 階建であり、食堂棟は平屋である。いずれの建屋も大スパン
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であるとか特殊な構造ではないので、一般に広く普及している鉄筋コンクリートラーメン構造の一部耐震

壁とし、間仕切り壁はレンガ積みの上にモルタル・ペイント仕上げ、外壁は化粧レンガ積みとして既存施

設の建物のイメージと合わせる。 

 

(2) 調達事情もしくは業界の特殊事情 

建設工事用の資機材は基本的にその殆どを「パ」国内で調達することが可能である。セメント、砂、砂

利、鉄筋、木材や木製建具のような基礎的建設資材と建設機材のリースについては現地調達で問題はない。

また、その他の建設工事用資材でも「パ」国製品で品質が十分に確保される場合は「パ」国品を優先的に

調達する。しかしながら電気設備機器や機械設備機器の中で機能上安全性と信頼性が要求されるものにつ

いては日本調達を考える。 

 

(3) 商習慣に対する方針 

「パ」国では建設資材の購入に際し、過去の取引実績があるかどうかが非常に重要である。過去に取引

実績がある会社からは商品を購入するが、そうでない会社から購入することは殆どない。また逆に商品を

売る方も同様に取引実績のない会社から見積り引合が来ても見積りを出さないことが多い。つまり過去の

取引の積み重ねによる信頼関係の構築が商取引の重要な要素であることを理解しておく必要がある。 

 

(4) 現地業者の活用に係る方針 

「パ」国には大企業から中小零細業者まで約 4,500 社が会社規模、施工能力、保有機材および技術者数

等を基準にして A～Eの 5段階に分類されている。イスラマバードやラワルピンディ市には日本の無償資金

協力で建設された施設建設案件をサブコンとして施工した実績を有する建設会社や建築設備、電気工事会

社が数社あるので、これらの実績と信頼性がある施工業者を採用することにより円滑な施工と工期厳守を

計ることができる。 

 

3-2-2-2 工法/調達方法、工期に係る方針 

(1) 工法/調達方法に係る方針 

本計画は、訓練棟(2階建、RC造 1,413m2)、訓練生宿泊棟(2階建、RC造 1,248m2)および食堂棟(平屋 RC

造 448m2)の施設建設工事と訓練用建設機材、訓練用検査、修理機材およびコンピュータ機器類の調達・据

付から構成されている。 

3 棟の建屋は「パ」国で最も一般的な建築工法である R.C 造とする。総延床面積も約 3,100m2 程度と中

規模であり、特殊な技術・工法は必要としない。施設建設に必要な労務資機材等の調達についてはそれら

の殆どが現地調達可能である。コストの低減化を図り地域振興の一助とするためにも現地調達を基本とす

る。但し、電気工事や設備工事等で耐久性や安全性の確保に不安が残る工業製品(例えば分電盤や揚水ポン

プ等)については一部日本製を採用する。 
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(2) 工期に係る方針 

本計画は施設建設と機材調達・据付工事を含む複合案件であり、訓練棟実習室に据付ける機器類につい

ては 1 階実習室の建築工事が終了し、設備・電気工事が完了後直ちに据付工事を実施することになる。こ

のため実施設計開始から機材据付工事が完了し試運転引渡しまで 19ヶ月が必要である。 

 

3-2-2-3 自然条件に関する方針 

CMTI の訓練時間は午前 8:00～午後 2:00 までとなっており、各訓練生は教室での座学とワークショップ

での実習訓練を交互に受けている。既存訓練棟の教室の窓は東側を向いている為に授業時間の午前中いっ

ぱい直射日光を受けており暑くて授業の効果が減殺されている。 

本計画では訓練棟を東西方向に配置し、2 階にある教室の窓が北側となるように配置することにより直

射日光を避けて少しでも涼しい環境下で授業を受けられるようにする。 

空調機器を設置する部屋としては、訓練棟では PC/CAD教室、サーバー室、管理事務室、インストラクタ

ー控室を、訓練生宿泊棟ではインストラクター用寝室のみ、食堂棟はスタッフ食堂のみとし、その他の諸

室は天井換気扇と自然換気とする。 

また、地震に対しては首都開発庁（CDA）が発行している、The Islamabad Building & Town planning 

Regulation, 2002 の中で地震力の算定方法については、アメリカの UBC：Uniform Building Code に準拠

して算定することが明記されており、その耐震基準を適用して設計する。 

イスラマバードは内陸部であり、過去の被害事例も無いためサイクロン対策は特に検討しない。 

 

3-2-3 機材基本計画 

3-2-3-1 訓練用建設機械 

現在 CMTI は運転操作･維持管理技術訓練用として、Phase-1(1986 年)44台、Phase-2(1996 年)41台、合

計 85台の道路建設機械を保有しており、オペレータコースを主に技能訓練に使用している。 

これらの機械は、建設機械を運転操作して土木工事を行うための技能を修得する目的に対しては全く問

題が無く訓練用機械として使用可能である。従って新規調達を計画する機械については、これら既存の機

械が持ち合わせていない機能（特に電気･電子制御関係）が、現在生産されている建設機械に一般的に組込

まれているものを前提として検討し、数量も必要最小限で検討する。 

CMTI が要請した建設機械について、既存機材の状況と近代的な機械を調達する必要性について表 3－

2(1)に纏めた。 



 

- 25 - 

表 3-2(1) 訓練用建設機械 

新規調達計画機材 類似既存機材 

No 
機種 

概略 

仕様 
台数 機種 状態 

使用目的と必要理由 

D155 A-B 

D85 B 

D65 B 

D50 B 

1 
ブルドーザﾞ 

（ｱﾝｸﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ） 

230 HP 

24 ﾄﾝ 

ﾘｯﾊﾟ― 

ｳｲﾝﾁ 

5 

D60(中古) B 

既存機材の陳腐化に伴い発生

する問題に対処するため近代

化された機材を導入し、運転操

作や維持管理訓練の質向上を

図る。 

PC200(3台) A-B 

PC150-1 B 

PC300 A 

PC30-7 A 

PC120-6Z(2台) A 

2 油圧ショベル 

0.8m3 

20 ﾄﾝ 

140 HP 

5 

PC120(中古) B 

主要建設機材の中で最も電子

制御化等の先端技術取入れが

進んでいる機材であり、10年前

の機材と比較するとその違い

が一目瞭然である。更新の必要

性が最も高い。 

3 
油圧ショベル 

ホイールタイプ 

0.4m3 

14 ﾄﾝ 

110 HP 

2 

無し 近年都市部での使用が急速に

広まった機材であり、訓練対象

に加える必要がある。 

MG 200 B 

GD605A B 

MG330 A 
4 モーターグレーダ 

155 HP 

3.7 m 

ｽｶﾘﾌｧｲ

ﾔ付き 

 

3 

MG430(2台) A 

最もオペレータの技量が要求

される機材の一つである。先端

技術の取入れは、エンジン周り

が主体であるが、訓練の重要性

が高いため更新を検討する。 

WA450-1 B 

WA200-1 B 

928F A 
5 ホイールローダ 

2.5m3 

160 HP 
3 

966F(3台) A 

主要建設機材の１つであり、多

くの先端技術が組込まれてい

る。既存機材の陳腐化が進んで

いるため、更新を検討する。 

10tTS-100L(2台) 
B 

6 
ラフテレンクレー

ン 
25 ﾄﾝ 1 

30ｔクレーン 
A 

ｸﾚｰﾝは転倒事故等の災害発生

が最も多い機材であり、危険防

止のために先端技術が多く取

り入れられている。新規機材調

達の必要性が高い。 

注： 状態 A:稼動可能 B:部分的に稼動 C:稼動不能 

 

3-2-3-2 新規訓練コース機材(建設車両メカニック／建設機械電気／溶接・組立) 

この機材は新設予定の 3 コース、① 建設車両メカニックコース、② 建設機械電気工コース、③ 溶接･

組立コースの教育訓練に使用することを前提とした機材である。要請された機材内容は、① 構造や理論を

教える際に使用する補助機材と、② 分解･組立作業等の実際の修理作業に即した実技訓練に使用する実習

機材、③ 破損した部品の修復や新規製作の際に使用する工作機械、④ 修理作業を行う際や完了後に正し

く修理が行われたかを確認するための検査機材の 4 カテゴリーに区分され、更に対象部品によって区分を

行なった上で、機材の必要性と妥当性について検討を行う。ここでは上記区分に従ってそれぞれの区分毎

に検討結果を記述する。 
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表 3-2(2) 新規訓練コース用機材の選定 1/2 

新規調達計画機材 

No. 使用目的 対象部品･装置 ｱｲﾃﾑ数 小計
使用目的と必要理由 

Ⅰ．建設車両メカニックコース（78 ｱｲﾃﾑ、138点） 

ディーゼルエンジン 6 

中･大型車両の殆どがﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝを搭載

しており、故障発生の頻度が高い点や機械

効率に直結する部品であるため、構造を熟

知する必要があり、訓練用機材として計画

する。 

ガソリンエンジン 5 

ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸ等の小型車量やﾀﾝﾊﾟｰ等の小

型建設機械にも使用されており、ｶﾞｿﾘﾝｴﾝ

ｼﾞﾝについても構造を理解することが必要

である。 

操行(ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ)装置 3 

建設車両においては、直進性や操作力の低

減を実現させるための各種機構が使用さ

れており、構造を理解することが機材適切

な整備に役立つ。 

動力伝達装置(T/M,ｼｬﾌﾄ、

ﾍﾞﾍﾞﾙﾋﾟﾆｵﾝ等) 
4 

動力伝達装置は、ｴﾝｼﾞﾝの出力をﾀｲﾔまで伝

えるための機構であり、全て回転運動を伴

うため、ﾎﾞﾙﾄ 1 本の抜け落ちが重大災害に

繋がる可能性があり、構造を正確に理解す

る必要がある。 

1 

構造を理解するた

めに使用する補助

機材 

その他（ｴｱｺﾝ/ﾀｲﾔ） 1 

19 

ｴｱｺﾝは現地の気象条件を考えると使用率

の高い装置であり、環境配慮の観点からも

取扱いを熟知しておくことが必要である。

ﾀｲﾔは直接安全走行に関わる部品である。

ディーゼルエンジン 9 

ｴﾝｼﾞﾝは機能部品であり分解組立実習を行

うのに適した機材であるが、訓練内容の偏

りにも配慮する必要があり、訓練計画全体

を見渡して必要数を検討する。 

ガソリンエンジン 4 
上記と同じことが言えるが、詳細内容を基

に必要数量を計画する。 

操行(ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ)装置 1 

操行装置は修理結果の良否が事項の検査

機材を使うことで容易に確認することが

出来、実習に適した機材である。 

動力伝達装置(T/M,ｼｬﾌﾄ、

ﾍﾞﾍﾞﾙﾋﾟﾆｵﾝ等) 
2 

ﾌﾞﾚｰｷﾗｲﾅｰの交換とﾌﾞﾚｰｷﾗｲﾝのｴｱｰ抜き実

習用の機材であり、必要性は高い 

2 
実習に使用する機

材 

その他（ｴｱｺﾝ/ﾀｲﾔ） 10 

26 

ﾀｲﾔの修理に関する実習機材が主であり、

汎用性の高い実習機材である。 

3 

部品の修復や製作

に使用する工作機

械 

 20 20 

ﾊﾝﾄﾞｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰから旋盤やﾎﾞｰﾙ盤まで広範

囲な機材が含まれており、部品の製作が必

要な「パ」国の事情を考慮し、訓練が必要

な機材と判断する。 

4 検査機材  13 13 

修理過程の中や、修理完了後に修理作業結

果の良否を判断する機材であり、実習内容

の質向上に有用な機材である。 
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表 3-2(2) 新規訓練コース用機材の選定 2/2 

新規調達計画機材 

No. 使用目的 対象部品･装置 ｱｲﾃﾑ数 小計
使用目的と必要理由 

Ⅱ．建設機械電気工コース（35 ｱｲﾃﾑ、58点） 

ｴﾝｼﾞﾝの電気･電子 5 

ｽﾀｰﾁﾝグﾓｰﾀｰやｵﾙﾀﾈｰﾀ及び点火装置に関す

る構造を理解するための機材であり基礎知

識に属するものである。 
1 

構造を理解するた

めに使用する補助

機材 
ｼｬｰｼの電気･電子 1 

6 
車両全体に使用されている電気部品全てを

ﾎﾞｰﾄﾞ上に配置した機材で、電気回路を理解

するのに有効である。 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 2 

ｽﾀｰﾁﾝｸﾞﾓｰﾀとｵﾙﾀﾈｰﾀの故障診断やﾃｽﾄｽﾀﾝﾄﾞ

を使っての調整方法の実習機材であり、必

要性を検討する。 

ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ 3 

ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝの点火ﾀｲﾐﾝｸﾞを調整するための

機材であり、電気部品に関する訓練機材と

しては適切である。 

車両全般 1 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ搭載ﾄﾗｯｸの電装部品をﾎﾞｰﾄﾞ

上に配置した機材で、ｼﾐｭｰﾚｰﾀとしての機能

も持っている。回路に模擬故障を発生させ

故障修理の訓練に使用でき非常に有効な機

材である。 

ﾊﾞｯﾃﾘｰ及び関連部品 8 
不具合発生頻度の高いﾊﾞｯﾃﾘｰ系統の修理に

用いる機材であり、汎用性が高い。 

2 
実習に使用する機

材 

ﾗｲﾁﾝｸﾞ関連部品 1 

15 

前照灯の光軸調整を行う機材であり、前照

灯の修理を行う際に使用する。 

「パ」国での必要性を確認し判断する。 

3 
部品加工等に使

用する機材 
 8  

電工ﾂｰﾙｾｯﾄや卓上ボール盤等で、汎用性が

ある機材であり他コースでの調達機材と合

わせて必要性を検討する。 

4 
電気関係測定機

材 
 6  

ｻｰｷｯﾄﾃｽﾀｰや絶縁ﾃｽﾀｰなど、電気関係の故障

診断や修理完了後の機能確認の際必要な機

材であり。使い慣れるための訓練が是非と

も必要な機材である。 

Ⅲ．溶接･組立コース（21 ｱｲﾃﾑ、49点） 

各種溶接機 7 

MIG 溶接、交流ｱｰｸ溶接、ｶﾞｽ溶接等 7種類の

溶接機材である。全て「パ」国内で使用さ

れている機材であり、溶接熟練技術を修得

するには必要な機材である。 

溶接作業補助機材 5 

溶接作業を行う際に必要となる工具類や、

ﾊﾝﾄﾞｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰ、塗装装置、ｴｱｰｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ等の

機材であり、溶接実習に伴い必要となる機

材である。 

1 
実習に使用する

機材 

板金部材加工機材 9 

21 

溶接を行う板金部材の曲げ加工や切断を行

う機材であり、溶接訓練の対象を広げる上

でも必要となる機材である。 

Ⅳ．機材収納用備品類（5 ｱｲﾃﾑ、33点） 

部品機材収容ﾗｯｸ 4 

訓練用機材のうち、床や作業台上に常設し

ないものを収納しておき、必要時に取り出

して使用する。機材の管理と整理整頓のた

めに必要な設備である。 
1 

実習場に設置す

る設備 

訓練作業用ﾃｰﾌﾞﾙ 1 

5 
卓上ﾎﾞｰﾙ盤を設置し、訓練時の作業台とし

て使用する。品質管理の重要性を教えるた

めにﾃｰﾌﾞﾙ上での作業を習慣付けるために

も是非必要である。 
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3-2-3-3 運転操作シミュレータ 

運転操作シミュレータは、CMTI に入所したことにより生まれて初めて建設機材に触れる機会を持つ訓練

生が、最初から実際の建設機材に触れることで安全上の問題が発生する危険性を防止することを目的とし

て、訓練開始の最初の段階で使用する機材である。 

しかしながら、建設機械の運転操作シミュレータは量産品が存在するわけでなく、製作に当たっては設

計段階からの作業が必要となり、結果として高価で且つ維持管理上の問題発生が懸念される機材である。

従って、実機を使った上で充分に安全性を確保できる訓練方法の可能性とを見比べながら導入の必要性と

妥当性について判断する。要請されている内容は下表の通りである。 

 

表 3-2(3) 操作シミュレータ機材の選定 

新規調達計画機材 類似既存機材 

No 機種 台数 機種 状態 
使用目的と必要理由 

1 油圧ショベル 2 無し 

2 クレーン 2 無し 

建機操作未経験野の訓練生に

対し、運転操作訓練の導入段階
で使用する機材であり、相当に

高価な機材と想定されるため、

実機を使っての安全な導入訓

練の可能性と比較検討して調

達の妥当性を判断する。 

 

 

3-2-3-4 コンピュータ/CAD 実習機材 

コンピュータ関連機材は、既存の技師補資格(DAE)コースのレベルアップを狙いとした機材であり、コン

ピュータの基本的なアプリケーション(MS Office 等)を使いこなせるようになると同時に、技術者として

の基礎条件とも言える CAD ソフトを使いこなせるレベルにさせるための実習に必要となる機材が検討対象

である。詳細は次頁の表 3-2(4)に示す。 

 

 

3-2-3-5 管理部門用機材 

教育訓練に直接使用するものではないが、通学や訓練環境の整備のために必要となる機材について調達

の必要性について検討を行う。機材の内容と必要理由を次頁の表 3-2(5)にまとめた。 
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表 3-2(4) コンピュータ/CAD 実習機材の選定 

新規調達計画機材 類似既存機材 

No 機材名 台数 機材名 状態 
使用目的と必要理由 

コンピュータ： 

デスクトップ 

(ハイエンドタイプ) 
  

CAD 実習用およびインストラク

ター用に高機能型 PC を導入 
1 

デスクトップ 

(スタンダードタイプ) 

 

 

67 
デスクトップ ﾟ

(CPU 2.4~2.8Hz)

ｘ16台 

旧式 

不安定

コンピュータに関する基礎知識

の実習用にスタンダードタイプ

PC を導入 

2 サーバーコンピュータ 2   
2 台のネットワーク管理用サー

バーPC の導入 

3 CAD ソフト 67 
 

 
「パ」国において汎用性の高い

CAD ソフトを導入 

プリンタ: 

モノクロレーザー 

プリンタ 
4 

インクジェット

プリンタ 1台 
旧式 

授業を効果的に実施するためモ

ノクロプリンタを導入 

カラープリンタ 1 

ポータブルカラ

ーインクジェッ

トプリンタ 1台 

旧式 

教育用資料作成の品質向上と効

率化を図るために教官用に導入
4 

カラープロッター 1   
CAD事業用に A1サイズカラープ

ロッター1台を導入 

5 プロジェクター 1   

授業を効果的に実施するためマ

ルチメディア・プロジェクター

を導入 

6 無停電電源装置(UPS) 2 
  主としてサーバーコンピュータ

用に導入する。 

 

 

表 3-2(5) 管理部門用機材の選定 

新規調達計画機材 類似既存機材 

No 機種 台数 機種 状態 
使用目的と必要理由 

1 マイクロバス 2 マイクロバス 2台 A 

新設予定3コースの訓練生増加に

より 60 名程度の通学生が予測さ

れるため追加調達を検討する。 

2 ピックアップ車 1 無し 

訓練用資材や修理用部品の調達

用に使用できる車両の必要性が

高いため、調達を検討する。 

3 発電機 1 無し 
新設予定の訓練棟における停電

対策用として計画する。 
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3-2-3-6 機材数量の設定 

各機材の必要数量設定については、その基本的な考え方が機材区分ごとに異なるため、機材ごとの考え

方を示した後、各機材の計画数量と要請数量の間に差異がある場合の理由を表にして示す。 

 

(1) 訓練用建設機材 

建設機械の運転操作実習で修得すべきものは、①正しい操作レバーやスイッチ類の使用方法をマスター

した上で、②オペレータの技量といわれる運転操作感覚を身に着けることにある。 

今回要請された機材は全てが代表的な建設機材であり、正しい操作やスイッチ類の使用方法をマスター

するためには、「パ」国内での台数が増加してきた近代的な機材を使用する必要があるが、運転操作感覚を

身に付けるためには既存の機材でも充分に役立つと考える。 

従って、新規に調達が必要と考える近代化された建設機械は、運転訓練用に最大で 2 台、維持管理訓練

用に 1台の合計 3台で良いと判断する。各機材ごとの判断結果を下表に示す。 

 

表 3-3(1) 訓練用建設機材の必要台数検討結果 

No 機 材 仕 様／機能 要請数 計画数 機材数設定の考え方 

1 ブルドーザ 

車両重量 24.0 ～ 25.0 ﾄﾝ 

エンジン出力 220 ～ 240 HP 

ﾌﾞﾚｰﾄﾞサイズ 5.5 m3 以上 

ROPS CAB ｴｱｺﾝ付 

5 3 
機械運転手コースの実習用に 2 台

使用する。 

その他コース 1台 

2 油圧ショベル 
車体重量 19.0 ～ 20.0 トン 

135 ～ 145 HP 

0.7 m3程度 
5 3 

機械運転手コースの実習用に 2 台

使用する。 

その他コース 1台 

3 
ホイールエクスカベ

ータ 

エンジン馬力 105～120 HP 

運転整備重量 13.2～14.0 トン 

バケット容量：0.4 m3 

運転室 0.4 m3 

2 2 
機械運転手コースの実習用に 2 台

使用する。 

4 モーターグレーダ 

エンジン馬力 150 ～ 160 HP

ブレード幅 3700 mm 以上 

運転室キャノピー 

起振力 60 kN 以上 

3 1 

新技術の導入がエンジン部分に限

られており、最新モデル導入の必要

性はそれ程高くないが、既存台数が

2台(1996 年分)と少ないため、1台

計画する。 

5 ホイールローダ 
エンジン出力 160 HP 以上 

バケット容量 2.5 m3以上 

運転席 ROPS CAB 
3 3 

機械運転手コースの実習用に 2 台

使用する。 

その他コース 1台 

6 ラフテレンクレーン

最大吊上荷重 25 トン 

ブーム長さ 30m 以上主フック最

大地上揚程 30m 以上 

クレーン駆動方式 油圧 

T/M ﾏﾆｭｱﾙ前進 4速 

1 1 
機械運転手コースの実習用に使用

する。 

 

(2) 新規訓練コース機材 

新設 3 コースの講義に使用する機材は原則 1 機材 1 式で問題ないと考える。ただし実習に使用する機材

については、実際の修理技術を身につけるためにはどんなに多くても、12～13 人の訓練生に 1 機材が限度

と考える。そのため、実習を行う際は複数種類の実習を同時並行で行う等の工夫を行ないながら、限られ

た実習スペースの有効利用を図ると共に、機材数量を必要最小限にとどめるものとする。 

機材の必要性について記述した際と同様区分ごとに、機材数の設定の考え方と要請数量に対する計画数
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量を下表に示す（機材の詳細は添付資料参照）。 

 

表 3-3(2) 新規訓練コース用機材必要数量設定結果 1/2 

新規調達計画機材 

No. 使用目的 対象部品･装置 要請数 計画数 
数量設定の考え方 

Ⅰ．建設車両メカニックコース（79 ｱｲﾃﾑ、188点の要請に対し 66 ｱｲﾃﾑ、122点となった） 

ディーゼルエンジン 
6 ｱｲﾃﾑ 

8点 

4 ｱｲﾃﾑ 

4点 

ｻｲｽﾞの異なるｴﾝｼﾞﾝのｶｯﾄﾓﾃﾞﾙが複数

要請されていたのでので、仕様の集約

を図り適切な数量に設定したため、1 ｱ

ｲﾃﾑ、1点の減少となった。 

ガソリンエンジン 
6 ｱｲﾃﾑ 

8点 

4 ｱｲﾃﾑ 

4点 

ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸ等の小型車量やﾀﾝﾊﾟｰ等

の小型建設機械用ｴﾝｼﾞﾝの構造を理解

するため、要請数量通りとする。 

 

操行(ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ)装置 
3 ｱｲﾃﾑ 

3点 

3 ｱｲﾃﾑ 

3点 

建設車両の構造上重要な機構部分で

あるため、要請数どおり計画する。 

 

動力伝達装置(T/M,ｼｬ

ﾌﾄ、ﾍﾞﾍﾞﾙﾋﾟﾆｵﾝ等) 

4 ｱｲﾃﾑ 

4点 

4 ｱｲﾃﾑ 

4点 

建設車両の構造上重要な機構部分で

あるため、要請数どおり計画する。 

1 

構造を理解す

るために使用

する補助機材 

その他 
1 ｱｲﾃﾑ 

2点 

0 ｱｲﾃﾑ 

0 点 

自動車の概要を理解するものである

が、他の機材で概要を理解できるので

削除する。 

ディーゼルエンジン 
10 ｱｲﾃﾑ 

26点 

10 ｱｲﾃﾑ 

21点 

ｴﾝｼﾞﾝは、建設車両の中で最も維持管

理が必要となる機能部品であり、修理

の機会も多いため、各種の修理作業に

対応できるよう実習機材の充実を図

る。基本的には要請内容に基づくが、

類似機材の集約を図る。 

ガソリンエンジン 
3 ｱｲﾃﾑ 

8点 

3 ｱｲﾃﾑ 

4点 

上記と同じことが言えるが、詳細内容

を基に必要数量を計画する。 

 

操行(ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ)装置 
1 ｱｲﾃﾑ 

2点 

1 ｱｲﾃﾑ 

2点 

操行装置は修理結果の良否が事項の

検査機材を使うことで容易に確認す

ることが出来、実習に適した機材であ

る。要請数量に準じる。 

動力伝達装置(T/M,ｼｬ

ﾌﾄ、ﾍﾞﾍﾞﾙﾋﾟﾆｵﾝ等) 

2 ｱｲﾃﾑ 

2点 

2 ｱｲﾃﾑ 

2点 

建設車両制動部分の修理･調整用実習

機材であり、車両の安全性に及ぼす影

響が大きいため、要請数通りとする。

 

2 
実習に使用す

る機材 

その他（ｴｱｺﾝ/ﾀｲﾔ） 
10 ｱｲﾃﾑ 

13点 

6 ｱｲﾃﾑ 

9点 

ｴﾝｼﾞﾝと同等又はそれ以上に修理･調

整作業が発生するﾀｲﾔに関する実習機

材であり、要請数通りに計画する。 

 

3 

部品の修復や

製作に使用す

る工作機械 

 
21 ｱｲﾃﾑ 

95点 

18 ｱｲﾃﾑ 

55点 

部品製作用工作機械を適切に使用す

るためには実習は不可欠であり、要請

された機材数量通り計画する。 

 

4 検査機材  
13 ｱｲﾃﾑ 

18点 

11 ｱｲﾃﾑ 

14点 

要請機材内容は適切であるが、実習の

際に着用すべき安全保護具類の数量

が充分でないため、必要数量を設定し

た。 

 



 

- 32 - 

表 3-3(2) 新規訓練コース用機材必要数量設定結果 2/2 

新規調達計画機材 

No. 使用目的 対象部品･装置 ｱｲﾃﾑ数 小計 
数量設定の考え方 

Ⅱ．建設機械電気工コース（37 ｱｲﾃﾑ、109点の要請に対し 28 ｱｲﾃﾑ、59点となった） 

ｴﾝｼﾞﾝの電気･電子 
5 ｱｲﾃﾑ 

8点 

4 ｱｲﾃﾑ 

7点 

ｴﾝｼﾞﾝの燃料噴射量や噴射ﾀｲﾐﾝｸﾞ、点火機

構は充分に理解する必要がある機能であ

るため要請数通りの数で計画する。 1 

構造を理解す

るために使用

する補助機材 
ｼｬｰｼの電気･電子 

1 ｱｲﾃﾑ 

1点 

1 ｱｲﾃﾑ 

1点 

車両全体の電気回路を理解するのに有効

であり、要請数通りで計画する。 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 
2 ｱｲﾃﾑ 

3点 

1 ｱｲﾃﾑ 

1点 

ｴﾝｼﾞﾝの主要機能部品であるため、修理･調

整作業に関する実習の必要性を考慮し、要

請数通り計画する。 

ｶﾞｿﾘﾝｴﾝｼﾞﾝ 
3 ｱｲﾃﾑ 

5点 

3 ｱｲﾃﾑ 

3点 

電気部品に関する訓練機材としては適切

であると判断できるので、要請数通りで計

画する。 

車両全般 
1 ｱｲﾃﾑ 

1点 

1 ｱｲﾃﾑ 

1点 

建設車両の電気関係全てに関する実習（故

障診断、探求、修理）の重要性を考慮し、

要請数通りで計画する。 

ﾊﾞｯﾃﾘｰ及び関連部

品 

8 ｱｲﾃﾑ 

12点 

8 ｱｲﾃﾑ 

7点 

ﾊﾞｯﾃﾘに関する、性能診断、再充電等に関

する実習を行う機材であるが、使用頻度の

高さを考慮し、要請どおりの数量で計画す

る。 

2 
実習に使用す

る機材 

ﾗｲﾁﾝｸﾞ関連部品 
1 ｱｲﾃﾑ 

1点 

1 ｱｲﾃﾑ 

1点 

「パ」国に於いても、ヘッドランプの光軸

調整は必要であり、維持管理技術として修

得する必要があるため要請通りで計画す

る。 

3 

部品加工等

に使用する

機材 

 
8 ｱｲﾃﾑ 

58点 

6 ｱｲﾃﾑ 

23点 

建設車両メカニックコースと同様、安全用

具の要請数量が適切でないため、必要数量

に修正し計画する。 

4 
電気関係計

測機材 
 

8 ｱｲﾃﾑ 

20 点 

5 ｱｲﾃﾑ 

15点 

建設機械電気工コースで使用するには適

切でない（メカニックコース用）計測機材

が含まれていたため、計画対象外とした。

Ⅲ．溶接・組立コース（22 ｱｲﾃﾑ、102点の要請に対し 19 ｱｲﾃﾑ、61点となった） 

各種溶接機 
7 ｱｲﾃﾑ 

27点 

6 ｱｲﾃﾑ 

24点 

要請されたガス溶接機材の数量が適切で

なかったため、見直しを行った結果、数量

が 2点追加となった。 

溶接作業補助機材 
5 ｱｲﾃﾑ 

55点 

5 ｱｲﾃﾑ 

22点 

他の新設予定2コースと同様安全保護具の

数量が適切でなかったため、適切な数量で

計画する。 
1 

実習に使用

する機材 

板金部材加工機材 
10 ｱｲﾃﾑ 

20 点 

8 ｱｲﾃﾑ 

15点 

要請内容に含まれていたﾊﾟｲﾌﾟベンダーは

使用頻度がそれ程高くなく、敢えて実習を

行う必要性は無いと判断し、計画対象外と

した。 

Ⅳ．機材収納用備品類（2 ｱｲﾃﾑ、2 式が 5 ｱｲﾃﾑ、33点となった） 

部品機材収容ﾗｯｸ 
0 ｱｲﾃﾑ 

0 点 

4 ｱｲﾃﾑ 

21点 

機材の数量と実習場の広さを考慮し、機材

を収納するためには 4種類、21個の収納ラ

ックが必要であることをレイアウト上で

確認できたため、計画に加えた。 
1 

実習場に設

置する設備 

訓練作業用ﾃｰﾌﾞﾙ 
0 ｱｲﾃﾑ 

0 点 

1 ｱｲﾃﾑ 

12点 

ﾃｰﾌﾞﾙ上に固定末付けしておく必要のある

機材数と、実習生の数及び、適切なグルー

プ数人数編成を基に必要数量を算出し、計

画に加えた。 



 

- 33 - 

(3) 運転操作シミュレータ 

建設機械運転操作シミュレータは、日本国内及び第三国を対象としても、既存商品としては存在してお

らず、全て設計段階からの作業が必要となる機材である。そのため、初期トラブルの発生やトラブル発生

時の対応に問題が生じると懸念されるとともに､高価な機材となり投資対効果が見合わないと判断される。 

以上を総合的に勘案して、油圧ショベルとクレーンの運転操作シミュレータについては、本計画では計

画の対象から除外することとする。 

 

(4) コンピュータ/CAD実習関連機材 

コンピュータ関連機材は、技師補資格(DAE)コースの技術レベル向上を意図した機材であり、汎用のアプ

リケーションから CAD 等の専門的アプリケーションまで、充分に使いこなせるようになることを目的とし

ている。一般的に CAD に使用されるコンピュータは高性能な仕様が要求され、CAD ソフトも高価であるの

で、必要最低限の数量の CAD 用コンピュータおよび CAD ソフトを導入し、CAD 用コンピュータの数量に合

わせて CAD実習計画を調整することを基本とする。 

技師補資格コースの定員は 40 名であるが、限られた CAD用コンピュータを有効に活用させるため、また

CAD インストラクター一人当たりが受け持つことができる訓練生数にも制限があるため、20 名を 1 グルー

プとし、グループごとにローテーションを組み実習を行うものとする。教室で使用する CAD 用コンピュー

タは、訓練生用 20 台、インストラクター用 1台の計 21台とする。 

CAD 実習を実施する前提条件としてコンピュータや OS に関する基礎知識および操作訓練が必要になる。

限られた台数の CAD 用コンピュータを有効に利用するために、CAD 用コンピュータとは別にコンピュータ

基礎実習のためのスタンダードタイプのコンピュータを導入する。教室で使用するスタンダードタイプ・

コンピュータは CAD用と同じ 21台とする。これらのスタンダードタイプ・コンピュータは短期コースであ

るコンピュータコースにも利用する。 

教室で使用する以外に予備も兼ねてインストラクター用に CAD用コンピュータ 5台を導入する。 
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表 3-3(3) コンピュータ/CAD 実習関機材の仕様、機能、使用目的 

No. 機 材 仕様、機能 台数 使用目的、使用対象訓錬 

1 
デスクトップ・パーソナルコ

ンピュータ A 

ハイエンドタイプ 

(CAD用) 
26 

CADの基本的操作を教える。CAD

ソフトがスムーズに稼動する

ものとする。 

CAD 教室 21（生徒用 20 台、教

官用 1台）＋教官室用 5台（教

材製作に CADを使用）。 

2 
デスクトップ・パーソナルコ

ンピュータ B 
スタンダードタイプ 21 

コンピュータに関する基礎知

識・操作の実習用に導入。PC教

室用 21 台（生徒用 20、教官用

1）。 

3 サーバーコンピュータ 
サーバー用ソフトを

含む 
2 

ネットワーク上のサーバー及

びバックアップ用に2台計画す

る。 

4 CAD ソフト 
CAD用 PC と同数。 

（Auto CAD 2005相当）
26 

「パ」国において汎用性の高い

CAD ソフトを導入する。数量は

CAD教室用 21、教官用 5とする。

5 モノクロレーザープリンタ  2 
A4 サイズ・モノクロプリンタを

教室に各１台導入する。 

6 カラープリンタ  1 

教育用資料作成の品質向上と

効率化を図るために教官用に

A3 サイズ・カラープリンタ 1台

を導入する。 

7 カラープロッター  1 
CAD授業用にA1サイズカラープ

ロッター1台を導入する。 

8 プロジェクター 

ポータブル・マルチメ

ディアプロジェクタ

ー 

2 

訓練生全員がインストラクタ

ーの操作を見られるようにマ

ルチメデアプロジェクターを

教室に各１台導入する。 

9 無停電電源装置(UPS) 
LAN システムの導入機

器に適した容量 
2 

主として 2台のサーバーコンピ

ュータ用に導入する。 

 

 

(5) 管理部門用機材 

管理部門用機材数量は、新設コースの如何によって決まるものであり、本計画では新規訓練 3 コースの

新設は妥当と判断しており、計画数量も下表のようになる。 

表 3-3(4) 管理部門用機材の必要台数検討結果 

No. 機 材 仕 様、機能 要請数 計画数 機材数設定の考え方 

1 マイクロバス 
23 人乗り以上 

右ハンドル 
2 2 

60 名程度の通学生増加が予測されるた

め 2台必要である。 

2 ピックアップ車 
１キャビン 

4輪駆動 
1 1 

広大な施設内での機材の交換部品の運

搬や訓練用資材の調達に使用する。使

用頻度から 1台で充分と考える。 

3 発電機 20KVA 1 1 
停電時に新規訓練棟の非常電源として

使用するが照明と通風用扇風機を動か

す程度で考えている。 
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3-2-3-7 機材配置計画 

調達計画機材は、すべて CMTI の訓錬棟及び敷地内に配置することになるが、配置場所の詳細計画を表 3-4

に示す。 

表 3-4 機材の配置計画 

No. 機 材 台数 配置場所 

1. コンピュータ関連機材 

1 パーソナルコンピュータ 式 訓錬棟 2階（教室） 

2 ネットワーク機器 式 訓錬棟 2階（教室） 

2. 訓錬建設機材 

1 ブルドーザ 3 

2 油圧ショベル(トラクタータイ

プ) 

3 

3 油圧ショベル(ホイールタイプ) 2 

4 モータグレーダ 1 

5 ホイルローダ 3 

6 トラック・タイプクレーン 1 

「パ」国側で機材納入までに新規建設

する簡易駐機場で保管 

 

3. 操作シミュレーター 

1 油圧ショベルﾞ 0  

2 クレーン 0  

4. 管理部門用機材 

1 マイクロバス 2  

2 ピックアップ車 1  

3 ゼネレーター 1 訓錬棟管理事務室 

5. 検査器機 

1 トウイングゲージ 1 

2 チャンバーキャスターキングピ

ン 

1 

3 ターニングラデウスゲージ 1 

4 ブレーキテスター 1 

5 サイドスリップテスター 1 

訓錬棟実習室 

6. 新規訓錬コース用機材 

1 建設車両メカニックコース 式 訓錬棟実習室 

2 建設機械電気工コース 式 訓錬棟実習室 

3 溶接・組み立てコース 式 訓錬棟実習室 

 

 

3-2-4 施設基本計画 

3-2-4-1 各建物の概要と建設の必要性・妥当性 

(1) 訓練棟(座学用教室、PC/CAD教室、機材実習室、その他、2階建てで約 1,413m2) 

各種の機材実習室を含む訓練棟は 2階建とし,1階はワークショップ機能を有する実習室とする。2 階に

は CMTI が新たに開設を予定している 3コースの訓練コース(各コースとも定員 50人)、① 建設車両メカニ

ックコース(Vehicle Mechanic Course)、② 建設機械電気工コース(Vehicle Electrician Course)、③ 溶

接・組み立てコース(Welding and Fabrication Course)のために訓練生 50人収容の一般教室 3室と技師補

資格(3 年間)用に LAN でネットワーク接続された PC/CAD教室(20人収容で 2教室), インストラクター室、
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事務室その他の必要な諸室を計画する。 

この訓練棟の延べ床面積は約 1,413m2 (縦 21.0m x 横 48.0m)となり、第 1 期施設で建設した訓練棟の北

東の空地に建設する。 

 

(2) 訓練生宿泊棟(50人を収容できる 2階建てで約 1,248m2) 

新学年が始まった 2004年 9月 4日現在で CMTIの訓練生総数は 292人であり 87人がイスラマバード近郊

の自宅または親戚・知人宅から通学しているが、残りの 205 人はパンジャブ州、バロチスタン州、シンド

州および北西辺境州等「パ」国全土からの寄宿生である。既存の訓練生宿泊棟は第 1 期施設で 17室(我が

国無償)、第 2 期施設で 19室(「パ」国の自助努力)建設され 2棟で 36室あり、1部屋に 6人宿泊させて 216

人を収容できるため, 216-205=11 となり 11 人分の余裕がある。 

一方、本計画が実施されると新設される 3 コースで 150 人の訓練生が新規入校生として増加することに

なる。実際に同施設を運営する CMTI 側は訓練生の収容能力が不足するために新規入校生の 50%を通学生(75

人)、50%を寄宿生(75 人)としたいと希望しているが、上位監督機関である通信省は 25%を通学者(38 人)と

し 75%を寄宿者(112 人)とせよと要求している。このため、通信省の要求に従うと 112-11=101 となり 101

人分の訓練生宿泊棟が必要となる。 

この結果本計画で 50人収容の訓練生宿泊棟を計画することは、地方からの通学困難な訓練生受け入れを

可能とするためにも是非とも必要である。CMTI としては 101-50=51 人分の不足については 1部屋 6 人から

8 人部屋とすることで対応する予定である。 

 

(3) 食堂棟(100人を収容できる平屋で約 448m2) 

食堂棟は、我が国の無償で建設された 1 棟のみが機能している。第 2 期で「パ」国側が独自に建設した

食堂棟は機能しておらず、現在は製図室と土質資料のラボラトリーとして使用されている。 

この結果、1 棟しかない食堂棟に多くの訓練生、インストラクターおよび来訪者が昼食時に集中するた

め約 100 人が同時に食事するテーブルは満杯となる。出遅れた人たちはテーブルが空くまで立ったまま並

んで待たされる状況となっている。 

本調査団が実施した在校生全員へのアンケート調査でも食堂の混雑状況と隣の人と体が触れる状態での

食事に対する不満の声が特に目立つことから、本計画において食堂棟の新規建設の必要性は富に高い。 

 

3-2-4-2 敷地利用計画/施設配置計画 

(1) 敷地利用計画 

本計画の建設予定地は添付資料の基本設計図の配置図に示すとおりである。CMTI の既存施設の現状につ

いては「2-1-4-1 既存施設」に示すとおりであり、大小合わせて 10 棟以上の建物が建設されている。既に

全体の敷地利用計画も施設配置計画(ゾーイング)は既に 1986 年の計画時に行われており、この基本計画の

下に 1996 年の拡充計画もなされている。従って本計画でもこの基本計画を踏襲して全体として調和のとれ

た配置計画とする必要がある。 
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(2) 施設配置計画 

教室と実習スペースを中心とするこの訓練棟の延べ床面積は約 1,413m2(縦 21.0m×横 48.0m)程度となり、

第 1 期施設で建設した訓練棟の北東の空地に建設する。訓練棟の建設予定地付近には高さ 10m 前後の樹木

が密生しておりかつまたこの建設予定地は東西方向に高低差約 4mの傾斜がある。 

本調査団は訓練棟の建設予定地について測量器具(レベル測定器、箱尺、および 30m 巻尺)を用いて高低

差測量を実施した。現地調査結果から、これらの樹木や土地の傾斜には一切手をつけることなくそのまま

の状態で平面計画/断面計画をすることが環境配慮上からも望ましいと考えられる。 

訓練生宿泊棟と食堂棟については、「パ」国側の自助努力により 1995 年に建設された「第 2 期施設」の

西側の空地に配置する。「第 2 期施設」群とその西側にある運動場との間には約 30m巾の平坦な土地があり

これらの建物を平行して配置することは十分可能である。 

全体の配置計画としても、訓練棟は正面入り口近くから見える場所に、訓練生宿泊棟と食堂棟は正面か

ら最も奥の場所にそれぞれまとまって建設されることになり「第 1 期施設」計画時の基本計画に沿って増

設されることになる。 

 

3-2-4-3 建築計画 

(1) 平面計画 

各棟毎の諸室の機能と計画面積は表 3-5 の通りである。 

表 3-5 各棟毎の諸室の機能と計画面積 

諸室名称 収容人員 基準面積 計画面積(m2) 機能および備考 

1) 訓練棟実習室(1階)     

車両検査室  5.0mx9.0m/1ベイ 45.0  ブレーキ・スピードメータ

ー、サイドスリップテスター

機械・電気系統室  4.0mx9.0m/1ベイ 72.0  2ベイ 

足廻り・タイヤ交換室  4.0mx9.0m/1ベイ 72.0  2ベイ 

カットモデル収納室   36.0   

燃料噴射系統実習室   18.0   

工具室   18.0   

電気系統実習室    15.0    

エンジン分解・組み立て    39.0    

溶接・組み立て   117.0    

通路   93.0   

便所   24.0  大便器 4,小便器 4,洗面 3 

階段・手洗い・倉庫   60.0   

小計   609.0   

訓練棟(2階)      

管理事務室 5 10.0-15.0m2/人 72.0    

インストラクター控え室 5 10.0-15.0m2/人 72.0   

PC/CAD教室 40 3.5m2/人 144.0  2クラス(8mx9m=72m2) 

サーバー室   36.0   
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教室 150 1.2-1.5m2/人 225.0  3クラス(72+72+81=225m2) 

湯沸し室   4.0   

便所   32.0  大便器 6,小便器 5,洗面 3 

廊下・階段・ポーチ   219.0    

小計   804.0   

合計   1413.0   

2) 訓練生宿泊棟(1階)     

外来インストラクター用

宿泊室 

5 20.0-22.0m2/人 110.0  5室(5.5x4.0=22.0x5) 

訓練生宿泊室 18 7.0-7.5m2/人 132.0  3室(5.5x8.0=44.0x3) 

ロビー 30 1.2-1.5m2/人 110.4   

シャワー室・便所   28.3  大便器 3,小便器 3,洗面 3,シ

ャワー3 

機械室   19.8   

階段室    48.0   

エントランスホール・廊下    111.6    

テラス   72.0    

小計   632.0    

訓練生宿泊棟(2階)     

訓練生宿泊室 32 7.0-7.5m2/人 264.0 6室(5.5x8.0=44.0x6) 

自習室 30 1.2-1.5m2/人 44.0 1室(5.5x8.0=44.0) 

ロビー    22.0  

廊下    118.0  

階段室    48.0  

シャワー    22.0 シャワーブース 6 

便所    26.0 大便器 6,小便器 5,洗面 4 

バルコニー    72.0  

小計   616.0  

合計   1248.0  

3) 食堂棟     

訓練生用食堂 100 2.4m2/人 240.0 洗面 4 

スタッフ用食堂 5 3.0-3.5m2/人 16.0  

厨房   64.0  

食品庫   16.0  

売店   22.0  

料理人控え室   8.0  

洗濯室(含む倉庫)   19.0  

前室(含む倉庫)   18.0  

便所   3.0  

ポーチ・テラス   42.0  

合計  448.0  

 

1) 訓練棟   1413.0 m2  

2) 訓練生宿泊棟   1248.0 m2  

3) 食堂棟   448.0 m2  

合計   3109.0 m2  
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(2) 断面計画 

－各建物の階高は 1階、2階ともに天井高さ 3.0m、梁成 0.8mで 3.8mとする。 

－1階床高は砂埃が建屋内に入り込みにくくするため地盤面から 300mm上げる。 

 

(3) 構造計画 

－建物は 3棟とも鉄筋コンクリート造とする。 

－食堂棟は平屋であるが訓練棟と訓練生宿泊棟は 2階建てである。 

－地盤は砂混りシルト層又は砂混じり粘土層で許容地耐力は既存の資料から 10t/m2 が見込めることか

ら直接基礎とする。 

－不同沈下を防止するために基礎底面をなるべく大きくするとともに地中粱で総ての独立基礎をつなぐ

ようにする。 

－地震による設計せん断力係数は、グレード III(マイナー)地域であることから日本の最低基準(0.20)

の半分、0.10とすれば十分である。 

－構造材の材料強度は、日本の JIS 規格におけるコンクリート 18N/mm2以上、鉄筋 SD295相当以上とす

る。設計規準としては米国の ACI、UBC、ASTM の規準に準拠する。 

 

(4) 仕上げ計画 

－各建物の外部仕上げ、内部仕上げともに「第 1 期施設」の仕上げと同一材料として可能な限り統一性

を確保する。 

－特に訓練棟については入口付近からよく見えるため仕上げ材料、色ともに同一とする。 

－訓練棟 1階の床は鉄筋コンクリート床とし、検査用車両が進入しても耐えられる仕上げとする。 

 

3-2-4-4 電気設備計画 

電気設備の計画にあたっては、操作が簡易でかつ保守管理も容易な設備方式を選定する。使用機器、材

料は現地調達が可能な標準的な材料・製品を使用する。但し配電盤や放送機器その他安全性や耐久性上か

ら特に重要な機器のみ日本製品を採用する。 

 

(1) 受変電設備 

既設管理棟の一角に電気室があり、WAPDA から高圧電力(3 相 3 線 11kV)が送電されている。この電気室

には WAPDA 側の責任範囲である変成器付計量器、高圧開閉器を通して日本側の所掌範囲である 11kVから低

圧 3相 4線 400V/230V、単相 230Vに変電し各種配電盤から照明器具、建築設備、訓練用機器類に送電され

ている。この電気室は既存施設用の機器や盤で余裕スペースがないため、今回新たに増設する 3 棟の建物

のために独立した電気室を建設する。 

 

(2) 動力・幹線設備 
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新たに建設する電気室内の低圧主配電盤から各分電盤、動力盤、機器配電盤および機器手元スイッチへ

給電する。配線は現地標準ケーブルをビニール電線管又は鋼製電線管で保護する。各分電盤から揚水ポン

プ、訓練用機器類に給電する。配線は同様に現地標準ケーブルをケーブルラックで支持しビニール電線管

又は鋼製電線管で保護する。 

 

(3) 照明・コンセント設備 

照明設備は、「パ」国の現況や既存施設の状況を勘案し、電球交換や保守管理が容易な現地製蛍光灯を中

心にした照明計画とする。天井が高い実習室と屋外灯については寿命が長い水銀灯を採用する。主要な各

室の照度基準は表 3-6 とする。 

表 3-6 計画諸室の照度 

建屋名 照度(Lx) 

1) 訓練棟：教室、PC/CAD教室、事務室、インストラクター控室 300 

：実習室 200 

：トイレ、廊下、階段 75 

  

2) 訓練生宿泊棟：自習室 300 

：ロビー、訓練生用寝室、インストラクター用寝室 100 

：トイレ、シャワー、廊下、階段 75 

  

3) 食堂棟：厨房 300 

：売店、厨房事務室 200 

：訓練生食堂、スタッフ食堂 150 

：洗濯室、トイレ 75 

 

尚、電気料金は、ガスその他のエネルギーと比較して高いのでなるべく電力消費量を少なくするように

照明器具の灯数を少なくするとともにスイッチで調節できるようにする。 

コンセントは、「パ」国で一般的に使用されているアース端子付丸型 2ピンか、またはアース端子なし丸

型 2 ピンを基本とする。教室、事務室、トイレ、階段、食堂等には一般コンセントを、実習室の機器用、

PC/CAD教室とサーバー室には、専用コンセントを設置する。 

 

(4) 電話設備 

電話局線は現在管理棟事務室内に設置された主端子盤 MDF：Main Distribution Frameを経て PBX交換機：

Private Branch Exchange に外線 5 回線が引き込まれ CMTI 内の各施設に配置された 40 台の内線電話機に

接続されている。 

今回新たに建設される 3棟の建屋用に 3本の外線を追加して約 10 台の内線電話を設置する。 

 

(5) 構内放送設備 

既存の各建物には構内放送設備があり、火災・地震等の非常時の緊急通報や始業、終業および全施設内

の業務連絡用に使用されている。 

この構内放送設備を増築する 3棟の建物にも設置して訓練生や職員への連絡体制を整備する。 
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(6) 火災報知設備 

イスラマバード市の建築規制条例に従って火災報知設備を設置する。各棟各居室に非常ベル、推しボタ

ンを設置し、万一火災発生時には非常ベルが一斉に鳴るとともに新設の訓練棟事務室および既設管理棟事

務室に設置されている表示盤に表示・通報する。 

 

(7) 屋外照明設備 

敷地内の既存建物の周囲および構内道路沿いには屋外照明灯が立っている。今回新設する建物について

も夜間の防犯用として約 30m 間隔で水銀灯を設置する。 

 

(8) 自家発電設備 

「パ」国の電力事情は安定しておらず、首都であるイスラマバード市周辺でも毎日停電が発生する。こ

のため非常用発電機の設置は必要である。停電時に実習訓練をする必要はないが、室内照明とコンピュー

タの稼働を可能とするのに必要な 20kVA のディーゼル発電機を設置する。 

 

(9) 避電設備 

今回新築する 3棟の建物は、軒高が 20m 以下であるため、避雷針設備を設ける必要はない。 

 

3-2-4-5 建築設備計画 

地域の気候風土及び環境状態を十分考慮した設計とする。機器の選定にあたっては運転、維持管理の容

易な設備機器を採用する。 

 

(1) 空調換気設備 

1) 冷暖房設備 

空調設備は、訓練棟の事務室、インストラクター控室、PC/CAD教室、サーバー室、訓練生宿泊棟の外来

インストラクター用寝室と食堂棟のスタッフ食堂に、個別制御方式の壁掛け式スプリットタイプの室内機

を設置し、外部または屋上に室外機を設置する。 

訓練生宿泊棟には、ガスボイラー熱源温水を設置し、宿泊室とスタディルームにパネルヒーターにより

対流暖房をする。 

 

2) 換気設備 

各建物の換気は自然換気を原則とする。特に訓練棟実習スペースの溶接作業場には、溶接作業により発

生する有害ガスを取り除くため排気ダクトを溶接機 1台毎に設けて強制的に屋外へ排気する。 

この他各建物のトイレ、食堂棟の厨房には第三種機械換気(強制排気)設備を設ける。 
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(2) 給排水衛生設備 

1) 市水給水設備 

訓練棟には構内アクセス道路に沿って埋設されている直径 100 mmの技管を正面ゲート前で分岐し訓練棟

側の受水ピットに貯水する。この水を 2 階屋上の水槽に揚水ポンプで上げて各階のトイレや水道の水栓に

重力で送水する。 

訓練生宿泊棟と食堂棟には現在製図室となっている既存建物横の円筒形地下受水槽から訓練生宿泊棟の

2階屋上の水槽に揚水し、そこからシャワー室やトイレ、水道水栓等に送水する。 

 

2) 排水設備 

既設排水は、トイレからの汚水と生活排水を浄化槽を通して開渠から敷地内隅の浸透池に流している。

雨水については、別ルートの開渠を通して敷地前方のナラ川へ排出している。今回の増設の 3 棟について

も同様の計画とする。但し、食堂棟厨房の排水は、グリーストラップを設置しその後浄化槽への排水を行

う。 

 

3) 浄化槽設備 

上記 2)の排水計画に沿って今回新設の 3棟にコンクリート製の浄化槽を現場で作り浸透池に排水する。 

 

4) 衛生器具設備 

衛生器具はアラビア式大便器を主体にしてトイレ 1ヶ所につき 1 穴だけ西洋式大便器を設ける。アラビ

ア式、西洋式ともに水洗ホースを設置する。小便器は壁掛け式と仕切り板を設ける。 

 

5) 給湯設備 

訓練生宿泊棟のシャワー室と食堂棟の厨房にはガス湯沸かし器により給湯を行う。 

 

6) 消火設備 

新設する 3 棟にそれぞれ屋内消火栓を設け、火災の場合消火ポンプを起動させて初期消火活動が可能と

なるようにする。 

 

7) ガス設備 

Sui 北部ガス供給会社の中圧ガス本管が前面道路を通っており、既設建物には本管から分岐された枝管

が計量メーターとともに配管されている。 

訓練生宿泊棟、食堂棟には既設独身者用宿舎から分岐して配管する。また訓練棟には構内アクセス道路

の正面ゲート近くで分岐して配管する。 
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3-2-5 基本設計図 

3-2-5-1 配置図、建築図 

本計画に基づく訓練棟、訓練生宿泊棟及び食堂棟の配置図、平面図、断面図等の設計図は添付資料編に示

す。 

 

3-2-5-2 仕上げ概要 

本計画施設に必要な仕上げ材料は「パ」国及び第三国からの調達を基本とする。材料の選択にあたっては

次の点に留意する。 

－耐久性の高い材料によってメンテナンスを容易にする。 

－材料品質基準については JIS 規格または同等品とする。 

－現地で一般的であり、建設労務者の手慣れた材料を選択し、施工精度を確実なものとし、工期を短縮

出来るような計画とする。 

各施設ごとの主要な内装・外装仕上げ概要を表 3-7 に示す。 

 

表 3-7 各棟毎の建築仕上げ（内部･外部）計画 

概要・外部仕上 (各棟共通) 

構造 鉄筋コンクリート造、独立基礎 

外壁 レンガ化粧積、一部モルタル塗りＥＰ 

屋根 コンクリートスラブの上アスファルト防水、保護コンクリート 

建具 アルミニウムサッシュ窓・ドアー、スチールドアーＯＰ，スチールシャッター 

ポーチ 床：テラゾータイル貼り、 天井：石膏ボード貼りＥＰ 

犬走り 砂利敷き（幅 1.0m） 

構内通路 コンクリート鏝押え 

設備 給排水・衛生、空調、換気、電気 

 

訓練棟 室名 床 巾木 壁 天井 備考 

Level-1 実習室 コンクリート・ハー

ドナー仕上 

テラゾー 

H=100 

モルタル塗り

ＥＰ 

コンクリート補

修の上、ＥＰ 

 

 廊下 塩ビタイル 同 上 同 上 同 上  

 階段室 同 上 同 上 同 上 同 上  

 倉庫 コンクリート金鏝仕

上げ 

モルタル金鏝

H=100 

モルタル塗り 仕上げ無し  

 便所 磁器質タイル  磁器質タイル セメントボー

ド、EP 

 

Level-2 PC/CAD 教室 システムフロアー

(カーペット敷き) 

木製ＯＰ 

H=100 

モルタル塗り

ＥＰ 

システム天井 ＡＣ・カーテンボッ

クス：木製ＯＰ 

 サーバー室 同 上 同 上 同 上 同 上 ＡＣ・カーテンボッ

クス：木製ＯＰ 

 指導員室 塩ビタイル テラゾー 

H=100 

同 上 同 上 ＡＣ・カーテンボッ

クス：木製ＯＰ 

 教室 塩ビタイル テラゾー 

H=100 

同 上 同 上 カーテンボックス：

木製ＯＰ 

 管理事務室 同 上 同 上 同 上 同 上 ＡＣ・カーテンボッ

クス：木製ＯＰ 

 廊下 同 上 同 上 同 上 同 上  
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 給湯室 同 上 同 上 同 上 セメントボー

ド、EP 

 

 階段室 同 上 同 上 同 上 セメントボー

ド、EP 

 

 便所 磁器質タイル  磁器質タイル セメントボー

ド、EP 

 

訓練生 

宿泊棟 
室名 床 巾木 壁 天井 備考 

 入口・廊

下・ロビー 

塩ビタイル テラゾー 

H=100 

モルタル塗り

ＥＰ 

システム天井  

 階段室 同 上 同 上 同 上 同 上  

 6BR 同 上 同上 同 上 同 上 カーテンボックス：

木製ＯＰ 

 1BR 同 上 同 上 同 上 同 上 ＡＣ・カーテンボッ

クス：木製ＯＰ 

 スタデイー

室 

同 上 同 上 同 上 同 上 カーテンボックス：

木製ＯＰ 

 便所・シャ

ワー室 

磁器質タイル  磁器質タイル セメントボー

ド、EP 

 

 倉庫 コンクリート金鏝仕

上げ 

モルタル金鏝

H=100 

モルタル塗り 仕上げ無し  

 バルコニー 防水モルタル金鏝仕

上げ 

  コンクリート補

修の上、ＥＰ 

 

食堂棟 室名 床 巾木 壁 天井 備考 

 訓練生食堂 塩ビタイル テラゾー 

H=100 

モルタル塗り

ＥＰ 

システム天井 カーテンボックス：

木製ＯＰ 

 指導員食堂 同 上 同 上 同 上 同 上 ＡＣ・カーテンボッ

クス：木製ＯＰ 

 売店 テラゾータイル テラゾー 

H=100 

同 上 同 上  

 厨房 同 上 磁器質タイル

H=2100 

同 上 セメントボード

の上、ＥＰ 

 

 洗濯室 同 上 テラゾー 

H=100 

同 上 同 上  

 スタッフ室 同 上 同 上 同 上 同 上  

 前室 同 上 同 上 同 上 同 上  

 倉庫 同 上 同 上 同 上 同 上  

 便所 磁器質タイル  磁器質タイル 同 上  
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3-2-6 施工計画／調達計画 

3-2-6-1 機材調達計画 

3-2-6-1 (1) 調達方針 

(1) 事業実施体制 

本計画が日本国政府の無償資金協力により実施される場合、実施組織の全体的な関係を図 3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 事業実施関連図 

 

「パ」国側の本計画実施担当機関は、通信省である。また、実務を担当するのはその下部組織の CMTI 所

長及び各研修コースマネージャである。無償資金協力のシステムに従い実施設計および調達監理は日本の

コンサルタントが担当し、本計画機材の調達については日本法人の納入業者が主契約者となる。 

 

(2) コンサルタント 

E/N 締結後、通信省は日本のコンサルタントとの間で役務契約(コンサルタント契約)を締結する。通信

省と契約したコンサルタントは、本計画機材の実施設計、入札図書作成、入札指導、調達監理、性能確認、

検収等のエンジニアリングサービスを行い、本計画機材の引渡し完了まで責任を負う。 

 

(3) 機材納入業者 

入札参加資格制限付一般競争入札により、要求された品質について審査に合格し、落札した納入業者は、

通信省との間で本計画機材の納入に関し契約を結ぶ。納入業者は、契約に決められた納期内に、通信省が

要求する機材の納入、初期運転・整備指導を行う。 

 

日本国政府 

国際協力機構 

パキスタン国政府

実施機関 

(通信省・CMTI) 

日本のコンサルタント会社

・ 実施設計 

・ 入札図書作成 

・ 機材調達監理 

・ 検収･運転指導管理 

日本の納入業者 

・ 機材調達 

・ 輸送･納入 

・ 組立･運転指導 

交換公文 

各契約書の認証 コンサルタント契約

機材調達監理

機材調達契約
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3-2-6-1 (2) 調達上の留意事項 

CMTI にとって、日本の無償資金協力による機材調達は 1984 年度「建設機械技術訓練センター建設計画」

及び 1995 年度の「建設機械訓練研究所拡幅計画」で経験があり、無償資金協力の仕組みにも馴染みが深い。

今回の実務担当者たちにとっては久しぶりまたは初めての経験となるため、各実施段階で手順等について

CMTI 側に十分説明・協議を行い遅れや抜けの無いようにする必要がある。 

日本から調達される機材は海上輸送で「パ」国カラチ港まで運搬され、内陸輸送後イスラマバード(CMTI)

で「パ」国側に引渡される。機材納入業者は、海上輸送、陸揚げ中に起こり得る破損、盗難等による瑕疵

責任ついて、「パ」国側との間で問題が生じないよう措置をとる必要がある。 

 

3-2-6-1 (3) 調達・据付区分 

カラチ港までの海上輸送費及びカラチ港陸揚げ後、国道 5 号線よりラホールを経由してイスラマバード

の CMTI迄の国内輸送費を含む機材調達コストは日本側負担である。機材引渡し後機材の輸入に係わる税の

免税措置、港湾内で発生する諸費用、再組立諸費用等、一切の費用はすべて「パ」国側の負担である。 

 

3-2-6-1 (4) 調達監理計画 

(1) 調達監理の基本方針 

計画を日本国政府の無償資金協力で実施する場合、実施設計および調達監理を遂行するに当っては、特

に以下の事項に留意して、調達監理の経験豊富な担当者を配した実施体制をつくる。 

1. 業務実施の策定に至る背景 

2. 基本設計調査報告書 

3. 無償資金協力の仕組み 

4. 二国間で締結された交換公文書 

 

以上を踏まえ、実施設計、調達監理業務の内容、担当、留意点についての概要を示す。 

 

(2) 業務内容 

E/N締結後、E/N に示された業務範囲において、コンサルタントは、本プロジェクトの実施機関との間で

コンサルタント業務契約を結ぶ。その業務の内容は、概略以下のようになる。 

 

1) 実施設計業務 

コンサルタント契約(現地)、認証(日本) 

A/P発行業務の推進(現地) 

計画内容最終確認および入札図書の作成・協議(現地・日本) 

入札図書に対する「パ」国側の承認取得(現地) 

入札公示および入札図書の配布(日本) 
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入札の実施、入札結果の評価および報告、承認(日本) 

業者契約立合い(日本)、認証(日本) 

「パ」国側負担事項の確認(現地／日本) 

 

2) 機材調達監理業務 

調達発注書の発行確認 

調達状況の確認 

工場出荷前検査／船積前検査 

進捗状況報告 

現地引渡検査 

完了届の作成 

 

3) 機材運転整備指導 

調達機材について、コンサルタント技術者の指導下で納入メーカの機械技術者により現地組立指導、初

期運転指導、機材の予防整備・維持管理整備に関する指導を実施する。 

 

(3) 業務上の留意点 

1)基本設計調査段階で明らかにされた施設・機材調達条件に変更がないか確認する。 

2)無償資金協力の施設・機材案件としての目的に沿うべく、計画内容最終確認時に「パ」国側と十分な

打合せを行い、詳細設計を含めた入札図書として、「パ」国側の承認を得る。 

 

3-2-6-2 施設施工計画 

3-2-6-2 (1) 施工方針/調達方針 

本計画は、「パ」国の CMTI に対し日本国政府の無償資金協力によって訓練棟他必要な施設と訓練用建設機

材および検査・修理用機材を整備するものである。実施機関である CMTI は通信省の監督の下、日本国のコン

サルタントと契約し、実施設計、入札図書作成、入札審査と業者契約(施設建設工事契約と機材調達、据付工

事契約)、調達監理、施工監理、契約業者による試運転・引渡しまで一貫したコンサルタント業務を実施させ

ることになる。 

また、CMTI はコンサルタントの助言の下で施設建設工事と機材調達・据付工事に関する入札を個別に実施

して契約する。施工業者は契約後直ちにCMTIと協力してCDAの建築規制局に建築確認申請をする必要がある。

この確認申請は「パ」国の技術協会に登録されている建築設計事務所あるいは、コンサルタントとのみに認

められているためイスラマバードにある設計事務所に依頼して代行申請してもらい建築許可を受けなければ

ならない。 

この建築確認申請は工事契約後着工前の現場設営の準備期間が 1 ヶ月あるのでこの間で施工業者が実施す

る。本プロジェクトの想定される実施体制を図 3-2 に示す。 
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図 3-2 施工実施体制（施設施工） 

 

3-2-6-2 (2) 施工上/調達上の留意事項 

(1) CMTI は既存施設に約 300 人の訓練生を受け入れて運営されている。想定される工事期間中(2006 年 1

月～12 月)も CMTI職員と訓練生合わせて約 500人が構内にいることになるので、教職員、訓練生、その

他外来者等工事関係者以外の人達の安全が確保されなければならない。 

また、建設サイトは 2ヶ所になるが、アクセス道路は 1 本しかないため、工事用車両と CMTI 関係者の

一般車両が交差することが想定されるので、交通安全に十分留意するとともに工事用資機材の搬出入時

の安全性確保には特段の対策が必要となる。 

 

(2) 「パ」国は国民の 95%がムスリム(イスラム教徒)で断食月(ラマダン)期間中は日中一切の飲食ができ

ないので建設労働者の作業効率は低下する。特にラマダンが真夏の酷暑の時期にあたると作業効率は極

端に低下する。現在想定される工程では、2006 年 9 月下旬から始まるラマダンでは真夏の酷暑は過ぎて

はいるものの、建設工事も終盤の仕上げの時期であり施工性や品質、さらに出来映えが最も重要となる

時期である。工程計画立案の際、留意する必要がある。 

 

(3) 日本政府の輸出規制(キャッチオール包括的規制)により、「パ」国への輸出は原則全貨物・技術が大量

破壊兵器の開発に関係ないと認められた一部の品目を除き規制の対象となっている。規制の対象となっ

ていることが即輸出不許可とはならないが、輸出許可を得る手続きが必要となることも想定されるため、

それら必要な手続きについては機材供給業者が責任を持って行うよう入札図書の中に明記しておく。 

 

コンサルタント 

CMTI 

建築施工会社 

(日本) 

建築施工業者要員 

・現地労働者(「パ」国) 

機材供給会社 

(日本) 

機材据付け業者要員 

・派遣技術者(日本) 

・現地労働者(「パ」国) 

通信省(MOC) 日本国政府／JICA 
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(4) コンピュータや教育用映写機器等のハードとソフトについて日本国または米国の許可が必要な場合も

同様に機材供給業者の責任で実施する。 

 

3-2-6-2 (3) 施工区分／調達・据付区分 

表 3-8 日本側、「パ」国側負担区分 

日本側負担分 パ国側負担分 

① 建築工事 

  構造躯体、建築仕上げ 

② 電気設備工事 

  受変電設備、幹線設備、動力設備、 

  コンセント設備、照明設備、電話設備、 

  自家発電設備 

③ 給排水設備工事 

  市水給水設備、衛生器具設備、排水設備、 

  浄化槽設備 

④ 空調換気設備工事 

  冷房設備、換気設備, ガス暖房設備 

⑤ 防災設備工事 

⑥ 訓練・実習用機材 

⑦ その他 

① 建設に必要な敷地の確保 

② 既存塀撤去及び補修 

③ 受変電設備の改修(必要がある場合) 

④ インフラの引込接続負担 

⑤ 机・イス等の什器、家具、カーテン等 

  (日本側に含まれない家具) 

⑥ 確認申請手続き、通関手続き、免税措置 

⑦ 本計画に含まれていないが必要な経費 

⑧ 維持管理運営に要する費用 

 

3-2-6-3 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 基本方針 

コンサルタントは、日本国政府の無償資金協力の枠組みおよびコンサルタント契約に基づき、基本設計

の主旨を踏まえ、実施設計、建設工事・調達監理業務について、一貫したプロジェクト遂行チームを組み、

業務完了まで遅滞なく本計画を遂行する。建物および機材の入札は、建物と機材を分離して入札し別契約

とする。 

 

(2) 業務内容 

1) コンサルタントは、「パ」国政府とコンサルタント契約締結後、同国関係機関と協議し、実施設計を行

う。施設の詳細設計図、工事仕様書、機材仕様書等の入札図書を日本国内で作成し、施主となる通信省

と CMTI の承認を得る。 

 

2) コンサルタントは入札公示、入札図書の配布、応札書類の受領、応札書類の評価を行うとともに、通信

省、CMTI と日本企業との施設建設工事契約および機材調達・据付工事契約締結にかかる助言を行う。 

 

3) 通信省、CMTI と受注企業の契約後、コンサルタントは国内において受注企業が提出する施工図、機材

製作図等のチェック、加工部材や機材の工場検査および船積み前検査を行う。 

 

4) 現場監理実施体制は、建設サイト内に監理事務所を設置し、日本人の工事管理者とコンサルタントを常
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駐させる。 

 

5) コンサルタントは、月例および週例会議を開催して工事の進捗状況を把握すると共に、施工業者の指導

監督を行う。 

 

6) 現場施工監理は、躯体工事中に発生する確認事項や検査事項(支持地盤の確認、配筋検査、型枠検査、

コンクリート打設検査、コンクリートの強度確認検査等)を実施するため、現地で経験のあるローカル建

築技師 1名を、現地にて雇用する。 

 

7) コンサルタントは、ローカル建築技師を活用し、現場施工監理を行い、監理項目毎の確認を行い、定例

会議で結果報告および協議をする。 

 

8) コンサルタントは必要な証明書等を発行する。 

 

9) コンサルタントは、通信省、CMTI、日本大使舘、JICA 事務所への連絡・報告書提出等の必要な業務を

行う。 

 

(3) 要員計画 

1) 業務主任 

・コンサルタント業務全体の総括 

・「パ」国側関係機関との契約・協譲 

・入札図書の作成、入札立ち会い 

・機材の検収、引き渡し立ち会い 

 

2) 建築設計担当 

・設計業務(建築・構造・電気・衛生・空調計画)の総括 

・施設全体の計画立案・入札図書の作成 

・機材計画との協議検討、検討事項を構造・電気・設備計画担当者に指示 

・確認申請の協力、ローカルコンサルタント協議 

・入札立会い 

・着工時、中間時、竣工時の建物検査立会い 

 

3) 構造設計担当 

・入札図書(技術書、設計図書)の作成、入札立会い 

・建物の建築申請に必要な設計図書の作成、技術情報の提供 

・施工図の検討・承認 
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・中間時(基礎・各階配筋)工事検査 

 

4) 電気設備設計担当 

・入札図書(技術書、設計図書)の作成、入札立会い 

・建物の建築申請に必要な設計図書の作成、技術情報の提供 

・施工図及び機器の検討・承認 

・中間時施工監理、竣工時機器取り付け確認 

 

5) 空調換気設備/給排水衛生設備設計担当 

・入札図書(技術書、設計図書)の作成、入札立会い 

・建物の建築申請に必要な設計図書の作成、技術情報の提供 

・施工図及び機器の検討・承認 

・中間時施工監理、竣工時機器取り付け確認 

 

6) 入札図書作成 

・入札図書の一般事項 

 

7) 積算担当 

・DD 時積算 

・BD/DD比較表作成 

 

8) 入札業務 

・入札関連業務一式 

 

9) 常駐監理者 

・建築資機材数量確認・強度確認 

・施工品質の指導監督 

・工事進捗の確認 

 

10) 機材計画担当 (1) 

・詳細仕様の協議・確認 

・入札図書の作成、入札立ち会い 

・機材の承認及び工場検査の立ち会い、船積み前検査、据え付け工事の監理 

・機材の検収、引き渡し立ち会い 
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11) 機材計画担当 (2) 

・検査機器及び周辺機材に関する詳細仕様の協議・確認 

・入札図書の作成、入札立ち会い 

・機材の承認及び工場検査、船積み前検査、輸送の監理、据え付け工事の監理 

・機材の検収、引き渡し立ち会い 

 

3-2-6-4 品質管理計画 

受注企業は、設計図書(仕様書、図面等)に基づき、強度・寸法の目標値、試験・検査方法及び施工方法

を記した施工計画書を、工事着手前にコンサルタントへ提出する。コンサルタントは、提出された施工計

画書の内容をチェックする。特に各種の試験・検査は、工程管理計画に基づき、試験方法、実施時期や頻

度を示し、試験・検査の基準となる数値目標を示し、良好な品質の確保に努める。また、コンサルタント

は、品質管理の確保に係わる監理基準値等(材質、設計強度、構造、形状・寸法)を整理し、これらに基づ

き受注企業から提出される施工計画書の「各種試験・検査方法(案)」の内容を十分に検討し、品質管理計

画を策定する。主要確認事項は下記とする。 

 

(1) 材料 

1) 鉄筋のメーカー名と試験方法 

2) セメントのメーカー名と試験方法 

3) 骨材(砂・砂利)の比重、含水率、骨材寸法・成分の試験方法 

4) その他材料の品質保証書の取り寄せと試験方法 

 

(2) 土工事 

1) 法面角度、床付け精度、地業高さ 

2) 閉め固め管理方法の確認 

 

(3) 鉄筋コンクリート 

1) 配合表による試験練りの実施 

2) 配合計画における水セメント比、空気量、スランプの目標値 

3) 設計基準値毎の確認 

4) ミキサーの種類と計量方法、コンクリート製造管理技術者の配置計画 

5) スランプ、空気量の試験方法と実施回数、データの取り纏め 

6) コンクリートテストピースの養生方法 

7) 鉄筋引張り強度試験 
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(4) 組積工事 

1) 水平精度、垂直精度の目標値 

 

(5) 左官工事 

1) 水平精度、垂直精度の目標値 

 

(6) 防水工事 

1) 水張り試験 

 

(7) 建具・天井工事 

1)水平精度、垂直精度の目標値 

 

(8) 管理基準 

品質管理基準値は、「パ」国では整備されていないことから、日本国大臣官房標準仕様書基準または米国

基準を参考として、施工業者より提出された施工計画書に基づき、コンサルタントが承認したものとする。 

 

3-2-6-5 資機材等調達計画 

「パ」国内でほとんどの建設用資機材は調達できる。但し、同国は建設需要の拡大とアフガニスタンの

建設ラッシュにより、大幅な建設費の値上がりが取り沙汰されている。このため工事請負契約締結後、速

やかに建設用資機材の調達を行う。 

 

(1) 労務 

「パ」国において一般作業員、未熟練労働者の調達に支障はないが、熟練労働者の絶対数は少なく、本

計画では施工精度と品質確保のために、熟練労働者の確保に留意し作業を進める労務体制を確立させる。 

 

(2) 材料 

1) 建設資材 

セメント、鉄筋等は「パ」国内で製造されており容易に入手可能であるが、アルミサッシ、塗装材等は

市場での調達時に品質や在庫量に問題がある場合も想定され、ASEAN諸国も調達先の対象とする。 

 

2) 電気設備、空調機設備 

電気設備・空調機設備は国内産もあるが、品質と納期を考慮し日本も調達先の対象とする。 

 

3) 建設機械 

建設重機は中堅企業でも、ある程度自前で揃えており、リースも可能であることから、全ての種類が調
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達可能である。 

調達国別の資機材・機器リストは表 3-9～3-11 に示す。本プロジェクトの施設建設に関し第三国調達

(ASEAN諸国)を考慮する。 

表 3-9 建設工事用資・機材の調達区分 

(建築資材) 
Description 

日本調達 Pakistan 第三国調達
選択理由・備考 

(建築資材)     

砂  ○  山砂 

ｾﾒﾝﾄ  ○   

骨材  ○   

鉄筋  ○   

鉄骨  ○   

ﾚﾝｶﾞ  ○   

木材  ○   

屋根防水材  ○  アスファルト防水材のみ現地調達

可 

防水伸縮目地   ○ 現地調達不可。 

屋根アルミ笠木   ○  

コーキング材   ○ 品質・性能の確保と供給の確実性

ｱﾙﾐ製建具(錠前含む)   ○ 品質・性能の確保と供給の確実性

鋼製建具(錠前含む)   ○ 品質・性能の確保と供給の確実性

木製建具  ○   

ｶﾞﾗｽ  ○   

左官材料  ○   

塗料  ○   

金属製天井下地  ○   

天井ﾎﾞｰﾄﾞ  ○   

防音材   ○  

館銘板   ○  
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表 3-10 機器資材調達リスト(機械設備工事) 

No Description 日本調達 Pakistan調達 第三国調達 備考 

 機械設備工事     

 給排水設備     

 高架水槽  ○  コンクリート製 

 給水ポンプ ○    

 衛生陶器  ○   

 浄化槽  ○  コンクリート製 

 給湯器  ○   

 厨房流し台(ステンレス)  ○   

 配管材  ○   

 弁類  ○   

 支持金物類  ○   

 消火栓 BOX  ○   

 消火器  ○   

 配管材  ○   

 グリーストラップ  ○  コンクリート製 

 空調換気設備工事     

 空調機  ○   

 換気扇 ○   一部日本製とする 

 天井ファン(サーキュレー

ション FAN) 
 ○   

 冷媒配管  ○   

 保温材  ○   

 支持金物類  ○   

 温水ボイラー ○    

 熱交換器 ○    

 熱源タンク ○    

 ポンプ ○    

 パネルヒーター ○    

 定流量弁 ○    

 

表 3-11 機器資材調達リスト(電気設備工事) 

No Description 日本調達 Pakistan調達 第三国調達 備 考 

 変圧器  ○  シーメンス製(電力会社指定)

 高圧盤  ○  シーメンス製(電力会社指定)

 配分電盤 ○    

 照明器具  ○   

 電話機器  ○  輸入品(シーメンスなど) 

 放送機器 ○   現地調達の場合、輸入品 

 自火報機器 ○   現地調達の場合、輸入品 

 鋼製電線管 ○    

 ビニール電線管  ○   

 ボックス類  ○   

 電線・ケーブル  ○   

 配線器具 (スイッ

チ・コンセント) 
 ○  

 

 ハンドホール ○(蓋のみ) ○  現場打ち 

 支持金物類  ○   
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3-2-6-6 実施工程 

本プロジェクトを日本の無償資金協力により実施する場合、以下の各階段を経て進行する。 

 

(1) 実施設計(詳細設計) 

コンサルタント契約締結後、当該コンサルタントは基本設計調査報告書を基に施設建築の詳細設計をす

ると同時に入札図書を作成し、「パ」国および日本国関係機関の了承を得る。この期間に 3.0ヶ月を要する。 

 

(2) 入札業務 

実施設計の承認取得後、日本において入札の公示、入札図書の配布を行う、関係者立会いの下で入札を

実施し、審査を経てその内容が適切であると評価された入札者は落札者となり「パ」国側の通信省と CMTI

と施設建設工事および機材調達・据付工事の 2つの契約を個別に結ぶ。この期間が 3.0ヶ月を必要とする。 

 

(3) 施設建設工事と機材調達・据付工事 

通信省&CMTI と日本企業の間で締結された 2 つの契約は、日本国政府の認証を得て発行する。契約企業

は施設建設および機材調達業務を開始し、工事施工図や機材製作図の作成、機材の製作、船積輸送を行い

「パ」国イスラマバード市へ出荷する。 

尚、契約企業はプロジェクトサイトでの試運転完了まで内陸輸送を含むすべての現地作業を実施する。 

 

(4) 工事の完成 

訓練棟 1 階スペースの建築工事、設備、電気工事が終了したら、訓練生が実習で使用する車両検査機器

その他の機器類の据付工事を実施する。それら機器類の据付完了後は各機器 1 台毎に運転操作方法につい

てトレーニングを実施するとともに、関係者立会いの下で完成引渡し前検査を行う。 

機材については契約書の仕様通りであること、また施設・建築では図面通りであることを確認した後、

「パ」国側に引き渡される。すべての施設建設と機材調達・据付工事が円滑に実施された場合、受注契約

後から完了までの工事期間は約 12ヶ月が見込まれる。 
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表 3-12 実施計画工程表 

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

             

             

             

   

             

実
施

設
計

 

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

施
工
・
調
達
 

             

(現地調査) 

0.7

(現地調査) 

0.7

(現地調査) 

0.7
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本計画が無償資金協力として実施される場合の「パ」国側負担(担当)事項は以下の通りである。 

(1) 計画地の整地、工事用ストックヤードの確保 

(2) 計画地へのインフラ接続工事 

(3) 建設工事に関する許認可、申請手続き 

(4) 環境評価調査が必要となった場合の費用 

(5) 実験台、机、イス等の家具類の準備 

(6) 銀行取極め(B/A)に基づく、日本の銀行に対する手数料の支払い 

(7) 本計画に係る調達機材の、「パ」輸入港での関税、輸入税等の免税措置 

(8) 本計画に係わる日本国民が、業務遂行のため「パ」国へ入国・滞在することに係わる便宜供与 

(9) 本計画に係わる供給、業務に関して、日本国民に対する関税、国内税、その他の課徴金の免除 

(10) 本計画で調達される機材及び施設の適正かつ効果的な運営および維持管理 

(11) 本計画の無償資金協力として日本側が負担する以外のすべての費用負担 

 

調達機材の適正かつ効果的な運営及び維持管理の一環として建設機材簡易駐機場、洗車場を機材引渡し前

の 2006 年 12 月までに建設する。その概要は表 3-13 の通り。 

 

表 3-13 相手国側で建設する機械格納建屋の概要 

名 称 規 模 

建設機材格納簡易駐機場 950m2  

 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 施設・機材の維持管理体制 

導入後の施設・機材の維持管理に関しては、維持管理体制が確立されており現行の維持管理手法を拡大す

ることで、十分な対応が出来るものと判断する。維持管理体制は下記の通り整備されており、新規の施設及

び機材も適切に維持管理される体制にある。 

 

3-4-1-1 日常点検･定期整備・修理作業 

機材の日常点検に関しては、補助指導員の日常点検表に従って点検し、稼動時間及び燃料、冷却水、油

脂の消費量を補給の都度、また不具合の兆候事項があればそれも含めて日常点検記録表に記載し、記録し

ている。 

定期整備も研修の一環として、日常点検表をもとに、各機材の状態を把握し、定期整備に間に合うよう

に必要な定期整備用部品を準備し、整備内容および日程を決め実施する。修理については、建設機械運転

コースの主任指導員が点検し、燃料、油脂等のもれや急激な消費量の増大等の異状が認められた場合は、
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修理工場の技師に対して作業依頼書を初行して不具合の点検、修理を依頼する。しかし、機材運転コース

や機械整備コース研修の中での各種点検で異常が発見された場合、実習を兼ねて修理を行うか、訓錬に支

障をきたさないよう専任講師等が実施する体制をとっている。 

 

3-4-1-2 スペアパーツの管理 

スペアパーツの管理は部品管理表によって、品番、部品名、在庫個数、在庫場所等をカードシステムで

照査するシステムを用い、スペアパーツ管理は部品管理表のほかコンピュータによる在庫管理が行なわれ

ている。定期整備用交換部品及び交換を必要とする消耗部品等については、その都度、国内代理店から調

達することとしている。 

 

3-4-2 人員計画 

調達施設・機材の運営、維持管理は CMTI が行う。2004 年現在の人員構成を表 3-14 に示す。新規訓錬コー

スの開設、施設・機材の拡充により訓練生指導員及び管理職員の増員が必要となる。増員は主任指導員 4名、

補助指導員 15 名、管理部門要員 8名が必要で、本計画が実施される場合の増員計画は既に準備中である。 

CMTI の講師陣の技術レベルは機材の維持管理を行うに十分なレベルにあるが、電子制御化など 新技術の

織込まれた機材の研修指導を行うためには、カウンターパート研修や短期専門家派遣などによるレベルアッ

プが必要である。 

表 3-14 CMTI の人員構成 

単位：人 

職 種 職員数 

所長 1 

主任指導員 10 

補助指導員 65 

事務員等 14 

 

訓

錬

部

門 小 計 89 

管理部門職員 55 

合 計 145 

 

 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本計画を日本の無償資金協力により実施する場合に必要となる事業費総額は 921 百万円となり、日本政府

と「パ」政府側との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記に示す積算条件によれば、次の通りと見積も

られる。 
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3-5-1-1 日本側負担経費 

日本側負担経費 9.13 億円は暫定値であり、日本政府により無償資金協力として承認するためさらに精

査される。なお、この概算事業費は即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

建設機械技術訓錬所整備計画（施設・機材混合案件） 

概算事業費              9.13 億円 

訓錬棟、訓練生宿泊棟、食堂棟 （建築延べ床面積：3,109 m2） 

費  目 概算事業費(億円) 

施設：訓錬棟 

訓練生宿泊棟 

食堂棟 

3.83 

機材 4.52 

実施設計・施工監理 0.78 

 

3-5-1-2 パキスタン国負担経費 

「パ」国側負担経費は、4,014,000Rs (約 767 万円)と見込まれる。その内訳は次の通りである。これらの

経費については CMTI が通信省に予算申請することになっている。 

(1) 機材調達 

1) 機材の運転操作等に関する訓練にかかる燃料・資材等の準備費 42,000Rs (約  8 万円) 

2) 訓練用建設機材の簡易駐機場建設費 2,487,000Rs (約 475 万円) 

3) 据付工事費 157,000Rs (約 30 万円) 

合計 2,686,000Rs (約 513 万円) 

(2) 施設 

1) 既設入り口付近塀撤去費（200m） 23,000Rs (約 4 万円) 

2) 境界塀の新設 405,000Rs (約 78 万円) 

3) 電力引き込み（増設分） 500,000Rs (約 96 万円) 

4) 電話引き込み（増設） 200,000Rs (約 38 万円) 

5) 計器類他（本計画に含まれないもの） 200,000Rs (約 38 万円) 

合計 1,328,000Rs（約 254 万円） 

3-5-1-3 積算条件 

1) 積算時点：平成 16年 8 月 

2) 為替交換レート：1US$＝ 110.62 円  1 パキスタンルピー(Rs)＝ 1.91 円 

3) 調達期間：実施設計, 施設建設、機材調達の期間は、実施工程図に示したとおり約 19 ヶ月である。 

4) その他：本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。 
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3-5-2 運営・維持管理費 

本訓錬センターの運営・維持管理費は、通信省予算にて賄われる予定である。訓練施設・機材導入後の主

要項目について、訓練生及び指導員の増員、コースの新設、施設・機材の拡充等により必要となる費用を以

下の通り見積もった。 

(1) 人件費 

新設 3 コースの開設、DAE コースにおける CAD 課程開設に伴う増員は、主任指導員 4 名、補助指導員 15

名、機材管理要員 3 名及び管理部門職員 5 名、全体で 27 名の増員が必要である。これに要する費用は表

3-15 の通り見積もられる。 

 

表 3-15 職員増員に伴う予想人件費の見積もり 

職 種 増員数 平均月額賃金 Rs/月 予想人件費 Rs/月 

主任指導員 4 20,000 80,000 

補助指導員 15 6,000 90,000 

機材管理部門要員 3 2,000 6,000 

事務管理部門職員 5 2,000 10,000 

  人件費月間増加額 186,000 

合計 27 人件費年間増加額 2,232,000 

 

2003/2004 年度の人件費は 14,540,000Rs であり、合計 16,772,000Rs で 15.3％増となる。 

 

(2) 施設運営・維持管理費 

1) 電力料金の見積もり 

① 見積もり条件 

a) 1 ヶ月の想定使用電力量を対象とする。 

b) 機器類の運転時間は 1日 6時間、1ヶ月 22 日とする。 

② 負荷容量 

 

表 3-16 電気負荷容量 

 電灯コンセント 一般動力 機材動力 

① 訓錬棟 72KW 26KW 221KW 

② 訓練宿泊棟 17KW 22KW - 

③ 食堂棟 17W 10KW - 

④ 屋外施設 3KW - - 

合 計 109KW 58KW 221KW 

総計 388KW 

 

③ 使用電力量(年間) 

(109KW×0.6＋58KW×0.6＋221KW×0.2)×6 時間×22 日×12 月 

＝19,060ｋWh／月×12 月＝ 228,700 ｋWh／年 
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④ 電力料金(年間) 

年間電力料金＝年間使用量（ｋWh/年）ｘ 単位使用料金 （Rs/ｋWh） 

 ＝228,700 ｋWh x 4.0 Rs/ｋWh 

 ＝914,800 Rs／年（約 174.7 万円） 

 

2) ガス料金 

SUI-NORTHERN GAS 会社の料金を基に、年間の厨房・給湯・暖房に使用するガス料金を試算した。 

① ガス使用量(年間) 

厨房 1,000 食／日×22 日／月×12ヶ月×600Kcal／食 

     ÷8,700Kcal／m3×1.0Rs／m3＝18,200Rs／年 

給湯 250 人×30ℓ／人・日×22 日÷8,700Kcal／m3 

÷0.8×365 日／年×1.0Rs／m3＝8,600Rs／年 

暖房(宿舎)62,000Kcal／H÷8,700Kcal／m3×2250／年×1.0Rs／m3＝16,000Rs／年 

 

ガス料金の年間料金は 42,800Rs（8.2 万円）と見積もられる。 

 

3）水道料金 

CMTI は水道料金として 12,000Rs／6 ヶ月定額を CDA に支払っている。 

給水量に関係なく、年間水道料金は 24,000Rs（4.6 万円）となっている。 

 

施設の維持管理費用、電気、ガス及び水道水の使用量総額は、年間約 981,000Rs（187.5 万円）となる。 

 

（3) 燃料・オイル費用 

導入予定の訓練用建設機材の訓錬時に直接必要とされる燃料・オイル費用の見積りを表 3-17 に示す。 

本計画による調達機材の燃料・オイル費は約 214 万 Rs と推計され、既存機材(2003 年度)の支出実積と

あわせると合計 259 万 Rs と予測される。 
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表 3-17 燃料・オイル費用見積 

(単位： ltr) 

No. 機材 仕様 台数
燃料・オイル消費量 

(ltr /日・1台) 

燃料・オイル消費量 

(ltr /日・合計台数)

1 ブルドーザ 240 hp 3 0.138 x 240 hp x 2.5h = 83 249 

2 油圧ショベル 145hp 3 0.133 x 145 hp x 2.5h = 48 114 

3 ホイールエクスカベータ 120hp 2 0.133 x 120 hp x 2.5h = 40 80 

4 モータグレーダ 160hp 1 0.081 x 160 hp x 2.5h =32 32 

5 ホイールローダ 160hp 3 0.115 x 160 hp x2.5h = 35 105 

6 ラフテランクレーン 220hp 1 0.077 x 220 hp x 2.5h =42 42 

7 送迎用マイクロバス 120ph 2 0.044 x 120 hp x 2.5h = 13 26 

8 ピックアップトラック 80ph 1 0.037 x 80 hp x2.54h = 7 7 

合 計 22  655 

積算条件； 

1.年間稼働日：120 日 

運転コースは 3回/年で 1回当たり各機材 40 日稼動し合計 40 X 3=120 日 

2.1 日の平均稼働時間： 2.5 h 

3.運転 1 時間当たり燃料/・オイル消費率(ltr/hp-h)；「国土交通省 建設機械等損料算定表で定められ

ている標準による」、「オイル費用；燃料消費量の 1%」 

4.ディーゼル燃料平均価格：24.5 Rs/ltr ＝ 46.8 円/ltr 

(2004.12 現在；$1=57.8 Rs＝110.62 円、1Rs＝ 1.91 円) 

5.燃料・オイル年間費用：  

新規導入機材；(655＋7) ltr/日 x 120 日 x 24.5Rs/ltr ＝1,946,280 Rs＝ 372 万円 

 

(4) 車両及び訓錬機材の維持修理費 

本計画による導入予定の車両及び訓錬機材は適切なスペアパーツ計画を行なうことにより、今後 2～3年

間は新たな費用は必要ないものと判断される。既存の車両及び訓練用建設機材の維持管理費は予算が計上

されている。また今後の維持修理費は、新規導入機材を中心に訓練を実施し、既存訓練用建設機材は補助

機材として使用するため維持管理費用は軽減される。 

維持修理費のうち残り約 50%は修理工賃であるが、ほとんどの修理は CMTI おける訓錬整備実習の中で消

化可能であり、追加費用の計上はないものと考えられる。 

2003 年度の支出実績(180 万 Rs)を確保すれば、車両及び機材の維持修理費に十分対応できるものと考え

られる。 

 

(5) 年間運営・維持管理費用 

年間の運営・維持管理費用として、人件費は、16,772,000Rs(3,203 万円)、施設の維持管理費は

2,781,000Rs (531 万円)、燃料・オイル費用は 2,396,000Rs(455 万円)及び車両・機械維持管理費

1,880,000Rs(359 万円)と見積もられる。 

年間の運営・維持管理費合計 23.899 百万 Rs／年は、下表に示すように 2004 年度の年間予算の 13.0%増

と想定される。「パ」国側は 2005/2006 年度の予算請求予定金額として、概ね同額を既に作成しており、本

計画に対する予算処置は十分と判断される。また、訓練生から徴収した学費や寮費は CMTI と通信省の間で

分配され、CMTI では通常の予算とは別会計でこの分配金を既存施設の大規模な修繕費用や職員の訓練費用

など特別な場合の出費に充てていることを考慮すると、運営・維持管理費は問題なく対応出来る範囲であ
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る。 

表 3-18 CMTI の運営・維持管理費実績と見積もり 

(単位：百万 Rs.) 

年度 2003/2004 2004/2005 

予算申請額 28.649 31.653 

追加運営・維持 

管理費(予測) 

運営・維持 

管理費 

終承認額(収入) 18.740 21.148 - - 

人件費 
14.540 

78% 
 

2.232 

 

16.772 

70％ 

施設の維持管理費 
1.800 

10% 
 

0.981 

 

2.781 

12% 

燃料代 
0.450 

2% 
 

1,946 

 

2.396 

10% 

車両・機械の維持管理費
1.880 

10% 
 0 

1.880 

8% 

その他 
0.070 

0% 
 0 

0.070 

0% 

支出計 18.740   23.899 

収支 0.000    

 

学費・寮費の分配金額 0.982    
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第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

「パ」国では旅客や貨物の輸送の 90％以上が道路を通じて行われている。この内、国道公団の管理してい

る国道の総延長は 8,885km で道路網全体の 3.5％に過ぎないが、旅客・貨物の輸送交通量の 80％を支えてい

る。しかしながら、これら国道の道路状態は、優良 28％、良 8％、不良 17％、非常に不良が 47％と半分以上

の道路で補修工事が必要な状況である。また、道路網が未発達な北部地域を中心に新規道路の建設も必要と

なっている。 

本計画により以下の効果が期待される。 

 

(1) 直接効果 

1) 新しい訓練プログラムが設定され、研修内容が「パ」国の現在の建設現場でのニーズに合致したもの

にレベルアップされる。 

2) 新の技術を習得した道路建設技術者が増加する。 

 

(2) 間接効果 

1) 建設現場において新型の建設機材の性能が十分に引き出されることにより、道路整備計画が効率的に

促進され、経済が活性化する。 

2) 電子制御機器搭載型機材の建設機械や建設車両の修理が迅速に行われるようになり、機材の休車（故

障）期間が減少する。 

3) 建設現場において十分な CAD 技術者が確保され、建設工事が効率化される。 

4) 道路補修整備により走行車両の騒音や塵埃発生が抑えられ、道路沿線環境が改善される。 

5) 道路整備計画が促進されることにより貧困の格差が縮小される。 

6) 道路整備計画が促進されることにより、新たな道路技術者の雇用が創出される。 

 

4-2 課題・提言 

本計画の実施により、前述の通り多大な効果が期待できるが、その効果をより確実にし、プロジェクト完

了以降も継続的に発展させるために CMTI 側は以下の課題に取り組む必要がある。 

(1) 本計画で調達予定の機材に組込まれた電気･電子制御技術に関して、CMTI のインストラクターにとっ

て知識が不十分なものであるため、日本の技術協力を検討する。 

(2) 現在のオペレータコースの対象機材は 16 種もの多岐に亘っており、結果として運転操作時間の不足に

繋がっている。1つのコースでは多くて 3機種程度の運転操作訓練に特化する等の工夫を行う。 

(3) オペレータコースと同様に、メカニックコースにおいても修理作業により直結した実習作業をより多

くの訓練生が実施できるよう訓練方法の工夫を行う。 

(4) 今後も建設機械の改良は進むと考えられるため、CMTI 独自での機材の計画的な更新が必要であり、毎
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年の予算から機材更新予算を確保する。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

プロジェクトの内容、その効果の程度、対象となる施設および機材の運用･維持管理の能力などから、我が

国の無償資金協力による協力対象事業として実施することは、以下の観点から妥当と判断する。 

 

(1) 「パ」国では全国的に道路整備計画が進められており、プロジェクトの裨益対象が「パ」国全土に及

ぶと考えられる。 

(2) 「パ」国の独自の人材と技術で建設予定施設および調達予定機材の運営･維持管理を行うことが可能で

あり、過度に高度な技術を必要としない。 

(3) 道路建設に係る優秀な技術者の育成を目的とするこのプロジェクトは、「パ」国の道路網整備計画の基

本戦略に沿ったものである。 

(4) CMTI は通信省傘下の公共訓練機関であり、組織の収益を上げるためのプロジェクトではない。 

(5) このプロジェクトによる環境破壊や住民移転などの環境社会配慮面での問題は発生しない。 

 

4-4 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待できると同時に、無償資金協力の本来の姿である相手

国の国家開発プロジェクトの実行に必要となる資金の一部を支援し、全体のプロジェクトは、相手国が 大

限の努力を行い、自らが責任を持って遂行するという理想に近い内容のものであり、協力対象事業の一部と

して、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。 

さらに、本プロジェクトの運営･維持管理についても、相手国側体制は資金確保のめどがついており、問題

ないと考えられる。さらに、課題･提言で述べた点が改善･整備されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効

果的に実施しうると考えられる。 
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添付資料 1.  調査団員・氏名 



 

添付資料 1.  調査団員・氏名 

(1) 基本設計調査 

担 当 所 属 氏 名 

総 括 国際協力機構パキスタン事務所次長 三角 幸子 

計画管理 国際協力機構無償資金協力部 

業務第二グループ交通インフラチーム 

小柳 桂泉 

業務主任/研修計画/

運営維持管理計画 

（株）建設企画コンサルタント 檜垣 陽一 

建築計画・設計 八千代エンジニアリング（株） 加瀬 敞康 

施工計画/積算 八千代エンジニアリング（株） 高橋 豊 

機材計画/調達計画/

積算 

（株）建設企画コンサルタント 石原 博英 

機材計画 II （株）建設企画コンサルタント 蒲池 一比古 

業務調整 （株）建設企画コンサルタント 渡辺 幹治 

 

(2) 基本設計概要説明調査 

担 当 所 属 氏 名 

総 括 国際協力機構無償資金協力部 

業務第二グループ交通インフラチーム長 

荒津 有紀 

計画管理 国際協力機構無償資金協力部 

業務第二グループ交通インフラチーム 

西形 康太郎 

業務主任/研修計画/

運営維持管理計画 

（株）建設企画コンサルタント 檜垣 陽一 

施工計画/積算 八千代エンジニアリング（株） 高橋 豊 

機材計画/調達計画/

積算 

（株）建設企画コンサルタント 石原 博英 

 

 



 

 

 

 

 

 

添付資料 2.  調査工程 



 

添付資料 2.  調査工程 

(1) 基本設計調査 

   官団員 コンサルタント団員 

No. 日付  

三角 幸子 

 

小柳 桂泉 

檜垣陽一、加瀬敞康、高橋豊、石原博英 

蒲池一比古､渡辺幹治 

1 2004 年 

8月 23日(月) 

  檜垣、加瀬、高橋、石原、渡辺団員： 

成田 14:00→イスラマバード 21:05 (PK853) 

2   24 日 (火)   JICA 事務所表敬、 

CMTI 表敬・協議、ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄの説明と確認 

3   25 日(水)   CMTI の現状調査、ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄの説明と確認 

4   26 日(木)   CMTI の現状調査 

5   27 日(金)   CMTI の現状調査 

6   28 日(土)   CMTI の現状調査 

7   29 日(日)  成田 11:00→ﾊ ﾞ ﾝ ｺ ｸ

15:30 (JL717) 

ﾊﾞﾝｺｸ 20:00→ﾗﾎｰﾙ

22:40 (TG505) 

資料整理 

ﾗﾎｰﾙ 8:40→ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ

8:50 (PK356) 

（蒲池団員：成田 14:00→ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ 21:05 (PK853)） 8   30 日(月)  

在パキスタン日本大使館表敬、JICA 事務所表敬、CMTI との打合せ 

9   31 日(火)  通信省表敬、財務省表敬、CMTI との打合せ 

10 9 月 1 日(水)  CMTI との打合せ 

M/D 協議 11   2 日(木)  

 （渡辺団員帰国：イスラマバード 22:35→成田 3 日 12:40 

(PK852)） 

12    3 日(金) M/D 署名、在パキスタン日本大使館報告、JICA 事務所報告 

（小柳団員帰国：イスラマバード 19:30→ラホール 20:20 (PK381) 

ラホール 23:50→バンコク 4 日 6:20 (TG506)） 

13    4 日(土)  ﾊﾞﾝｺｸ 8:35→ 

成田 16:35 (JL708)

補足調査 

14    5 日(日)  補足調査 

15    6 日(月)  補足調査 

16    7 日 (火)  補足調査 

17    8 日(水)  CMTI との打合せ 

18    9 日(木)  CMTI との打合せ 

19   10 日(金)  補足調査 

20   11 日(土)  補足調査 

（高橋団員帰国：ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ 19:00→ｶﾗﾁ 20:55 (PK309) 

ｶﾗﾁ 23:30→ﾊﾞﾝｺｸ 12 日 6:30 (TG502) 

ﾊﾞﾝｺｸ 12 日 11:20→成田 19:30 (TG640)） 

21   12 日(日)  資料整理 

（蒲池団員帰国：ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ 22:30→ｶﾗﾁ 13 日 00:25

(PK319)  ｶﾗﾁ 02:55→ﾊﾞﾝｺｸ 9:45 (TG508) 

ﾊﾞﾝｺｸ 13 日 11:20→成田 19:30 (TG640)） 

22   13 日(月)  CMTI との打合せ 

23   14 日(火)  在パキスタン日本大使館報告、JICA 事務所報告 

檜垣、加瀬、石原団員帰国： 

ｲｽﾗﾏﾊﾞｰﾄﾞ 19:30→ﾗﾎｰﾙ 20:20 (PK381) 

ﾗﾎｰﾙ 23:50→ﾊﾞﾝｺｸ 15 日 6:20 (TG506) 

24   15 日(水)  ﾊﾞﾝｺｸ日 11:20→成田 19:30 (TG640)） 

 



 

(2) 基本設計概要説明調査 

  官団員 コンサルタント団員 

No. 日付 荒津 有紀 

西形 康太郎 

檜垣 陽一 

高橋 豊 

石原 博英 

1 2005 年 

1月25日 
(火曜日) 

 東京 18:45→バンコク 23:45 (JL707) 

バンコク 01:00→イスラマバード 04:00 (PK893) 

2  26 日 (水曜日) 
JICA との打合せ 

日本大使館へ表敬訪問 

3  27 日 (木曜日) 
通信省へ表敬訪問 

CMTI にて打合せ 

4  28 日 (金曜日) CMTI にて基本設計概要書の説明・協議 

5  29 日 (土曜日) CMTI にて基本設計概要書の説明・協議 

6  30 日 (日曜日) 団内ミーティング 

7 . 31 日 (月曜日) CMTI と M/D 議論 

8 2 月 1 日 (火曜日) 

M/D 署名 

日本大使館、JICA へ報告 

イスラマバード 19:30→ 

ラホール 20:20 (PK381) 

ラホール 23:50 (TG506)→ 

M/D 署名 

日本大使館、JICA へ報告 

9  2 日 (水曜日) 

バンコク 06:15 

バンコク 08:20 (TG676)→ 

東京 16:00 

CMTI にて基本設計概要書の補足説明・協議 

10  3 日 (木曜日)  CMTI にて基本設計概要書の補足説明・協議 

11  4 日 (金曜日)  

日本大使館、JICA へ報告 

イスラマバード 19:30→ラホール 20:20 (PK381) 

ラホール 23:50→ 

12  5 日 (土曜日)  
バンコク 06:15 (TG506) 

バンコク 08:20→東京 16:00 (TG676) 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

添付資料 3.  関係者（面会者）リスト 



 

添付資料 3.  関係者（面会者）リスト 

 

パキスタン国側関係者 

Construction Machinery Training Institute (CMTI) 

Mr. Muhammad Asif Director 

Mr. Liaquat Jamil Acting Director 

Mr. Abid Mubarak Administration Officer 

Mr. Muhammad Bilal Bashir Training Officer 

Mr. Zia Ur Rehman Instructor 

Mr. Qazi Mushtaq Ahmed Khattak Instructor 

Mr. Muhammad Ejaz Instructor 

Mr. Nisar Ul Murtaza Instructor 

Mr. Fiaz Hussain Shah Instructor 

 

Ministry of Communications (COM) 

Mr. Mussadaq Mohammad Khan Joint Secretary 

Mr. Atig Ahmad Director, Road Transport 

 

National Highway Authorty (NHA) 

Mr. Raja Nowsherwan Member Planning 

Mr. Noboru Kondo Adviser (JICA Expert) 

 

Pakistan Environmental Protection Agency (PEPA) 

Mr. Asif S. Khan Director General 

Mr. Mir Sajjad Hussain Talpur Deputy Director 

 

Ministry Economic Affairs & Statistics 

Mr. Muhammad Ashraf Khan Joint Secretary 

Mr. Samr Dhsan Section Officer 

 

Ministry of Labour, Manpower & Overseas Pakistanis 

Mr. Raja Faiz ul Hassan Faiz Central Labour Advisor 

 



 

 

日本国側関係者 

在パキスタン日本国大使館 

Mr. Takeshi MATSUNAGA Head of Economic and Development Section 

Mr. Teruo KOBAYASHI Second Secretary 

Mr. Yoshihito KATSUO Second Secretary 

 

JICA パキスタン事務所 

Mr. Nobuyuki YAMAURA Resident Representative 

Mr. Mitsunobu INABA Deputy Resident Representative 

Ms. Sachiko MISUMI Sr. Deputy Resident Representative 

Mr. Sohail Ahmad Senior Programme Officer 



 

 

 

 

添付資料 4.  当該国の社会経済状況（国別基本情報抜粋） 







 

 

 

 

 

 

添付資料 5.  討議議事録 

 

(1) 基本設計調査 

(2) 基本設計概要説明調査 















































 

 

 

 

 

 

添付資料 6.  事前評価表 



事 業 事 前 計 画 表 （ 基 本 設 計 時 ）  

１． 案件名 

 パキスタン国 道路建設機械技術訓練所整備計画 

２． 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

パキスタン共和国（以下「パ」国）は、1947 年の分離独立以来数次に亘る中･長期国家開発計画を策

定し近代国家への道を目指してきた。特に道路、ダム、灌漑施設等の経済社会インフラの整備を重点施

策として掲げ、経済活動を活性化し高い経済成長率を実現し雇用の促進、所得水準の向上、ひいては貧

困の削減を図るものとしている。 

このような状況の下、「パ」国政府はこれらのインフラ整備に大きな役割を果たす建設機械の運転操

作･維持管理に携わる人材の育成が急務となり、1885 年に日本国政府に対し建設機械技術訓練所の設立

に関する無償資金協力と共に、教育･訓練に必要となる技術の移転を目的とした技術協力を要請し、成

功裏に建設機械技術訓練所が開所された。 

その後、既存訓練コースの増強（定員増）と新規コースの開設を目的とする無償資金協力が 1996 年

に実施され、現在までに約 9,200 名が人材を世に送り出された。 

他方、建設機械は 1990 年後半頃から運転操作の容易化や排気ガス対策等を目的とした電子制御技術

の取入れなどの近代化が急速に進み、従来の機材のみを使用した運転操作･維持管理訓練だけでは効果

的且つ正しい運転操作や故障発生時の対処が出来ないため、故障発生頻度の増加や故障発生時の修理所

要時間の増加が懸念される状況となっている。 

このような状況を改善するため、「パ」国政府は近代化された建設機材に対応できる、電気工、溶接

工、建設車輌修理工を養成する新規コースの開設と既存コースの強化に必要となる機材の調達および、

新規コース開設に伴う施設の増設について無償資金協力を我が国に要請した。 

３． プロジェクト全体計画概要 ＊無償資金協力案件を投入の１つとする相手国政府によるプロジェクト全体計画 

＊下線部:本無償資金協力に直接関係する成果、活動及び投入 

（１）プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

 道路網の整備が促進され貨物･旅客輸送が活発になり社会経済の発展がもたらされる。 

 裨益対象：パキスタン国内の全住民／裨益人口:約 1億 4872万人(2004 年) 

（２）プロジェクト全体計画の成果 

 ア 建設機械運転操作･維持管理訓練用機材が増強される。 

 イ 近代的建設機械に対処できる技術者･技能者が育成され、新規 3 コース（建設車輌メカニッ

クコース、建設機械電気工コース、溶接･組立コース）が開設される。 

 ウ 道路等のインフラ整備事業が効率化される。 

（３）プロジェクト全体計画の主要活動 

 近代的建設機械を効率的に運転操作し、適切な維持管理が出来る技能者が育成される 

（４）投入（インプット） 

 ア 日本側（＝本案件）：無償資金協力 9.13億円 

 イ 相手国側 

 （ア）必要な人員の確保 

 （イ）施設建設予定地の整地、工事用ストックヤードの確保、水や電気等の接続に要する費用 



 （ウ）調達予定機材の簡易駐機場設置に係る経費 

（５）実施体制 

 主管官庁：通信省（Ministry of Communication） 

 実施機関：建設機械技術訓練所 (Construction Machinery Training Institute) CMTI 

４． 無償資金協力案件の内容 

（１）サイト 

 ・パキスタン国 パンジャブ州 イスラマバード 

（２）概要 

 ・近代的建設機械の運転操作･維持管理訓練に必要な機材の調達と施設の建設工事。 

（３）相手国側負担事項 

 ・調達予定建設機械のための簡易駐機場設置工事 

 ・増設予定施設の用地整備作業とインフラ接続工事 

（４）概算事業費 

 ・概算事業費 9.21億円（無償資金協力 9.13億円、相手国側負担 0.08億円） 

（５）工期 

 ・詳細設計・入札期間を含め約 19ヶ月（予定） 

（６）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

 ・工事許可取得のための環境影響評価手続きが必要になるが、深刻な環境面での問題は無い。

５． 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の達成に関するもの） 

・「パ」国の治安、政治情勢、経済状態に突発事態が発生しない。 

６． 過去の類似案件からの教訓の活用 

 ・特になし 

７． プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 ・近代的建設機械に対応可能な人材育成（新規開設訓練コースの修了者） 

 １ 建設車両メカニックコース 

 ２ 建設機械電気コース 

 ３ 溶接･組立コース 

各コースとも年 3回（3ヵ月/回）実施 

  

（２）その他の成果指標 

 ・特になし 

（３）評価のタイミング 

 2010 年以降（プロジェクト完了後 3 年経過した時点） 

 



 

 

 

 

 

 

添付資料 7.  参考資料／入手資料リスト 



 

添付資料 7.  参考資料／入手資料リスト 

 

No. 分野 標題 概要  

1 道路 DEVELOPING THE ROAD 

NETWORK 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Ministry of Communications 

2004 年 

プリント 

Pakistan Development Forum 2004 資料 

2 道路 PROVINCIAL ROAD 

DEVELOPMENT 

PROGRAMME, PUNJAB 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Punjab 

2004 年 

プリント 

Pakistan Development Forum 2004 資料 

3 道路 INFRASTRUCTURE 

DEVELOPMENT IN 

BALOCHISTAN 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Balochistan 

2004 年 

プリント 

Pakistan Development Forum 資料 

4 道路 Road Development 

Programme 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of NWFP 

2004 年 

プリント 

Pakistan Development Forum 資料 

5 道路 FIVE YEAR 

INVESTMENT PLAN 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

National Highway Authority (NHA) 

2004 年 

プリント 

2004-5~2008-9 年の道路投資計画 

6 開発 ANNUAL PLAN 2003-04 発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, Planning Commission 

2003 年 

オリジナル 

セクター別開発計画の概要 

7 開発 PUBLIC SECTOR 

DEVELOPMENT 

PROGRAMME 2003-04 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, Planning Commission 

2003 年 

プリント 

セクター別開発計画の概要 

8 開発 HUMAN DEVELOPMENT 

IN SOUTH ASIA 2003 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Mahabubu ul Haq Human Development Centre 

2004 年 

オリジナル 

南アジアの人材開発報告書 

9 開発 SOCIAL DEVELOPMENT 

IN PAKISTAN Annual 

Review 2002-03 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Social Policy and Development Centre 

2003 年 

オリジナル 

2002-03 年社会開発報告書 

10 環境 Pakistan Environmental 

Protection Act 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

PEPA 

1997 年 

プリント 

パキスタン環境保護法 



 

No. 分野 標題 概要  

11 環境 PAKISTAN 

ENVIRONMENTAL 

PROTECTION AGENCY 

(REVIEW OF IEE 

AND EIA) REGULATIONS, 

2000 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

PEPA 

2000 年 

プリント 

環境影響評価規定 

12 環境 Policy and procedures for 

the filling, review and 

approval of environmental 

assessment 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, PEPA 

1997 年 

プリント 

環境影響評価手続き規定 

13 統計 Pakistan Statistical Year 

Book 2004 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, Statistics Division 

2004 年 

オリジナル 

経済年鑑 

14 統計 Monthly Bulletin of 

STATISTICS 2004 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, Statistics Division 

2004 年 

オリジナル 

月別の経済統計 

15 経済 Pakistan ECONOMIC 

SURVEY 2003-04 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan 

2004 年 

オリジナル 

経済報告書 

16 経済 ANNUAL REPORT 

2002-2003 Review of the 

Economy Vol. I, II 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

State Bank of Pakistan 

2003 年 

オリジナル 

2002-03 年の経済報告書 

17 予算 ANNUAL BUDGET 

STATEMENT 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, Finance Division 

2004 年 

オリジナル 

2004-05 年の国家予算資料 

18 予算 BUDGET SPEECH 発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, Finance Division 

2004 年 

オリジナル 

2004-05 年の国家予算資料 

19 予算 SUPPLEMENTARY 

DEMANDS FOR GRANTS 

AND APPROPRIATIONS 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Government of Pakistan, Finance Division 

2004 年 

オリジナル 

2003-04 年の国家予算資料 

20 法規 LABOUR LAWS (Labour 

Code) 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

National Law Report 

2004 年 

オリジナル 

労働法規集 



 

No. 分野 標題 概要  

21 法規 LABOUR POLICY 2002 発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Ministry of Labour 

2002 年 

オリジナル 

労働法規集 

22 法規 THE CENTRAL EXCISES 

ACT, 1994 

Edition, 2004-2005 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Nadeem Law Book House 

2004 年 

オリジナル 

消費税法に関する資料 

23 法規 THE SALES TAX ACT, 

1990 WITH RULES 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Nadeem Law Book House 

2004 年 

オリジナル 

消費税法に関する資料 

24 CMTI

関係 

PC-1 PHASE-II 

EXPANSION PLAN CMTI 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

CMTI 

1996 年 

オリジナル 

CMTI のフェーズ II 用 PC-1 

25 CMTI

関係 

CONSTRUCTION 

MACHINERY TRAINING 

INSTITUTE Brochure 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

CMTI 

2002 年 

オリジナル 

CMTI パンフレット（募集要項を含む） 

26 地図 ATLAS OF PAKISTAN 発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

Survey of Pakistan 

1997 年 

オリジナル 

パキスタン国地図帳 

27 地図 ROAD MAP OF 

PAKISTAN 

発行機関 

発行年 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ/ﾌﾟﾘﾝﾄ別 

内容要旨 

National Highway Authority (NHA) 

2003 年 

プリント 

整備計画を含む道路地図 

 



 

 

 

 

 

 

添付資料 8.  施設図面集 



 

 

 

Drawing No.  Title  

 

A. 建築図 

A-01 全体配置図 

A-02 本計画施設配置図 

A-03 訓練棟・平面図（1F､ 2F） 

A-04 訓練棟 立面図・断面図 

A-05 訓練生宿泊棟 平面図（1F､ 2F） 

A-06 訓練生宿泊棟 立面図・断面図 

A-07 食堂棟 平面図・立面図・断面図 

 

E. 電気図 

E-01 幹線引込図 

E-02 単線結線図 

E-03 幹線・動力設備 （訓練棟 2Ｆ） 

E-04 幹線設備 （訓練生宿泊棟 1Ｆ） 

E-05 幹線設備 （食堂棟） 

E-06 電灯設備 （訓練棟 2Ｆ） 

E-07 電灯設備 （訓練生宿泊棟 1Ｆ） 

E-08 電灯設備 （食堂棟） 

 

M. 機械図 

M-01 上水・下水 配管系統図 

M-02 排水衛生設備 （訓練棟 2F） 

M-03 給水衛生設備 （訓練棟 1Ｆ&2Ｆ） 

M-04 空調換気設備 （訓練棟 2Ｆ） 

M-05 暖房設備配管図 （訓練生宿泊棟 1Ｆ） 

M-06 暖房設備 （訓練生宿泊棟 2Ｆ） 

M-07 空調換気設備 （食堂棟 厨房・食堂） 

 

ネットワーク・レイアイト図 
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添付資料 9.  建設施設・調達機材リスト 



 

添付資料 9.  建設施設・調達機材リスト 

 

 No. 項    目 数量 

 1. 教室、コンピュータ/CAD 室  

1) 1-a 新設コース用教室（サイズ：約 25 フィート ｘ 25 フィート） 3 

2) 1-b コンピュータ/CAD 室（サイズ：約 25 フィート ｘ 25 フィート） 2 

3) 1-c 新設コースのための実習室 

（サイズ：約 70 フィート ｘ 70 フィート) 
1 

4) 1-d 教室(1-a)用机/椅子（訓練生が使用） 60/150 

5) 1-e インストラクター用机/椅子 

（(1-a)と(1-b)のインストラクターが使用） 
5 

6) 1-f 管理室用机/椅子 5 

7) 1-g 来客者用椅子 10 

8) 1-i コンピュータ/CAD 室(1-b)用机/椅子（訓練生が使用） 

2 教室：42（21+21） 

サーバー室：2 

机サイズ：600mm×1000mm 

44 ｾｯﾄ 

9) 1-j コンピュータ/CAD 室(1-b)用空調装置 3 

10) 1-k プロジェクターのためのスクリーン 5 ｾｯﾄ 

 2. 訓練生宿泊棟  

11) 2-a 訓練生用：9 部屋、学習室：1 部屋、インストラクター用：5 部屋、ロビー：1 

（収容能力：訓練生 50 名、インストラクター5 名） 
1 

12) 2-b 学生/インストラクター用サイドテーブル付きベッド 55 

13) 2-c 学習室用机（8 人掛け用） 4 

14) 2-d 学習室用椅子 30 

15) 2-e インストラクター部屋用机/椅子 

（椅子：2、センターテーブル：1） 
5 ｾｯﾄ 

16) 2-f インストラクター部屋用空調装置 5 

 3. 食堂棟  

17) 3-a 食堂、厨房 1 

18) 3-b 食卓 17 

19) 3-c 食卓椅子 100 

20) 3-d インストラクター食堂用空調施設 1 

 4. パーソナルコンピュータ関連  

21) デスクトップパソコン 合計: 47 

 ・ スタンダードタイプパーソナルコンピュータ 21 

 

4-a 

・ CAD 用ハイエンドタイプパーソナルコンピュータ 26 

  17 インチディスプレイ 47 

22) 4-b サーバーコンピュータ 2 

23) 4-c 関連ソフトウェア 26 



 

 No. 項    目 数量 

・CAD ソフトウェア（例えば Auto CAD2005） 

 5. ネットワーク施設関連  

24) 5-a 10/1000Mbps スイッチ 

16 ポートスイッチ：3 

32 ポートスイッチ：2 

112 ﾎﾟｰﾄ 

25) 5-b ファン付きサーバーコンピュータ用ラック 2 

26) 5-c 

  

UTP ケーブル 

・20mUTP ケーブル：2 

・15mUTP ケーブル：1 

・10m UTP ケーブル：54 

合計 595m 

27) 5-d A4 白黒レーザープリンタ（1200dpi） 2 

28) 5-e A3 カラーレーザープリンタ（1200dpi） 1 

29) 5-f A1 カラープロッタ（1200dpi） 1 

30) 5g マルチメディアプロジェクター 2 

31) 5-h UPS（1,500VA） 2 

 6． 訓練用建設機械  

32) 6-a-1 リッパー付きブルドーザ(220HP クラス) 2 

33) 6-a-2 ウインチ付きブルドーザ(220HP クラス) 1 

34) 6-b 油圧ショベル（0.7m3 クラス） 3 

35) 6-c ホイールエキスカベータ（0.43m クラス） 2 

36) 6-d モーターグレーダ 1 

37) 6-e ホイールローダ（150HP クラス） 3 

38) 6-f ラフテランクレーン（25 トンクラス） 1 

39) 6-g スペアパーツ 1 ﾛｯﾄ 

 8. 管理部門用機材  

40) 8-a マイクロバス 2 

41) 8-b ピックアップトラック 1 

42) 8-c ジェネレータ（20kva、3 フェーズ、440ボルト） 1 

 9. 検査用機材  

43) 9-a トウインゲージ 1 

44) 9-b キャンバキャスターキングピン 1 

45) 9-c ターニングラジアルスゲージ 1 

46) 9-d ブレーキテスター 1 

47) 9-e サイドスリップテスター 1 

 10-a 建設車両メカニックコース（新設コース）用機材  

48) 10-a-1 パワーステアリング装置構造模型(C-AM)* 1 

49) 10-a-2 トラック前輪構造サンプル(AP)** 1 

50) 10-a-3 油圧作動クラッチ(OHP-t)*** 1 ｾｯﾄ 

51) 10-a-4 減速ギア付きギアボックス(C-AM) 1 

52) 10-a-5 バス用ダブルクラッチ(油圧式+機械式)(C-AM) 1 



 

 No. 項    目 数量 

53) 10-a-6 アッカーマンステアリングシステム(OHP-t) 1 ｾｯﾄ 

54) 10-a-7 進角・遅各機能付きイグニッション・ディストリビュータ(OHP-t) 1 ｾｯﾄ 

55) 10-a-8 オイルネータ(C-AM) 1 

56) 10-a-9 イグニッション・ディストリビュータにおける真空促進(OHP-t) 1 ｾｯﾄ 

57) 10-a-11 トラック用ディーゼルエンジンモデル(C-AM) 1 

58) 10-a-12 ガソリンエンジンモデル(C-AM) 1 

59) 10-a-14 インライン燃料噴射ポンプ(C-AM) 1 

60) 10-a-15 ディーゼルエンジン分解・組立実習装置(AP) 2 

61) 10-a-16 電子制御式燃料噴射システム説明パネル 1 

62) 10-a-17 ターボチャージャー(C-AM) 1 

63) 10-a-22 トラック用ホイール・バランサー 1 

64) 10-a-23 トラック用タイヤチェンジャー 1 

65) 10-a-24 タイヤゲージ 2 

66) 10-a-25 チェーンブロック付きガントリクレーン 2 

67) 10-a-26 ガソリンエンジン分解・組立実習装置 2 

68) 10-a-28 キャンパーキャスターキーピングゲージ 2 

69) 10-a-29 ターニングラジアスゲージ 1 

70) 10-a-33 シリンダヘッドスタンド 2 

71) 10-a-34 燃料噴射圧テスターキット 2 

72) 10-a-35 エンジンサポートバー 2 

73) 10-a-36 ブレーキフィールドエアー抜き装置 1 

74) 10-a-38 エンジン・スタンド 4 

75) 10-a-39 油圧プレス 1 

76) 10-a-40 運搬車 4 

77) 10-a-41 ウォールラック 4 

78) 10-a-42 作業用寝板 4 

79) 10-a-43 ディスクグラインダー 2 

80) 10-a-44 ダイヤルゲージ(プランジャータイプ) 2 

81) 10-a-45 ボール盤 2 

82) 10-a-46 水圧テストポンプ 2 

83) 10-a-48 油圧プレス 1 

84) 10-a-49 ディーゼルスモークメーター 1 

85) 10-a-50 タイヤインフレーたー 1 

86) 10-a-51 垂直ボーリングマシン(携帯用) 1 

87) 10-a-52 シリンダホーニング盤(携帯用) 1 

88) 10-a-53 チューブ焼付器 2 

89) 10-a-54 ディーゼルエンジン用真空ゲージ 2 

90) 10-a-55 燃料系統用真空ポンプゲージ 1 

91) 10-a-56 バルブ・スプリングテスター 2 



 

 No. 項    目 数量 

92) 10-a-57 油圧ガレージジャッキ 4 

93) 10-a-58 ブレーキライニングリベッター 1 

94) 10-a-59 電気ドリル 2 

95) 10-a-60 ピストンリング溝クリーナー 1 

96) 10-a-61 バッテリー液比重計 2 ｾｯﾄ 

97) 10-a-62 ディーゼルタイミングタコテスター 4 

98) 10-a-63 三脚スタンド(説明パネル用) 6 

99) 10-a-64 ラックアンドピニオン式ステアリングギア装置 1 

100) 10-a-67 ブレーキスピードメーターテスター 1 

101) 10-a-68 ガソリンエンジン用電子制御式燃料噴射システム(説明パネル) 1 

102) 10-a-69 卓上電気グラインダー 1 

103) 10-a-70 ディーゼルエンジン用コンプレッションゲージ 2 

104) 10-a-71 塗装機器 (6品目) 1 ｾｯﾄ 

 71-1 エアー調節器 1 

 71-2 重力式塗装ガン, 1.3mm 1 

 71-3 吸上式塗装ガン, 1.3mm 1 

 71-4 重力式塗装ガン用塗料カップ, 400cc 1 

 71-5 吸上式塗装ガン用塗料カップ, 1,000cc 1 

 71-6 エアーホース, 10m 1 

105) 10-a-72 自動車整備工具 (101品目) 1 ﾛｯﾄ 

 72-1 ハクソーフレーム、 のこ刃 12 枚 16 

 72-2 モンキーレンチ,250、375、600mm 16 

 72-3 スクリュープレート（タップ＆ダイス）セット, M3 ～ M20 4 

 72-4 片手ハンマー, 450 & 900g 16 

 72-5 ピン・ポンチ, 3.2, 4.5 & 8mm 16 

 72-6 フラット・チぜル 、19 & 25mm 幅 16 

 72-7 コンビネーションプライヤー, 150 および 200mm 16 

 72-8 コンビネーションレンチ, 8～22mm (10 種/セット) 4 

 72-9 銅ハンマー , 1,300g 8 

 72-10 クロスリムレンチ(小): 17x19x21x23mm 16 

 72-11 クロスリムレンチ(大): 27x30x32x33mm 16 

 72-12 強力ニッパ, 150mm 16 

 72-13 両口メガネレンチセット, 6x7~18x19mm (種/セット) 8 

 72-14  鉄鋼ヤスリセット, 250mm, 中目 (5 種類/セット) 8 

 72-15 外径マイクロメーター , 25～50mm 8 

 72-16 スキミゲージ, 75mm(L), 0.04～0.3mm(T) (9 枚) 16 

 72-17 ホースクリッパー, 245mm  4 

 72-18 プラスチック製ロート, 175mm 16 

 72-19  スクレーパーナイフ 16 

 72-20 グリースガン,400cc, 25MPa 8 

 72-21 バイスグリップレンチ, 曲線アゴ、カッタ付, 210mm 16 



 

 No. 項    目 数量 

 72-22 ドラムポンプ 2 

 72-23 調節式 パイプレンチ、 250 & 350mm 16 

 72-24 1/2"sq. ソケットレンチセット, 20 ソケットと 20 のハンドル 2 

 72-25 3/4"sq. ソケットレンチセット, 11 ソケットと 11 ハンドル  2 

 72-26 L 型 ６角棒レンチ, 2.5～10mm (7 種類/セット) 16 

 72-27 マグネチックフィンガー, 500mm 2 

 72-28 旋回台座付万力, 100mm 16 

 72-29 金属製工具箱, 400x200x190mm 以上 4 

 72-30 チューブ・カッター, 3~16mm 16 

 72-31 小型組ヤスリ (5 種類/セット) 16 

 72-32 オイラー（ピストル型）, アルミ合金 8 

 72-33 オイルストーン, 100x25x13mm (コンビタイプ) 4 

 72-34 両口スパナ 、  5.5 または 6～24mm (6 種/セット) 8 

 72-35 両口スパナ,  5/16"～7/8" 以上(6 種/セット)  8 

 72-36 センターポンチ 16 

 72-37 プリックポンチ 16 

 72-38 ソリッドポンチ 16 

 72-39 スパーク・プラグ・ソケット , 1/2"-16, 19 & 20.8mm 16 

 72-40 ラジオペンチ, 150mm 16 

 72-41 ソフトハンマー（ラバー）, 450g 8 

 72-42 スタッビー・ドライバ , (+) & (-) 16 

 72-43 スクリュードライバー, (+) #0 ～ #4 (5 種類/セット)  16 

 
72-44 

スクリュードライバーセット, 

 (-)50, 75, 100, 150, 200mm (6 種類/set)  
16 

 72-45 スクリュー・エクストラクタ セット、1/8～3/4" (5 種類/セット) 16 

 72-46 カッティングプライヤー（ペンチ）, 175 および 200mm 16 

 72-47 スナップリングプライヤ (穴用), 使用範囲径 6～10mm 以上 16 

 72-48 スナップリングプライヤ (軸用), 使用範囲径 5~28mm 以上 16 

 72-49 プラグ・レンチ , M10x380mm(L) & M14x500mm(L) 以上 16 

 72-50  ベルトレンチ, 径 15～280mm 16 

 72-51 スタッド・リムーバ , 径 19mm  16 

 72-52 タッペトスパナ, 10x12, 12x14, 17x19mm (各 2 個/セット) 16 

 72-53 テストハンマ, 100g 16 

 72-54 T 型 ６角棒レンチ, 2.5~10mm (7 種/セット) 16 

 72-55 T ハンドル スクリュードライバー, プラス, #2 16 

 72-56 ノギス, 0～150 および 0～200mm 8 

 72-57 バイスグリップレンチ, 曲線アゴ、板金用, 210mm 16 

 72-58 ウォーターポンププライヤ, 250mm 16 

 72-59 コンロッドアライナー, 能力コンロッド径 50～105mm 以上の範囲 1 

 72-60 シリンダーライナープーラー, 径 82～150mm 以上の範囲 2 

 72-61 ピストンリング・コンプレッサ, 径 75～175mm 以上の範囲 2 

 72-62  クラッチアライナー, （トラック／バス用） 2 



 

 No. 項    目 数量 

 72-63 トラック後輪用ユニバーサル･ホイールハブ･プラー 4 

 72-64 トラック前輪用ユニバーサル･ホイールハブ･プラー 4 

 72-65 ホイールナット用トルク万能ナット, ソケット 21 & 41mm 1 

 72-66 OHV バルブ用バルブスプリングコンプレッサ 2 

 72-67 ドレンプラグトレンチセット 2 

 72-68 K ジェットロ二クス 空燃費調整用レンチ 2 

 72-69 ブレーキ調整工具セット (ドラム及びディスクブレーキ用) 4 

 72-70 ボールジョイント抜取り工具 （小型～中型トラック用） 4 

 72-71  トルク倍力レンチ,  トルク比 1 : 6 以上 2 

 72-72 スナップリングプライヤーセット, 軸・穴兼用タイプ ,使用範囲 10～80mm  1 

 72-73 ナットクラッカ 2 

 72-74 タイヤビードブレーカー 4 

 72-75 コイルスプリングコンプレッサー 4 

 72-76 ブレーキスプリングプライヤー, 約 300mm 、および約 500mm 4 

 72-77  シューホールドスプリングキャップツール (2 種/セット) 4 

 72-78 チューブパンク修理用コールドパンチ 4 

 72-79 大型トラック用ホイールベアリングプーラー 4 

 72-80 シリンダーリッジリーマ, 幅 75～125mm 以上 1 

 72-81 フライホイルパイロットベアリング・プラー径 24～39mm 以上 2 

 72-82 トルク・レンチ, 20～130Nm  2 

 72-83  トルクレンチ, 50～280Nm  2 

 72-84 トルクレンチ, 150～850Nm  2 

 72-85 万能ネジヤスリ, P=0.75 ～ 3mm (8 種類) 4 

 72-86 ブレーキパイプ用チューブカット及びフレアー加工用工具ｾｯﾄ 2 

 72-87 大型トラック車輌用プラーセット（工具ボード付） 2 

 72-88 ステンレス製直定規 , 150, 300, 600 & 1,000mm  4 

 72-89 直定規スタンド （300mm 用） 4 

 72-90 ハイゲージ, 0～300mm 4 

 72-91  スコヤー（台付型）, 150mm 4 

 72-92 内パス, 外バス および ディバイダー (3 種/セット) 4 

 72-93 トースカン（台付）, 200mm 4 

 72-94 ストレートエッジ, 300mm 4 

 72-95 定盤, 300x300x50mm 以上 4 

 72-96 内測マイクロメーター, 25～50mm 範囲以上 4 

 72-97  ダイヤル・インジケータ（マグネチックベース付）, 0～10mm (0.01mm) 4 

 72-98 タイヤデプスゲージ, 0～50mm (0.05mm) 範囲以上 4 

 72-99 プロテクター付温度計, 0～100℃ 8 

 72-100 シリンダーゲージ, 50～150mm 8 

 72-101 アタック・ドライバ   (-) ・ (+)ビット 各 2 個 8 

106) 10-a-73 作業用安全保護具 (6品目) 17 ｾｯﾄ 

 73-1 防塵メガネ (透明) 1 



 

 No. 項    目 数量 

 73-2 マスク (有効性 98.5) 1 

 73-3 イアーマフ (材質: プラスチック) 1 

 73-4 作業用皮手袋 1 

 73-5 ヘルメット (材質: ABS 樹脂) 1 

 73-6 安全靴 1 

107) 10-a-74 HC/CO テスター 1 

108) 10-a-75 移動式フロアークレーン(1,000kg） 1 

 10-b 建設機械電気工コース（新設コース）用機材  

109) 10-b-1 電装品配線自習ボード 1 

110) 10-b-2 点火システム実習装置 1 

111) 10-b-3 トラック(ディーゼル)電装品訓練ボード 1 

112) 10-b-4 ドエル・タコ・テスター １ 

113) 10-b-5 ガソリンエンジン用チューンナップテスター １ 

114) 10-b-6 ガソリンエンジン用絶縁テスター 1 

115) 10-b-8 磁気式点火装置(OHP-t) 1 

116) 10-b-10 ヘッドライトテスター 1 

117) 10-b-11 バッテリーテスター 1 

118) 10-b-12 

ガソリンエンジン始動補助器兼バッテリー充電器 1 

119) 10-b-13 ガソリンエンジン用エンジンスコープ 1 

120) 10-b-15 ディスクグラインダー 1 

121) 10-b-16 バッテリー充電器 1 

122) 10-b-18 アーマチュアテスター 1 

123) 10-b-21 ディストリビュータ試験機 1 

124) 10-b-23 オルタネータ(C-AM) 4 

125) 10-b-24 卓上電気グラインダー 1 

126) 10-b-25 ディーゼルタイミングタコテスター 2 

127) 10-b-26 エアーコンプレッサー 1 

128) 10-b-27 電気ドリル 2 

129) 10-b-28 DCボルトアンペアメーター 4 

130) 10-b-29 オームメーター 4 

131) 10-b-30 バッテリー比重計 2 ｾｯﾄ 

132) 10-b-31 バッテリーテスター 2 

133) 10-b-32 回路計 4 

134) 10-b-34 自動車電装整備工具 (44品目)  1 ｾｯﾄ 

 
34-1 

マグネット付ラチェット式スクリュードライバー、ビットおよび ソケット 

(16 個) 
8 

 34-2 ハクソーフレーム 及びのこ刃 12 枚 16 

 34-3 モンキーレンチ, 150, 200 および 250mm 8 

 34-4  調節式リーマセット, φ12～27mm 4 

 34-5 スクリュープレート, M3 to M20 (細 、粗) 8 



 

 No. 項    目 数量 

 34-6 片手ハンマー, 450 & 900g 16 

 
34-7 

1/2"sq. ソケットスパナー セット:8～19mm 12-ソケット, 8～19mm 12-ロー

ングソケットおよび取っ手  
8 

 34-8 ピン・ポンチ , 約 3, 5 および 8mm 16 

 34-9 チゼルとポンチセット (11 種類/セット) 16 

 34-10 コンビネーションプライヤー, 150 および 200mm 16 

 34-11 コンビネーションレンチセット, 8～22mm (10 種類/セット) 4 

 34-12 銅ハンマー , 900g 8 

 34-13 くぎ抜き付きハンマー, 450g 以上 8 

 34-14 両口メガネレンチセット, 6x7~18x19mm (7 種類/セット) 8 

 34-15 ハンドドリル, 径φ6.5mm  2 

 
34-16 

半田ごてセット: 

2 個の半田ごて, 半田吸取りポンプおよび 半田 
16 

 
34-17 

電気絶縁スクリュードライバーセット: 

 (+) #0, #1, #2 & (-) 75, 100, 125, 150mm (7 種類/セット)  
16 

 34-18 電工ナイフ 16 

 34-19 ヤスリセット, 250mm, 中目  (5 種類/セット) 8 

 34-20 小型組ヤスリセット, 150mm, 中目  (5 種類/セット) 8 

 34-21 スキミゲージ, 75mm(L), 0.04～0.3mm(T) (9 枚) 以上 16 

 34-22 バイスグリップレンチ, 曲線アゴ, 210mm 16 

 34-23 スプリング式手はかり, 10kg 4 

 34-24 調節式パイプレンチ, 300 および 450mm 16 

 34-25 Ｌ型 6 角棒レンチ, 6～19mm (12 種類/セット) 8 

 34-26 ラジオペンチ , 150mm 以上 16 

 34-27 旋回台座万力, 100mm 16 

 34-28 両口スパナ ,  6～24mm 以上の範囲(6 種類/セット) 8 

 34-29 両口スパナ,  5/16"～7/8"以上の範囲 (6 種類/セット) 8 

 34-30 センター・パンチ  16 

 34-31 プリックパンチ 16 

 34-32  ソリッドポンチ 16 

 34-33 ラジオペンチ, 150mm 16 

 34-34 ソフト(ゴム)ハンマー, 450g 16 

 34-35 カッティングプライヤー（ペンチ）, 175 & 200mm 16 

 
34-36 

プリックパンチ; 

ソフト(プラスティック）ハンマー, 450g 16 

 34-37 ステンレス製直尺, 300, 600 & 1,000mm  16 

 34-38 トーチランプ, ガソリン 1 リットル 4 

 34-39 ウォーターポンププライヤ, 250mm 16 

 34-40 点火プラグ・レンチ セット, 3/8"-16 & 20.8mm およびハンドル 2 

 34-41 アーバ・プレス, 1 トン 1 

 34-42 プロテクター付温度計, 0～150℃  16 

 34-43 プラグギャップゲージ (9 リーフ) 16 

 34-44 ターミナルプライヤ付圧着端子キット 16 



 

 No. 項    目 数量 

135) 10-b-35 作業用安全保護具 (6品目) 17 ｾｯﾄ 

 35-1  防塵メガネ (透明) 1 

 35-2 マスク (有効性 98.5) 1 

 35-3 イアーマフ (材質: プラスチック) 1 

 35-4 皮手袋 1 

 35-5 ヘルメット (材質: ABS 樹脂) 1 

 35-6 安全靴 1 

 10-c 溶接・組立コース（新設コース）用機材  

136) 10-c-2 薄物鋼板切断機 1 

137) 10-c-3 ポータブル MIG溶接機 2 

138) 10-c-4 ポータブル TIG溶接機 2 

139) 10-c-5 卓上電気グラインダー 4 

140) 10-c-6 交流アーク溶接機 8 

141) 10-c-7 電動弓鋸盤 1 

142) 10-c-8 電気ドリル 4 

143) 10-c-9 ガス溶接機セット 10 

144) 10-c-10 卓上ボール盤 2 

145) 10-c-13 スポット溶接機 1 

146) 10-c-14 薄物鋼板ロール曲げ機 1 

147) 10-c-15 ディスクグラインダー 2 

148) 10-c-17 エンジン溶接機 1 

149) 10-c-18 直立ボール盤 1 

150) 10-c-19 高速切断機 1 

151) 10-c-20 エアーコンプレッサー 1 

152) 10-c-21 塗装機器 (6品目) 1 ｾｯﾄ 

 21-1 エアー調節器 1 

 21-2 重力式塗装ガン, 1.3mm 1 

 21-3 吸上式塗装ガン, 1.3mm 1 

 21-4 重力式塗装ガン用塗料カップ, 400cc 1 

 21-5 吸上式塗装ガン用塗料カップ, 1,000cc 1 

 21-6 エアーホース, 10m 1 

153) 10-c-22 溶接・板金加工工具 (30品目) 1 ｾｯﾄ 

 22-1 調整式ﾊｸｿｰﾌﾚｰﾑ （鋸刃付き） 12pcs 16 

 22-2 アジャスタブルｰﾚﾝﾁ （３種組）, 150, 200 & 250mm 16 

 22-3 ｴｱｰﾘﾍﾞｯﾀｰ, リッベト径.: 2.4, 3.2, 4, 4.8mm 4 

 22-4 金床, 15kg 8 

 22-5 片手ﾊﾝﾏｰ, 450 & 900g 16 

 22-6 万力（回転台付き）, 100mm 8 

 22-7 鋳鉄製巣床, 75kg 8 

 22-8 ｾﾝﾀｰﾎﾟﾝﾁ（３種組） 16 



 

 No. 項    目 数量 

 22-9 ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝﾌﾟﾗｲﾔｰ （２種組）, 150 & 200mm 16 

 22-10 ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝﾚﾝﾁ , 8～22mm (10 種類/セット) 8 

 22-11 ｺﾝﾊﾟｽ, 120mm 16 

 22-12 ﾃﾞﾊﾞｲﾀﾞｰ, 200mm 16 

 22-13 ﾒｶﾞﾈﾚﾝﾁｾｯﾄ・ｹｰｽ入, 6x7～18x19mm (7 種類/セット) 8 

 22-14  鉄鋼ヤスリセット, 250mm, 中目 (5 種類/セット) 16 

 22-15 数字・英字ﾎﾟﾝﾁ, 4mm 4 

 22-16 手動ﾚﾊﾞｰｼｬｰ, 刃長: 200 mm 4 

 22-17  ｵｲﾗｰ, 金属製 250cc 16 

 22-18 溶接・（板金）加工工具 16 

 22-19 両口スパナー, 6～24mm(6 種/set) 16 

 22-20 トーチランプ,  ガソリン 1㍑ 8 

 22-21 ケガキ針, 200mm 以上 16 

 22-22 平型スコヤー, 300x200mm 4 

 22-23 直尺 （ｽﾃﾝﾚｽ製）； 300、600 、 1,000mm  16 

 22-24 定盤, 300x300x50mm 4 

 22-25 ﾄﾗﾝﾒﾙ ﾋﾞｰﾑｾｯﾄ, 265～500mm 以上の範囲 4 

 22-26 ノギス 2 種類, 0～150、 0～300mm 8 

 22-27 ウォーターポンププライヤ, 250mm 16 

 22-28 ワイヤブラシ, 50mm 16 

 22-29 トースカン（台付） 200mm  4 

 22-30 フェンダー工具セット, 9 種/セット 16 

154) 10-c-23 作業用安全保護具 (6品目) 17 ｾｯﾄ 

 23-1 防塵メガネ (透明) 1 

 23-2 塗装用マスク (効率 98.5) 1 

 23-3 イヤーマフ (材質: Plastic) 1 

 23-4 作業用皮手袋  1 

 23-5 ヘルメット (材質: ABS 樹脂) 1 

 23-6 安全靴 1 

 10-d その他共用機材  

155) 
10-d-1 

引き出し付作業台 

寸法：約 1,800x750x740mm 
12 

156) 
10-d-2 

パレット・ラック(3段) 

寸法：約 2,300 x 1,100 x 3,000mm 
2 

157) 
10-d-3 

パレット・ラック(６段) 

寸法：2,700 x 1,100 x 3,000mm 
3 

158) 10-d-4 部品・工具棚(6段) 8 

159) 10-d-5 部品・工具棚(5段) 8 

*  C-AM：カットアウェイモデル 

**  AP：実際の部品 

***  OHP-t：OHP 用シート 
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